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令和４年９月28日（水曜日）

午後１時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第24号 令和３年度宮崎県歳入歳出決算

の認定について

出席委員（６人）

主 査 武 田 浩 一

副 主 査 坂 本 康 郎

委 員 蓬 原 正 三

委 員 濵 砂 守

委 員 右 松 隆 央

委 員 満 行 潤 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

環境森林部次長
長 倉 佐知子

（ 総 括 ）

環境森林部次長
橘 木 秀 利

（ 技 術 担 当 ）

環 境 森 林 課 長 田 代 暢 明

環 境 管 理 課 長 三 角 敏 明

循環社会推進課長 今 村 俊 久

自 然 環 境 課 長 池 田 孝 行

森 林 経 営 課 長 上 野 清 文

森林管理推進室長 右 田 憲史郎

山村･木材振興課長 松 井 健太郎

み や ざ き ス ギ
二 見 茂

活 用 推 進 室 長

工 事 検 査 監 若 杉 太

林業技術センター所長 廣 島 一 明

木 材 利 用 技 術
藤 本 英 博

セ ン タ ー 所 長

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 藤 村 正

政策調査課主査 西 尾 明

○武田主査 ただいまから決算特別委員会環境

農林水産分科会を開会いたします。

まず、分科会の日程についてであります。

お手元に配付いたしました日程案のとおりで

御異議ございませんか。

〔異議なしと呼ぶ者あり〕

○武田主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

次に、本日開催されました主査会における協

議内容について御報告いたします。

まず審査の際の執行部説明についてでありま

す。

お手元の分科会審査説明要領により行われま

すが、決算事項別の説明は目の執行残が100万円

以上のもの及び執行率が90％未満のものについ

て、また主要施策の成果は主なものについて説

明がありますので、審査にあたりましてはよろ

しくお願いいたします。

次に、監査委員への説明を求める必要が生じ

た場合、主査において他の分科会との時間調整

を行った上で質疑の場を設けるとする旨、確認

がなされましたのでよろしくお願いいたします。

最後に審査の進め方ですが、お手元に配付の

分科会審査の進め方案のとおりで御異議ござい

ませんか。

〔異議なしと呼ぶ者あり〕

○武田主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

令和４年９月28日(水)
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執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午後１時１分休憩

午後１時３分再開

○武田主査 分科会を再開いたします。

それでは、令和３年度決算について環境森林

部長の概要説明を求めます。

○河野環境森林部長 環境森林部でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。座って説明

させていただきます。

決算の説明に入ります前に少しお時間をいた

だきまして、環境森林部関係の令和４年台風第14

号の被害状況について御報告させていただきま

す。昨日現在で、林道被害につきましては15市

町村の126路線334か所、林地被害は16市町村の55

か所、また、西臼杵郡高千穂町の高千穂峡や、

西諸県郡高原町の御池の九州自然歩道で手すり

等の流出やのり面崩壊など、県内各地で被害が

確認されており、それぞれ被害額は調査中でご

ざいます。今後、被害の全容把握に努めますと

ともに、早期の復旧に向けて国や市町村とも連

携し、しっかり対応してまいります。

それでは、令和３年度の決算につきまして、

御説明いたします。

お手元に配布しております決算特別委員会資

料の１ページを御覧ください。

１ページから２ページにかけまして、総合計

画に基づく施策の体系表のうち、環境森林部で

所管する施策を抜粋したものを掲げております。

環境分野を中心としました暮らしづくりと森林

林業を中心としました産業づくりに大別してお

りますが、この体系表に沿って各種施策を推進

しております。令和３年度の主要施策の詳細に

つきましては、後ほど担当課長から説明させて

いただきます。

３ページを御覧ください。

令和３年度歳出決算の状況についてでありま

す。まず一般会計であります。（１）の表の下か

ら５行目になりますが、一般会計の計の欄を御

覧ください。左のほうから順に、予算額319億232

万2,430円に対しまして、支出済額209億9,961

万9,228円、翌年度への繰越額は繰越明許費96

億372万8,000円、事故繰越７億4,000万1,677円

で、不用額は５億5,897万3,525円となっており

ます。

次に特別会計でありますが、下から２行目の

計の欄、予算額11億3,735万2,000円に対しまし

て、支出済額２億8,320万324円であり、二つ飛

びまして不用額は８億5,415万1,676円となって

おります。

一般会計と特別会計を合わせました環境森林

部の合計額は一番下の合計の欄ですが、予算

額330億3,967万4,430円に対しまして、支出済

額212億8,281万9,552円であり、二つ飛ばしまし

て不用額は14億1,312万5,201円となり、この結

果、執行率は64.4％で、翌年度への繰越額を含

めた執行率は95.7％となっております。

次に、６ページを御覧ください。

（３）令和３年度環境森林部に係る監査結果

報告書指摘事項等についてであります。指摘事

項はありませんでしたが、注意事項が４件あっ

たところであります。また、別冊の令和３年度

宮崎県歳入歳出決算審査意見書において３件の

意見留意事項等がありましたので、後ほど関係

課長から説明させていただきます。監査委員か

ら注意・意見等のありました内容につきまして

は、適正な事務処理が図られるよう指導を徹底

してまいります。

私からの説明は以上でありますが、各事項の

詳細につきましては、それぞれの担当課長から

令和４年９月28日(水)
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説明させていただきます。どうぞよろしくお願

いいたします。

○武田主査 部長の概要説明が終了いたしまし

た。

それでは、令和３年度決算について各課の説

明を求めます。

○田代環境森林課長 環境森林課の決算状況等

について、御説明いたします。

令和３年度決算特別委員会資料の３ページを

御覧ください。

表の上から２行目、環境森林課の欄を御覧く

ださい。予算額23億1,522万1,000円に対し、支

出済額は22億6,334万8,996円、翌年度への繰越

額はございません。不用額は5,187万2,004円で、

執行率は97.8％であります。

８ページを御覧ください。

決算事項別明細説明資料により、目の不用額

が100万円以上のもの、または、執行率が90％未

満のものについて御説明いたします。なお、こ

の後の各課におきましても同様の説明とさせて

いただきますので、あらかじめ御了承ください。

８ページの（目）林業総務費の不用額4,684

万6,272円について、主なものは職員の給料、職

員手当等の人件費であり、これは職員費で支出

を予定していた人件費の一部を、補助公共事業

の事務費に振り替えたことによるものでありま

す。

９ページを御覧ください。

（目）林業振興指導費の不用額341万598円で

ありますが、その主なものは、表の中ほどの委

託料160万8,944円で、これは、右側の説明欄に

記載しております森林環境教育推進強化事業等

において、地域や学校等で取り組む森林環境教

育活動への指導者派遣が、新型コロナウイルス

感染症の影響により中止になったことや、巨樹

の木製看板の補修要望が少なかったことに伴う

執行残であります。

続きまして、主要施策の成果について御説明

いたします。

お手元の令和３年度主要施策の成果に関する

報告書の157ページを御覧ください。

１、自然との共生と環境にやさしい社会の

（１）低炭素・循環型社会への転換について、

表の１つ目、再生可能エネルギー等普及維持管

理促進事業では、再生可能エネルギー等に関す

る普及啓発として、県民向けの研修会や事業者

向けの講習会等を行い、表の二つ目の新規事業、

再生可能エネルギーアドバイザー派遣事業では、

専門知識を有するアドバイザーを事業者に派遣

し、再エネ導入に向けた指導・助言を行って、

事業者をサポートしたところであります。

また、表の３つ目の温室効果ガス排出抑制対

策事業では、事業者向け省エネセミナーの開催

や、温室効果ガス排出抑制事業者の表彰等を行っ

て、排出削減の取組促進を図ったところであり

ます。

次に、159ページを御覧ください。

（２）良好な自然環境・生活環境の保全につ

いて、「水と緑の森づくり」県民総参加強化事業

では、県民ボランティアの集いの開催やボラン

ティア団体の活動支援などにより、県民共有の

財産である森林を次世代に引き継ぐ機運の醸成

を図ったところであります。

次に、160ページを御覧ください。

（３）環境にやさしい社会の基盤づくりにつ

いて、表の１つ目の環境保全普及啓発推進事業

では、環境講座や出前研修、県下一斉の環境美

化活動であるクリーンアップ宮崎等を実施した

ところであります。また、その下の環境情報発

信強化事業では、県内の次世代エネルギー関連
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施設を環境教育のための受入施設として位置づ

けた次世代エネルギーパークにおいて、見学受

入れを行ったほか、みやざき環境読本を作成し

て県内の小学校５年生全員に配布するなど、県

民の環境・エネルギー問題への理解を深める取

組を行ったところであります。

なお、ここで１か所、資料の訂正があります。

この環境情報発信強化事業の表の右側の主な実

績内容等のところで、次世代エネルギーパーク

の活用の見学者数が98回と記入してありますけ

れども、正しくは98人であり、単位を誤って記

載しておりました。大変申し訳ありませんでし

た。

次に、162ページを御覧ください。

１、魅力ある農林水産業が展開される社会の

（１）持続可能な森林・林業の振興について、

表の１つ目の森林環境教育推進強化事業では、

地域や学校等で取り組む森林環境教育の実践支

援やみどりの少年団の活動支援などを行い、県

民共有の財産である森林を県民みんなで守り育

てる機運の醸成に取り組んだところであります。

表の２つ目の新規事業、ポストコロナを見据

えた持続可能な森林づくり推進事業では、異業

種人材と議論しながらコンセプトシートを作成

するなど、林業・木材産業関係者を対象にオー

プンイノベーション能力を高める取組を行うと

ともに、造林作業の仕事内容を整理し、作業内

容や期間を限定して、労働人材とのマッチング

実証に取り組んだところであります。

主要施策の成果に関する報告については、以

上であります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はありません。

○三角環境管理課長 令和３年度決算特別委員

会資料の３ページを御覧ください。

当課の決算の状況は、表の上から３行目にあ

りますように、予算額６億542万2,000円に対し

まして、支出済額３億2,800万1,050円、繰越明

許費２億4,700万円、不用額3,042万950円となり、

当年度の執行率は54.2％、繰越額を含めた執行

率は95.0％となっております。

10ページを御覧ください。

不用額の主なものについて、御説明します。

（節）の欄の中ほどの委託料1,080万951円であ

ります。これは、硫黄山河川白濁対策において、

突然に水質が悪化するなどの不測の事態が発生

したときの、臨時的な採水・分析や水質改善に

要する費用の執行実績がなかったこと等による

ものであります。

次に、表の下から５行目、負担金・補助及び

交付金194万2,000円であります。これは浄化槽

整備促進事業に係る市町村への補助で、設置基

数が見込みを下回ったことにより不用額が生じ

たものであります。また、その下の扶助費1,230

万3,010円でありますが、これは公害健康被害者

への補償給付などで、給付実績が見込みを下回っ

たことによるものであります。

決算に関する説明は、以上であります。

続きまして、令和３年度主要施策の成果に関

する報告書の164ページを御覧ください。

１、自然との共生と環境にやさしい社会の

（２）良好な自然環境・生活環境の保全であり

ます。まず、表の１段目大気汚染常時監視事業

では県内の測定局で常時監視しました結果、光

化学オキシダントが全ての測定局で、二酸化硫

黄が４測定局で環境基準を未達成でありました

が、その他は全て環境基準を達成いたしました。

次に、水質環境基準等監視事業では、河川な

どの水質を常時監視しました結果、一部で環境

基準を未達成でありましたが、水質はおおむね
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良好な状況でありました。

次に、一番下の硫黄山河川白濁対策推進事業

では、仮設石灰石中和水路を水質改善施設とし

て使用するための補修、運用を行いました。ま

た、白濁水の処理により沈殿池に堆積した沈殿

物について、しゅんせつや処分等に係る経費を

繰越しました。

165ページを御覧ください。

１段目の新規事業、硫黄山河川白濁対策水質

改善施設整備事業では、水質改善施設の設置に

伴う用地購入や測量・詳細設計を行いました。

また、水質改善施設の整備に係る経費について、

繰越しを行いました。

次に、中段の公害保健対策事業では、健康観

察検診などを実施するとともに、法令に基づき

認定患者へ医療費や障害補償費などを給付いた

しました。

次に、その下の改善事業、浄化槽整備促進事

業では、個人や市町村が整備した840基の浄化槽

の設置費用の一部を補助いたしました。

次に、一番下の新規事業、きれいな川を後世

に！浄化槽リノベーション推進事業では、単独

処理浄化槽転換啓発や浄化槽法定検査受検勧奨

のため、個別訪問を行いました。

主要施策の成果に関しては、以上であります。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はありません。

○今村循環社会推進課長 令和３年度決算特別

委員会資料の３ページを御覧ください。

当課の決算の状況は、表の上から３番目の段

にありますように、予算額４億7,382万3,000円

に対しまして、支出済額は４億6,054万6,334円、

不用額は1,327万6,666円で、執行率は97.2％で

あります。

次に、11ページを御覧ください。

当課の不用額の主なものについて、御説明い

たします。（節）の欄、中ほどの委託料431万1,730

円ですが、これは新型コロナウイルス感染症の

感染拡大を受け、食品ロス削減に関する飲食店

向け啓発事業の一部を中止したこと等による執

行残であります。

下から４段目の負担金・補助及び交付金446

万9,169円ですが、これは海岸漂着物地域対策推

進事業補助金等において、事業主体における実

績が見込みを下回ったことによる執行残であり

ます。

決算の状況については、以上であります。

続きまして、令和３年度主要施策の成果に関

する報告書の168ページを御覧ください。

１の自然と共生した環境にやさしい社会の

（１）低炭素・循環型社会への転換であります。

表の１段目の海岸漂着物等地域対策推進事業で

は、海岸漂着物を抑制するため、広く県民に漂

着物の現状や発生抑制の取組を周知するととも

に、海水浴場や観光地などで、海岸の景観維持

の取組を行う市町村を支援しました。また、海

岸漂着物等の実態を把握するための調査を実施

したところであります。

２段目の災害廃棄物対応力強化事業では、災

害発生時に廃棄物を迅速に処理することができ

るよう、市町村災害廃棄物処理モデルマニュア

ル、それから災害廃棄物処理広域連携マニュア

ルに係る市町村説明会を開催しました。

169ページを御覧ください。

１段目の廃棄物不適正処理防止対策強化事業

では、産業廃棄物の適正処理を推進するため、

本課及び七つの保健所に廃棄物監視員を18名配

置しまして、廃棄物処理業者に対する立入検査

や、不法投棄パトロールなどの監視活動を行い

ました。
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３段目の改善事業、産業廃棄物トラックスケ

ール設置支援事業では、産業廃棄物の重量計測

体制を維持・促進し、産業廃棄物税制度の信頼

性を確保するため、産業廃棄物処理業者のトラッ

クスケール設置等の支援を行ったところです。

一番下の段の環境産業育成支援事業では、産

業廃棄物処理業が環境産業となるよう、産廃処

理業者中堅リーダーの育成に取り組むとともに、

宮崎県産業資源循環協会が行う優良産廃処理業

者の認定取得に向けたアドバイザーの派遣や、

セミナー開催などの取組を支援したところであ

ります。

170ページを御覧ください。

１段目の循環型社会推進総合対策事業では、

循環型社会の形成推進のため、県民や事業者の

理解と実践が大変重要でありますことから、排

出事業者等に対する講習会や不法投棄防止啓発

キャンペーンの実施など、各種の意識啓発事業

に取り組むとともに、廃棄物のリサイクルを促

進するため、事業者による廃棄物の再資源化施

設整備を支援しました。

２段目の新規事業、「宮崎県食品ロス削減推進

計画」スタートアップ事業では、食品ロスの削

減を推進するため、テレビＣＭや小学生向け冊

子の配布等の啓発事業を実施し、また、県内に

おける食品ロスの発生状況や県民の意識の把握

のため、実態調査を実施しました。これらの施

策により、循環型社会の形成に向けて、県民や

事業者の意識の向上、廃棄物の適正処理、さら

には再生利用の促進などを図ったところであり

ます。

主要施策の成果に関しては、以上であります。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しては、

特に報告すべき事項はありません。

○池田自然環境課長 決算特別委員会資料の３

ページを御覧ください。

表の上から４段目の自然環境課の欄を御覧く

ださい。予算額95億2,938万4,430円に対し、支

出済額51億9,426万2,028円、繰越明許費34

億6,171万3,000円、事故繰越６億8,724万4,067

円、不用額１億8,616万5,335円となり、執行率

は54.5％となっておりますが、翌年度への繰越

額等を含めますと98.0％であります。

12ページを御覧ください。

上段の（目）環境保全費ですが、不用額が170

万1,844円、執行率は90.4％であります。不用額

の主なものは、報酬や旅費、需用費などの事務

費の執行残であります。

13ページを御覧ください。

上段の（目）林業振興指導費ですが、不用額

が202万2,390円、執行率は82.1％となっており

ます。不用額の主なものは、荒廃渓流等流木流

出防止対策事業の入札の執行残であります。

中段の（目）森林病害虫防除費ですが、不用

額が480万7,863円、執行率は93.9％であります。

不用額の主なものは、松くい虫被害に対する伐

倒駆除等の防除に係る委託料及び補償費の支出

が想定より少なかったことから、執行残となっ

たものであります。

次に、下段の（目）治山費です。不用額が１

億1,984万9,470円、執行率は53.2％となってお

りますが、翌年度繰越額を含めた執行率は98.5

％であります。不用額の主なものは、旅費や需

用費、役務費など事務費の執行残、令和２年度

から繰越した山地治山事業の入札の執行残であ

ります。

14ページを御覧ください。

中段の（目）狩猟費ですが、不用額が591

万1,665円、執行率は94.2％であります。これは、

主に有害鳥獣（シカ・イノシシ）捕獲促進事業
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において、事業費の確定に伴い執行残が生じた

ものであります。

15ページを御覧ください。

（目）公園費です。不用額が4,533万6,616円、

執行率は56.0％となっておりますが、翌年度繰

越額を含めた執行率は95.5％であります。不用

額の主なものは、自然公園等整備事業において、

事業費の確定に伴い執行残が生じたものであり

ます。

16ページを御覧ください。

（目）林業災害復旧費です。不用額が554

万3,324円、執行率は56.4％となっておりますが、

翌年度繰越額を含めた執行率は97.6％でありま

す。不用額の主なものは、治山施設災害復旧事

業の入札の執行残であります。

歳出決算の状況については、以上であります。

続きまして、主要施策の成果について、主な

ものを御説明します。

主要施策の成果に関する報告書の172ページを

御覧ください。

１の（２）良好な自然環境・生活環境の保全

についてであります。表の１段目、生物多様性

地域活動等推進事業では、野生動植物保護監視

員による希少な野生動植物の監視活動や、重要

生息地等の保護・保全を行う市町村に対する支

援などを行ったところであります。

次に２段目の森林病害虫等防除事業では、主

に海岸沿いの松林を対象とした松くい虫被害木

の伐倒駆除や空中散布に加え、民家等の被害木

の伐倒駆除や無人へリによる薬剤散布など、き

め細やかな防除に努めたところであります。

次に、173ページを御覧ください。

表の１段目、有害鳥獣捕獲促進総合対策事業

では、市町村の有害鳥獣捕獲班への活動支援や、

有害捕獲への助成などを行ったところでありま

す。

２段目の有害鳥獣被害対策パトロール支援事

業では、市町村が配置している有害鳥獣捕獲対

策指導員によるパトロール等の活動を支援し、

３段目のシカ捕獲等特別対策事業では、生息密

度が高い地域において鹿の個体数管理のための

特別捕獲を、また４段目の鳥獣保護区等周辺野

生鳥獣管理対策では、市町村が実施する電気柵

の設置等を支援したところであります。今後と

も、市町村や関係機関等と十分な連携を図り、

農林作物の被害軽減に向けて、有害鳥獣被害対

策に努めてまいります。

５段目の新規事業、みやざきの自然公園利用

拠点上質化事業では、自然公園内で民間事業者

等が実施する新型コロナウイルス感染症拡大防

止への支援や、県有施設のトイレ等の整備や改

修を行い、来園者が快適に利用できるような環

境を整えることにより、心身のリフレッシュや

健康増進の場としての自然公園の魅力を向上さ

せ、誘客促進を図ったところであります。

６段目の新規事業、みやざきの自然公園等魅

力向上事業では、自然公園ホームページを充実

させ、自然公園等を活用したオンラインツアー

の実施に対する支援を行い、情報発信に努めた

ところです。

174ページを御覧ください。

国立公園満喫プロジェクト推進事業では、給

水施設、休憩所及び歩道の整備のほか、市町村

が行う浴場建て替え等への支援を行い、また、

初心者向けの登山・トレッキング教室の開催な

ど、国立公園の魅力発信に取り組んだところで

あります。

176ページを御覧ください。

２の（１）安全で安心な県土づくりについて

であります。表の１段目の山地治山事業と２段
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目の緊急治山事業では、豪雨等で崩壊した山腹

や荒れた渓流等において、治山ダムなどを整備

し、山地の復旧や災害の未然防止を図ったとこ

ろであります。

177ページを御覧ください。

表の２段目の保安林整備事業では、機能の低

下した保安林において植栽や間伐等を実施し、

水源涵養や潮害防備等の保安林の機能回復や強

化を図ったところであります。

178ページを御覧ください。

表の２段目の治山施設災害復旧事業では、豪

雨等により被災した治山施設の復旧整備を行っ

たところです。今後とも、治山施設の適切な整

備や保安林機能の維持増進等を通じまして、山

地災害の早期復旧や防止に努めてまいりたいと

考えております。

主要施策の成果については、以上であります。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しては、

特に報告すべき事項はありません。

○上野森林経営課長 決算特別委員会資料の３

ページを御覧ください。

当課の決算状況でありますが、まず一般会計

につきましては、上から５段目、森林経営課の

欄にありますように、予算額142億6,472万5,000

円に対し、支出済額が88億9,883万5,913円、繰

越明許費が51億971万5,000円、事故繰越が5,275

万7,610円、不用額は２億341万6,477円でありま

す。執行率は62.4％となっておりますが、翌年

度への繰越額を含めますと98.6％であります。

次に、特別会計につきましては、下から４段

目、森林経営課の欄にありますように、予算額

２億5,632万円に対し、支出済額が２億2,934

万8,039円、不用額は2,697万1,961円で、執行率

は89.5％であります。

17ページを御覧ください。

当課の一般会計であります。上から３段目、

（目）林業振興指導費の不用額は1,499万6,022

円で、執行率は85.2％ですが、翌年度繰越額を

含めますと97.2％であります。不用額の主なも

のは、事務費の節減による執行残であります。

次に、下から４段目、（目）造林費の不用額

は556万4,897円で、執行率は63.5％ですが、翌

年度繰越額を含めますと99.9％であります。不

用額の主なものは、補助事業の事業費の確定に

伴う執行残であります。

18ページを御覧ください。

次に、中ほどの（目）林道費であります。執

行率は59％ですが、翌年度繰越額を含めます

と99.9％であります。

19ページを御覧ください。

上から５段目、（目）林業試験場費であります。

不用額は668万4,977円で、主なものは、林業技

術センターにおける事務費の節減による執行残

であります。

20ページを御覧ください。

上から３段目、（目）林業災害復旧費の不用額

は１億7,617万229円で、執行率は59.2％ですが、

翌年度繰越額を含めますと91.8％であります。

不用額の主なものは、市町村災害復旧事業補助

金の国の交付決定に伴う執行残であります。

21ページを御覧ください。

続きまして、山林基本財産特別会計でありま

す。上から３段目、（目）基本財産造成費の不用

額は1,297万3,340円で、執行率は71％でありま

す。不用額の主なものは、間伐計画箇所に通じ

る林道が被災し、間伐実施を見送ったことに伴

う委託料等の執行残であります。

22ページを御覧ください。

拡大造林事業特別会計であります。上から３

段目、（目）拡大造林事業費の不用額は1,399
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万6,516円で、執行率は83.4％であります。主な

不用額は、３月に実施した立木売払いの公売に

おいて、入札が不調となったことに伴う分収交

付金の執行残であります。

決算の状況につきましては、以上であります。

続きまして、主要施策の成果について主なも

のを御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の180ページを

御覧ください。

くらしづくりの１の（２）良好な自然環境・

生活環境の保全であります。表の１つ目、ひな

もり台県民ふれあいの森等管理事業では、ひな

もりオートキャンプ場において小型木造キャビ

ン４棟の建築や水道工事など、ワーケーション

にも対応した施設の整備を行うとともに、県民

の森の維持管理、森林・林業に関する体験研修

を開催したところであります。その下の新規事

業、天神山ふれあい竹林再整備事業では、竹林

及び歩道等の整備を行い、利用者の利便性の向

上に努めたところであります。

182ページを御覧ください。

２の（１）安全で安心な県土づくりでありま

す。水を貯え、災害に強い森林づくり事業では、

県の森林環境税を活用して、公益上重要な森林

を対象に広葉樹造林等を行い、水源の涵養など

公益的機能の高い森林づくりに取り組んだとこ

ろであります。

183ページを御覧ください。

産業づくりの１の（１）持続可能な森林・林

業の振興であります。表の１つ目、森林資源情

報整備推進事業では、流域ごとに森林整備の目

標を定める、地域森林計画の策定等により、計

画的な森林整備の推進に取り組んだところであ

ります。

表の３つ目、新規事業、ＩＣＴを活用した森

林情報デジタル化推進事業では、衛星画像処理

技術を持つ民間企業等と連携し、伐採跡地など

の森林変化を効率的に把握するシステムの構築

に取り組んだとろであります。その下の森林整

備地域活動支援交付金事業では、森林経営計画

の作成促進などの地域活動への支援により、森

林施業の集約化による適正な森林整備の推進に

取り組んだところであります。

184ページを御覧ください。

表の１つ目、新規事業、森林経営管理市町村

支援事業では、みやざき森林経営管理支援セン

ターを設置し、森林経営管理制度の中心的役割

を担う市町村への支援に取り組んだところであ

ります。

表の下から２つ目、新規事業、「みやざき林業

大学校」研修環境整備事業では、効率的で収益

向上につながる木材生産を可能とする作業シス

テムの研修に必要な高性能林業機械の導入等に

取り組んだところであります。その下の試験研

究事業では、林業技術センターにおいて、育苗

及び造林技術や原木きのこ等の生産技術など、

林業の生産性向上などにつながる研究に取り組

んだところであります。

185ページを御覧ください。

表の１つ目、森林整備事業では、造林や下刈

り、除間伐などへの支援により、森林資源の循

環利用の推進に取り組んだところであります。

２つ目の改善事業、森林整備労務軽減対策事

業では、造林・下刈りの省力化が期待される早

生樹植栽の実証試験地の造成や、ドローンによ

る苗木の運搬等の実証に取り組んだところであ

ります。

その下の新規事業、苗木ビジネス成長産業化

推進事業では、採穂園の母樹の品種を明らかに

し、苗木のトレーサビリティーの確保や出荷拡
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大を図るため、ＤＮＡ解析判別システム機器を

整備したところであります。

186ページを御覧ください。

表の１つ目、品種の明確な優良苗木生産拡大

推進事業では、コンテナ苗生産施設の整備支援

や県採穂園の管理等により、優良苗木の安定供

給体制の整備に取り組んだところであります。

３つ目の地方創生道整備推進交付金事業では、

市町村道等と連携した林道の開設、改良、舗装

により、山村地域の交通ネットワークづくりを

推進したところであります。

主要施策の成果につきましては、以上であり

ます。

続きまして、決算審査意見について、御説明

いたします。

令和３年度宮崎県歳入歳出決算審査意見書

の37ページ、山林基本財産特別会計を御覧くだ

さい。

（３）の山林基本財産特別会計につきまして、

一番下の意見・留意事項等にありますとおり、

「多額の借入金があることから、引き続き効率

的な運営が望まれる」との御意見がありました。

38ページを御覧ください。

（４）拡大造林事業特別会計につきましても、

一番下にありますように、同様の御意見をいた

だいたところであります。

県有林及び県行分収造林の運営につきまして

は、これまでも高収益の見込める森林の先行販

売や有利な補助事業の活用などにより、収益の

確保を図るとともに、列状間伐の実施や低利資

金への借換えなど、経費の節減に取り組んでき

たところでありますが、今後とも収入の確保と

経費の削減を図り、健全な運営に努めてまいり

ます。

○松井山村・木材振興課長 委員会資料の３ペ

ージを御覧ください。

中ほどの、一般会計の山村・木材振興課の行

を御覧ください。予算額47億1,374万7,000円に

対し、支出済額が38億5,462万4,907円、繰越明

許費が７億8,530万円、不用額7,382万2,093円で

あります。当年度の執行率は81.8％となってお

りますが、繰越額を含めた執行率は98.4％であ

ります。

次に、特別会計ですが、下から３行目で、予

算額８億8,103万2,000円に対し、支出済額

が5,385万2,285円、不用額が８億2,717万9,715

円であります。執行率は6.1％であります。

次に、23ページを御覧ください。

一般会計についてであります。ページ中ほど

の（目）林業振興指導費の不用額は7,382万2,093

円、翌年度繰越を含めた執行率は、括弧書きに

ありますように98.4％であります。不用額の主

なものとしましては、（節）の下から４段目、負

担金・補助及び交付金の6,019万9,228円であり

ます。これは、主にみやざき材で創る「新しい

生活様式」空間づくり支援事業において、補助

実績が当初の見込みを下回ったことなどによる

ものであります。

続きまして、24ページを御覧ください。

林業改善資金特別会計であります。上から３

段目の、（目）林業振興指導費の不用額は８

億2,717万9,715円、執行率は6.1％となっており

ます。これは主に貸付金の執行残でありまして、

この貸付金には、当年度の融資枠２億5,000万円

のほか、翌年度以降に貸し付けるための準備金

も含まれており、過年度貸付けに対する償還金

と合わせて、翌年度の貸付財源となっておりま

す。

続きまして、主要施策の成果について、主な

ものを御説明します。



- 11 -

令和４年９月28日(水)

お手元の主要施策の成果に関する報告書の190

ページを御覧ください。

当課では、持続可能な森林・林業の振興に寄

与する各般の施策を実施しております。

まず、表の２段目の新規事業、大径原木加工

施設整備緊急対策事業では、新型コロナウイル

ス感染症の影響により輸出が停滞した大径原木

を有効活用し、付加価値の高い木材製品に転換

するため、木材流通施設整備への支援を行った

ところであります。

次に、191ページを御覧ください。

合板・製材・集成材国際競争力強化・輸出促

進対策事業では、原木供給の低コスト化や木材

産業の競争力強化等を図るため、都城市など５

か所の木材加工流通施設整備や、高千穂町など

合計９台の高性能林業機械等の導入に対する支

援を行ったほか、宮崎市の特用林産物生産施設

や都城市の木質バイオマス燃料品質向上施設整

備への支援を行ったところであります。

次に、192ページを御覧ください。

２段目の木質バイオマス活用型再造林推進モ

デル事業では、県内６地域の協議会に対して、

確実な再造林を条件として、林地残材や風倒被

害木等の運搬経費の支援などを行ったものであ

ります。次に、一番下のみやざきの林業省力化

推進モデル事業では、県内２か所で造林や下刈

りの作業を省力化機械により実証をしたもので

あります。

次に、193ページを御覧ください。

１段目の改善事業、林業・木材産業経営等支

援体制構築事業では、本県の林業・木材産業を

支える事業者の経営を支援するため、宮崎県森

林組合連合会など林業３団体に経営支援等の相

談窓口を設置するともに、県内10の事業者に対

して、事業者ニーズに応じた専門家を派遣し、

経営改善や生産効率化等に関する指導・助言を

行ったところであります。

次に、194ページを御覧ください。

２段目の新規事業、「みやざきの森林」を活か

したワーケーション推進事業では、県内７地域

において、森林空間を活用したワーケーション

のプロクラムの開発や、企業とのマッチングを

支援したところであります。一番下の段、改善

事業、みやざきＷＯＯＤ・ＬＯＶＥキャンペー

ン事業では、メディアを活用したＣＭ放送など

のプロモーションの実施や、写真コンテストな

どを開催したところであります。

次に、195ページですが、１段目の改善事業、

みやざき材販路拡大・競争力強化支援事業では、

県外消費地における県産材の販路拡大を図るた

め、セミナーの開催のほか、大阪府、福岡県な

どで計３回の展示会への出展などを支援したと

ころであります。

２段目の改善事業、みやざき材輸出拡大促進

事業では、県産材の輸出を促進するため、韓国

や台湾における木造軸組構法のセミナー等を開

催するとともに、台湾における展示会への出展

などに支援を行ったところであります。

一番下の段、木材利用技術センター運営事業

では、木材利用技術センターの運営経費として、

ＣＬＴ部材の開発など15課題について試験研究

に取り組んだほか、市町村や民間企業等から152

件の施設の木造化などに関する相談を受け、技

術的な指導・助言を行ったところであります。

次に、196ページを御覧ください。

２段目の林業担い手総合対策基金事業では、

林業就業者の確保・育成に向け、林業後継者へ

の育英資金の貸与や就業相談会を実施したほか、

緑の雇用事業研修修了者などを継続雇用した37

事業体に対する補助金の交付、就労条件の整備
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として労働保険等の掛金助成、林業労働災害の

防止を図るためのセミナーなどを実施したとこ

ろです。

次に、３段目の改善事業、ひなたの特用林産

物販路拡大・ＰＲ事業では、東京都や福岡県な

ど県外でのプロモーション活動や宮崎大学と連

携した商品開発やきのこマーケットを開催、県

産乾シイタケを使用した料理を提供している飲

食店９店を、乾シイタケ料理の店として認定す

るなどして、消費や販路の拡大を図ったところ

です。

次に197ページですが、２段目の新規事業、日

向備長炭生産振興対策事業では、日向備長炭用

アラカシ原木林の生育状況調査や、移住者など

新規生産者に対する原木の伐採・搬出技術等の

研修を実施し、持続可能な生産体制の構築を図っ

たところです。一番下の段、山村地域を支える

特用林産業新規就業者支援事業では、原木シイ

タケの新規就業希望者３人、木炭の新規就業希

望者３人に対し、就業準備給付金を支給したほ

か、研修生を受け入れる生産者へ謝金を支給し

たところです。

主要施策の成果に関する報告については、以

上であります。

次に、監査委員の決算審査意見書について、

別冊の令和３年度宮崎県歳入歳出決算審査意見

書の46ページ、林業改善資金特別会計について

であります。

一番下の意見・留意事項等にありますとおり、

「貸付金は増加しているものの、歳出予算現額

８億8,103万2,000円と支出済額5,385万2,000円

に依然としてかい離があることから、資金の有

効活用が望まれる」との御意見をいただきまし

た。歳出予算現額と支出済額に乖離が生じた原

因は、当初予定していた融資枠２億5,000万円に

対し、貸付実績が5,100万円と少なかったものに

よるものであります。

当資金は、林業経営の改善や林業従事者の確

保等を図る上で有効な資金でありますので、こ

れまで借受け者の事務負担が軽減されるよう制

度改正や転貸融資を行う金融機関の拡大など、

資金の利用促進に取り組んでいるところであり

ます。

今後とも、引き続きこれらの取組を推進する

とともに、ホームページ等での周知を図るなど

貸付実績の向上に努めてまいります。

○武田主査 執行部の説明が終了いたしました。

委員の皆様から、質疑はございませんか。

○右松委員 まず環境森林課にお伺いしたいと

思います。主要施策の成果に関する報告書の159

ページですが、私も毎年出席させていただいて

おりまして、大変いい取組で、また今年も出席

させていただきたいと思います。

非常に大事な取組なので全然構わないんです

けれども、前年度比で予算あるいは決算が500万

円ぐらい上がっています。来年度も600万円ぐら

いの当初予算を組んでおりますが、これはどの

部分が増加となったのかそこだけ少し教えても

らえるとありがたいです。

令和２年度と比して令和３年度の決算が約500

万円上がっている。それから３年度から４年度

にかけて、来年度の予算に関しては別に答えな

くて構いませんが、これも600万円ぐらい上げて

いますので、このまま毎年上がっていくものな

のか、そこを知りたかっただけです。

○田代環境森林課長 すみません、少し調べさ

せていただきますので、お時間をいただきたい

と思います。

○右松委員 分かりました。もう１点ですが、

決算特別委員会資料の９ページです。執行率



- 13 -

令和４年９月28日(水)

が97.8％だからそんなに問題ないんですが、委

託料の不用額が160万円となっていますけれど

も、先ほどの説明の中で森林環境教育推進強化

ということで、指導者の派遣がコロナで中止に

なったという話がありました。それから看板の

話もありました。コロナによる中止は致し方な

いと思っていますが、指導者の派遣については

どういった派遣なのか、この160万円の中身につ

いて、もう少し説明いただけるとありがたいで

す。

○田代環境森林課長 不用額が約160万円ござい

まして、このうちの90万円が半分以上占めてお

りますけれども、みやざきの新巨樹100選の魅力

再発見事業の執行残ということになります。こ

ちらは巨樹100選を行っておりますけれども、そ

れぞれの木の紹介をする木製看板の補修要望が

少なかったことによる執行残がございます。

それからもう１つ、森林環境教育推進強化事

業ということで指導者の派遣をするんですけれ

ども、58件の依頼があったんですが、うち８件

がコロナの関係で中止ということで、58件中８

件が中止になったことによる執行残でございま

す。

○武田主査 ほかに環境森林課の関係で質疑は

ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○武田主査 次に環境管理課関係で質疑はあり

ませんでしょうか。

○ 原委員 主要施策の成果に関する報告書

の165ページの硫黄山河川白濁対策水質改善施設

整備事業について、用地購入や測量・詳細設計

となっていますが、この完成はいつが目標です

か。

○三角環境管理課長 完成は今年の12月を予定

しております。

○ 原委員 これが発生してから４年、５年で

すか。

○三角環境管理課長 ４年とちょうど半年たっ

ております。

○ 原委員 もう５年目ということですね。そ

したら、今は水質は落ち着いて、稲作等には影

響はなく米を作れているわけですよね。

○三角環境管理課長 水質につきましては、河

川の数箇所で毎週測定しておりますが、これま

でのところ稲作に問題のある水質にはなってお

りません。

○ 原委員 これは石灰石で中和しようという

ことですよね。酸性をアルカリ化しようという

苦土石灰を撒くような話ですよね。硫黄山の今

の活動状況については、どう捉えていらっしゃ

るんですか。

○三角環境管理課長 硫黄山の活動状況につき

ましては、気象台の報告、火山情報等を確認す

るしかなく、我々で独自に調査することは今の

ところできておりません。それによりますと、

今のところ硫黄山の活動は安定しておりますが、

何しろ自然のことですので、先のことがまだ分

からないという状況にございます。

○ 原委員 12月と聞いたので、安心している

わけですけどね。これが時間がかかるようだと、

急がないといつまた発生するか分からないわけ

で、その規模にもよるでしょうけどね。大体分

かりました。供用開始は12月と考えていいんで

すか。

○三角環境管理課長 この水質改善施設につき

ましては、全体の完成が12月なのですが、先ほ

ど委員のお話にもありました中核となる中和を

行う水路の部分につきましては、５月に先行し

て完成し運用も開始しております。今のところ、

その附帯設備、取付け道路や待避壕など、その
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他の設備の整備がまだ残っておりますので、全

てが終わるのが12月となっております。

○ 原委員 周辺の道路とか、そういう附帯設

備を兼ねて12月ということであって、現在にお

いては硫黄山が再度噴火しても、問題なく中和

できる状況にはあるということですよね。

○三角環境管理課長 ４年半前の４月のような

大規模な噴火が起きた場合には、残念ながら今

回の施設でも完全な対応というのはできないの

ですが、現在の水質が若干悪くなって、農業用

水として使うのに適さないけれども、あと少し

改善させれば、例えばｐＨを１ぐらい改善させ

れば使えるというときには、こちらの中和水路

で水質を改善して、用水として使えるようなレ

ベルにまで持っていける、そのような能力を備

えております。

○ 原委員 分かりました。これは、我々が今

見に行っても見せていただけるんですか。秋の

紅葉シーズンですから、紅葉の散策に加えて、

一緒にこの施設どうなっているか見ることがで

きないかと思うのですが。

○三角環境管理課長 申し訳ありません。現在

まだ工事が進んでおりますので、見学の可否に

つきましては、工事を行っている事業者にも確

認しないと、この場で即答はできかねます。

○ 原委員 恐らくこの対策の方式というのは、

火山列島日本の中で、えびの高原が初めてじゃ

ないんでしょうか。そういう意味で非常に珍し

い施設なので、いろんな方に見ていただいてＰ

Ｒをする。小さな観光資源の一つにもなるかも

しれませんから、ぜひ早く公開して、見やすい

環境を整えていただくとありがたいと思います。

○三角環境管理課長 見学につきましては、工

事業者等と相談させていただきたいと思います。

○右松委員 決算特別委員会資料の10ページで

すが、先ほど扶助費の説明で、公害関係で給付

実績が見込みを下回ったということでした。昨

年の不用額の金額が分かりませんけれども、例

年多めに予算組みをされておられるのか、その

積算のあり方というか、人数と金額を掛けてい

るのか、参考までに教えてください。

○三角環境管理課長 こちらにつきましては、

今手元に細かな人数まで含めた積算資料は持っ

ておりませんが、例えば認定患者の方が亡くな

られた場合、遺族補償一時金として300～400万

円の金額が動くということで、もしそういう御

不幸が複数人あった場合に備えて、委員がおっ

しゃられますように、多めに予算を確保してお

ります。また、年度末までその予算を確保して

おく必要がございます。そのため、幸いそうい

う不幸なことが発生せずに、使わずに済んだ場

合などに、このような額が不用額として残るも

のでございます。

すみません。金額を間違えておりました。今

申し上げました遺族補償一時金につきましては、

年齢等により額に違いがありますが、65歳以上

であれば大体560万円から700万円位となります。

○右松委員 分かりました。対象となる公害の

例を挙げてもらうとありがたいと思います。公

害の対象はどの辺ですか。登録はもう終わった

のか、どうなっているのか。亡くなった方が対

象なのか、どういったケースがあるのか教えて

ください。

○三角環境管理課長 遺族補償費と申しますの

は、亡くなられた認定患者によって生計を維持

されていた法定の遺族に対して月額で払われる

もので、対象とする公害は慢性ヒ素中毒症です。

本県は、西臼杵郡高千穂町土呂地区における慢

性ヒ素中毒症の認定患者のみです。

○武田主査 ほかに環境管理課への質疑はござ
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いませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○武田主査 次に、循環社会推進課に関連して

質疑はございませんか。

○満行委員 169ページの産業廃棄物トラックス

ケール設置支援事業です。これは県単独事業で

継続されているんですけれども、令和４年度も

当初予算を組まれているようですが、需要はど

ういう状況なのか、この支援事業の中身につい

てお尋ねします。

○今村循環社会推進課長 こちらは産業廃棄物

税の信頼性を確保するために、重量を量る装置

であるトラックスケールの設置を支援するもの

ですが、令和３年度では新設が２件、更新が８

件あったところで、今年度も募集をしていると

ころです。募集に対して応募が少なくて、現在、

２次募集を行っているところであります。

○満行委員 トラックスケールというのは、設

置は必須じゃないんですか。産廃業者は納税義

務がありますが、トラックスケールは必須では

ないということですか。そのあたりがよく分か

らないのでお尋ねしたいと思います。

○今村循環社会推進課長 すみません。必須か

どうかは後ほどお答えしたいと思いますけれど

も、信頼性を確保するためにはしっかり量るメ

ジャーが必要であるということで推奨している

ところでございます。

○満行委員 推奨ということは、これがなくて

も事業者は経営可能ということですね。

○今村循環社会推進課長 はい。

○満行委員 次の中堅リーダー育成の件ですが、

この中堅リーダーというのは、どういう人たち

を対象にした育成支援なのかお尋ねします。

○今村循環社会推進課長 こちらの産業廃棄物

の処理業者は中小や零細企業が多いものですか

ら、会社を背負う担い手がなかなか育たないと

いうことで、リーダークラスの育成支援をする

ものであります。支援策としては、一つが講習

の受講、それから資格検定があるんですけれど

も、こちらの受講料や検定料の費用を補助した

り、県外で開催される講習に参加する旅費の一

部を支援する事業でございます。

○ 原委員 169ページの投棄監視パトロール関

係で監視パトロールが72回となっています。山

間地域ということですが、大体どういうところ

を、どの季節に、どんなふうにどなたが監視さ

れているのか教えてください。

○今村循環社会推進課長 こちらは、保健所に

いる職員や、この上に書いてあります廃棄物監

視員18名が中心となってパトロールするんです

けれども、具体的には西米良村、諸塚村、椎葉

村、それから西臼杵郡の３町については保健所

から遠いものですから、このパトロールを森林

組合、具体的には児湯、耳川広域、西臼杵の３

つの森林組合にパトロールを委託しているとこ

ろです。

この６町村を１回当たり８時間、毎月訪問し

ていただいているので、６か所掛ける12月で72

回となります。

○ 原委員 平たく言えば県北部の入郷地区と

いうことですよね。県南部や県西部にも山間地

域というのがあるわけで、私も昔電話を受けて

三股町の山の中の林道を見て回ったことがある

んですけれども、結構あちこちに投棄がされて

いるんですよ。だから、この監視パトロールと

いうのは、これで十分かなと、いわゆる目の届

かないところに放棄するわけですから。

そうすると、これは私の感覚ですが、年末に

大掃除するものだから、家具とかベッドとか、

そういうものが年末に多いんです。林道ではな
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いそんなに山の中ではないところの目立たない

町道の脇や川の脇に捨ててあったりして、去年

も２か所ほど見かけましました。この監視パト

ロールが、まだ行き届いていないように思うん

ですが、例えば、それぞれの地域に河川パトロ

ールとかあるじゃないですか、県土整備部は、

河川パトロールを民間の人にお願いする、そう

いうシステムを取っておられると思うんだけれ

ども、県北は森林組合として、県南県西もあり

ます。果たしてパトロールに行って、不法投棄

がなくなっているか、撲滅できているかとなる

と、なかなか疑問だと思うんですけれども、今

後の課題でしょうが、その辺はどうですか。

○今村循環社会推進課長 森林組合への委託は、

この県北の三つなのですが、それ以外にも協定

を結んでおりまして、九州電力とか、建設業協

会とか、そういう山間部に人が行く事業所と協

定を結んでおりまして、そこから通報いただい

て、保健所の職員が行く体制は取っております。

○ 原委員 建設業の皆さんというのは、意外

と町道とか沢の工事とかなので、素材生産業者

とか山に入る人、あるいは狩猟をされる人たち、

これらの人たちは、ずーっと山を歩きますから、

そういう人たちのほうが意外と目が届く。人が

入らないところ、目の届かないところに捨てる

わけなので、その人たちも加えたほうがよろし

いのではという気がいたします。先ほど、私も

山の中を見て回ったことがあると言いましたが、

その時は、イノシシ猟をする人から電話があっ

て、一緒に山を歩いたところでした。

それで、169ページの上のほうに不法投棄等へ

の対応と書いてありますが、この対応というの

はどういうことなんでしょうか。

○今村循環社会推進課長 廃棄物監視員がパト

ロールして見つけた場合は、まずは原因者を突

き止めて、口頭での指導、それでも従わないと

きは文書の指導、それでも悪質で従わないとい

う場合は行政処分ということで、少しずつ段階

を追って指導して行くことになります。

この廃棄物監視員は、本課と各保健所に18名

おりますが、1,904件の不法投棄に対応し、うち69

件については、令和３年度中に調査も含めてで

すけれども、何らかの指導まで至っているとい

うことでございます。

○ 原委員 捨てた人が分かる場合はいいんで

すけれども、大体その痕跡を残さずに捨ててい

ますよね。もし自分がそれをやるとすれば、証

拠は残さずにやるだろうと思うんです。それで、

誰が捨てたのか分からない場合はどうやって処

理されるんですか。

○今村循環社会推進課長 原因者がつかめない

となかなか難しいところはあるんですが、その

場合は土地所有者に、森林なら森林所有者の方

に処理をお願いすることもあります。

○ 原委員 とても広範囲ですから、何かもう

少しいい意味での監視の目といいますか、今、

森林組合にお願いするという話も出ましたけれ

ども、もう少し監視の裾野を広げて、通報して

いただける方がいるといいという気がしますの

で、御検討いただくとありがたいと思います。

○今村循環社会推進課長 この委託もさること

ながら、先ほどの協定にはいろいろな団体が入っ

ておりますけれども、委員の御指摘のありまし

た、よく山に行くという団体がありましたら、

そういうところも入れることができないか検討

したいと思っています。

○右松委員 決算特別委員会資料11ページの委

託料ですが、予算額に対して支出額が91％の執

行率で、不用額が431万1,000円です。率だけ見

ると少し微妙な部分かなと思うんですが、その
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中の新規事業、「宮崎県食品ロス削減推進計画」

スタートアップ事業の詳細が主要施策の成果に

関する報告書の170ページに出ています。これは

非常に重要な取組だと思っていまして、予算

額1,163万1,000円に対して決算額が921万3,000

円で、約240万円が繰り越せないということで不

用額になっています。

この事業の執行率が79％なんですが、いろい

ろと精力的に動いているのが表の右側にある実

績を見れば一目で分かります。ＣＭを流したり、

インターネット広告をしたり、啓発グッズもつ

くったりと、その重要性から精力的に動いてい

るのが分かります。そこで、不用額が約240万円

になった理由について教えてもらえるとありが

たいと思います。

○今村循環社会推進課長 こちらにつきまして

は、飲食店における食品ロス削減対策の一つと

して、注文し過ぎて食べきれない場合に、それ

を持って帰るためのドギーバッグという容器が

あるんですが、昨年の新型コロナの感染拡大に

より営業できない飲食店が多かったことから、

その作成配布を断念したところでございます。

○右松委員 ドギーバッグは、我々も委員会で

見せてもらった覚えがあります。これは３０１

０（さんまるいちまる）運動で、できるだけ食

べ残しをやめましょうということだと思います。

そこで、資料の食べきり協力店登録数が、食

品販売店等が129店舗と飲食店、ホテル等が176

店舗となっていますが、この協力店の登録要件

はどういったものなのか。それから、どのくら

いの登録数を目指しているのか、そこも併せて

教えてください。

○今村循環社会推進課長 食べきり協力店は飲

食店やホテル、あとスーパー等があるんですけ

れども、本県のそういう活動に賛同していただ

いて、そういうものに取り組みますという宣言

をしていただいた店舗を登録するものでありま

す。登録していただいたところには、今回ドギ

ーバッグはお配りできなかったんですけれども、

令和２年度は、ドギーバッグをお配りしたり、

小分けのメニューといったものを設定していた

だいたり、そういう協力をやっていますよとい

うステッカーを貼っていただいたり、お店の中

にポップを置いたり、そういうものをお配りす

る、そういう支援をしているところです。

○右松委員 協力店登録数については、かなり

の数を目指しているんでしょうか。努力されて

いますが、これからまた登録数を伸ばしていく

ということでしょうか。

○今村循環社会推進課長 協力店登録数は305店

舗で、うち飲食店とホテルが176店舗、それ以外

はスーパーになりますけれども、こういう取組

が広がっていくよう、引き続き取組を推進して

いきたいと考えております。

○三角環境管理課長 すみません。先ほど右松

委員からの御質問にありました公害保健対策事

業における扶助費の令和３年度の積算根拠につ

きましてお答えいたします。

扶助費の中で額が決まっているもの、障害補

償費などにつきましては、現在の認定患者の等

級で、その等級の方が年間通して必要だった場

合というのを想定して、１名から２名ほど多め

の人数を想定して積算しております。亡くなら

れた場合、遺族補償費もしくは遺族補償費一時

金につきましては、それぞれ２名ほど想定して

積算しております。

またそれ以外に、医療費として入院した場合、

また、通院の場合は薬剤支給と申しますが、薬

だけをもらう場合等もそれぞれ人数を想定して

積算しております。
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○武田主査 次に、自然環境課関連の質疑をお

願いします。

○濵砂委員 主要施策の成果に関する報告書

の173ページ、有害鳥獣の捕獲なんですが、これ

を見ますと26市町村で有害鳥獣捕獲班が211班

で2,584人─これは猟師でしょうけど─がい

らっしゃって、シカ・イノシシの有害捕獲助成

が14市町村で1,994頭となっています。これは捕

獲した頭数ということでしょうけど、実際、イ

ノシシと鹿は減っているんですか。生まれる数

と捕獲する数との関係というのはどうなってい

るのか、統計は出ていないんですか。

○池田自然環境課長 鹿につきましては、ふん

塊法による生息密度調査や、狩猟者アンケート

等により生息個体数を推定しております。鹿に

ついては、令和２年度が９万4,000頭でありまし

たけれども、これは減少しております。

それから、イノシシにつきましては、多産で

あり、妊娠期間が110日前後と短いこと、個体数

が栄養状態に左右されることから、把握手法が

確立されておりません。イノシシにつきまして

は、頭数の増減は把握できておりません。

○濵砂委員 鹿は減少したということですが、

被害はだんだん里山に下りてきているんですよ

ね。山に住めなくなって下りてきているという

話もあるんですけれども、捕獲班が約2,500人い

る中で、捕獲数が1,994頭だけということですか。

○池田自然環境課長 こちらの捕獲数と言いま

すのが、シカ・イノシシの有害捕獲の助成対象

となった捕獲数でございます。令和３年度の捕

獲実績としましては、トータルで鹿は２万9,604

頭、イノシシは２万624頭を捕獲しているところ

でございます。

○濵砂委員 結構獲っているんですね。それで

も、被害が山から里のほうにだんだん広がって

きている。実際に減っているんだったら里に下

りてこないだろうと思うんですけれども、群れ

で下りてきているらしいんです。

そういう相談をよく受けるんですが、そこで

一番役に立っているのがこの防護柵です。最近、

これが張り巡らされていて畑が防護されている

ものですから、今度は家の庭辺りに入ってくる

みたいなんです。農家の庭のニラが食べられるっ

てことで、あんまりおいしくないから、途中で

やめてほかの物を食べあさる。おかしいけどこ

れは本当の話で、そういう状況だから何か対策

を変えられないかなと。もっと別の対策が打て

ないかと思うんです。防護柵は確かに有効で役

に立っています。今後は里山に下りてくる鹿や

イノシシの対策を考えないといけないのではな

いかと思うんですが、いかがでしょうか。

○池田自然環境課長 委員がおっしゃられたよ

うに、全体の鹿の頭数は統計的に減っているん

ですけれども、町場のほうに下りてくるものが

多いというのは、やはり奥地の食べ物よりも町

場の農業分野の食べ物、食物残渣と言いますか、

実際に育てた作物を廃棄処分したものをそのま

ま放置したところに鹿が来てしまう。もしくは、

牧草等もしっかり管理されてないと、そこを食

害してしまう。そういった被害への対策も必要

かと思っております。

○濵砂委員 例えば、イノシシは一度牛舎の餌

を食べたら、その後しょっちゅう来るそうです。

学習している。おいしいものをどんどん覚えて

いくんです。だから、そのあたりも踏まえて、

防護柵も、次の対策も、いろいろと考えて進め

てください。よろしくお願いします。

○ 原委員 鹿やイノシシが増えているか減っ

ているかという話ですが、彼らに県境はないわ

けなので、これは宮崎県のイノシシだ、鹿児島
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県のイノシシだという縄張はありませんので、

恐らく数キロ動くんでしょう。

そこで、各県の担当者レベルの横の連絡会議

みたいなものはあるんですか。

○池田自然環境課長 九州山地に接する県で、

県境をまたぎまして、九州一斉シカ捕獲という

ものを春季と秋季に行っております。

その際には関係者が集まって協議を行った上

で、捕獲を実施しているところでございます。

○ 原委員 これはオール九州で取り組まない

といけなくて、今はどうなっているのか分かり

ませんが、昔は佐賀県はイノシシに関しては猟

期が長くて、宮崎県は短い。したがって、佐賀

県に皆獲りに行く。そうすると、彼らも移動す

るわけだから、例えば宮崎県だけ頑張っても、

隣の県が頑張らないと、当然こちらの個体数が

少なくなれば、彼らも密はいやですから、こち

らに来ると思うんですよ。だから九州全県で同

じように取り組んで、減らしていく努力をしな

いと、イノシシでも猿でもそうだけど、やっぱ

りテリトリーがあるわけですから、結果的には

こちらのほうにそれを広げてくるんじゃないか

なって思うんです。

できたらもう少し各県の鳥獣被害に対する連

携を深めて、一斉に捕獲数を増やしていくこと

が必要じゃないかという気がするんですけれど

も、これからのことかも知れませんが御感想は

ありませんか。

○池田自然環境課長 委員のおっしゃいますと

おり、確かに鹿に県境はございませんので、県

をまたいで移動するという実態があるかと思い

ます。今、各県と連携して九州広域シカ一斉捕

獲ということで取組を進めておりますけれども、

御指摘のように今後も他県と連携しながら取り

組んでいくべきだと思いますので、そのような

方向で検討してまいりたいと思います。

○ 原委員 先ほど、鹿の捕獲数が約２万9,000

頭、イノシシのそれが約２万頭ということでし

たけれども、他県の状況が大体どの程度のなの

か頭数を捉えていただいて、概数でもいいから、

どういう状況なのかということを一回押さえて

いただけるといいんじゃないかなと思いますの

で、よろしくお願いします。

○池田自然環境課長 今現在の数字は持ってお

りませんけれども、今後しっかりデータを押さ

えまして、情報交換をしっかりしていきたいと

思います。

○満行委員 有害鳥獣被害対策パトロール支援

事業です。これは予算と決算が同額なんですけ

れども、これはどういうことなのかというのが

１つ。それから、指導員というのはどういう人

なのか。そして10市町村で34人ということになっ

ていますが、これは全市町村にはいないという

ことですよね。それらについて説明をお願いし

ます。

○池田自然環境課長 10市町村34人ということ

でございますけれども、指導員を配置している

のが延岡市、諸塚村、椎葉村、美郷町、西都市、

宮崎市、綾町、小林市、日南市、串間市の10市

町村でございまして、こちらの市町村が設置し

ている指導員でございます。パトロールでは、

迅速な捕獲や電気柵の設置等の指導をしていた

だいておりますけれども、その活動に対して支

援を行っているものでございます。

○満行委員 指導員というのは、どういう立場

の人たちなんでしょうか。

○池田自然環境課長 少し時間をいただいても

よろしいでしょうか。

○満行委員 もう一つの予算と決算が同額とい

うことについては、予算が足りたのか、足りな
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かったのかも含めて説明をお願いします。

○池田自然環境課長 市町村に対する助成であ

り、予算額と決算額が同額になっております。

予算につきましては、今のところ特に不足し

て困っているという話を聞いておりませんので、

大丈夫であると思っております。

○満行委員 年々予算額が減っていますよね。

決算の実績を見ても減っている、予算も減って

いるんですけれども、これはどうしてですか。

○池田自然環境課長 令和３年度予算につきま

して780万8,000円ですけれども、令和４年度に

つきましては712万8,000円と、若干予算額は少

なくなっているところでございます。

○満行委員 年々予算は減っているんですよね。

予算が920万円、780万円、712万円と年々減って

いる。先ほど市町村の実績に応じてみたいな話

だったんですけれども、減っている理由は分か

りますか。

○池田自然環境課長 市町村の要望により予算

を編成しておりますので、要望額が減っている

という実態があるかと思います。

○満行委員 次の事故繰越について、これは２

課一緒に聞きたいんですけれども、自然環境課

と森林経営課の事故繰越の主な事業とその理由

について、説明をお願いします。

○池田自然環境課長 自然環境課の事故繰越に

つきましては、４事業の10か所でございます。

主な理由としましては、近接工事の完成が遅

れたことによるもの、それから入札の不調によ

るもの等となっております。

○上野森林経営課長 森林経営課の林道事業に

つきましては、事故繰越が１件ありまして、こ

れは１路線で資材搬入路が被災し工事に着手で

きなかったことによるものであります。

○右松委員 主要施策の成果に関する報告書

の174ページで、先ほど少し触れた部分もあるか

もしれませんが、今年度に繰り越されています

えびの高原の給水施設整備、御池の歩道整備、

それからえびのキャンプ村の浴場建て替えとい

うことで、２億6,000万円が今年度に繰越しされ

ていますけれども、これは入札が不調不落なの

か、入札時期の関係で翌年にまたがってしまっ

たのかという点と、もう一つは、今年度も半年

が過ぎていますが、工事の進捗状況を教えてく

ださい。

○池田自然環境課長 まず繰越しの理由でござ

いますけれども、給水施設整備につきましては

令和３年１月の補正の予算でありまして、国の

内示の関係等により工期が不足したものでござ

います。それから御池の歩道整備につきまして

は、予定していた路線内に希少植物が見つかっ

たことから、関係機関との協議に時間を要した

ものでございます。それからえびのキャンプ村

の浴場の建替えにつきましては、工法の検討に

日時を要したものでございます。

事業の進捗でございますけれども、まず給水

施設につきましては、来年の３月24日、年度内

の完成を予定しております。また、歩道整備に

つきましても同時期の予定でございます。それ

から浴場建て替えにつきましては、既に５月に

完成済みでございます。

○坂本副主査 話が戻りますけれども、有害鳥

獣被害の件で、農作物に対してとか、人工林に

対しての被害以外で、住環境の中でカラスによ

る被害が年々増えてきている気がしていまして、

地域を回っていましても、とにかくごみを荒ら

すので何とかしてくれという声を聞くんです。

それで、今県として、その実態の把握とか調

査にどのように取り組まれているのか。今御報

告いただいた中では分からなかったので教えて
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ください。

○池田自然環境課長 カラスの被害の実態につ

きましては把握しておりません。市町村の許可

になりますけれども、カラスのそういった被害

がございましたら、有害鳥獣として駆除をする

ことが可能でございます。ですから、実際に被

害があった場合には、市町村に有害駆除の申請

をしていただき、有害駆除班が駆除するという

ことになります。

○坂本副主査 ということは、これはカラスだ

けが市町村に駆除の権利があるんですか。

○池田自然環境課長 有害鳥獣駆除につきまし

ては、市町村をまたぐもの等は県の許可になり

ますけれども、指定された鳥獣、それから狩猟

鳥獣につきましては市町村の許可になっており

ます。

○坂本副主査 さっきの話じゃないんですけれ

ども、宮崎市のカラスとか、高岡町のカラスと

か分かれていないと思うんです。それで実態は

しっかり把握していただいたほうがいいのかな

というのと、見ていると放置状態で、人に直接

与える被害がないからということで、あまり積

極的になられていないのかもしれないんですが、

野放し状態で、年々横着になっているというか、

地域の方たちは、実際に困っていらっしゃるの

を目の当たりにしているんです。駆除するにし

ても、そろそろ対策を考えていかないといけな

いのではないかと思っているものですから、少

し話をさせていただきました。

○池田自然環境課長 今後、野生鳥獣としての

被害と市街地の被害につきましては、必ずしも

リンクするものではないかもしれませんけれど

も、情報をしっかり収集しまして、勉強してま

いりたいと思います。

○武田主査 まもなく審査開始から２時間にな

ります。換気のために休憩したいと思いますが、

委員の皆様、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○武田主査 暫時休憩いたします。

午後２時55分休憩

午後３時２分再開

○武田主査 分科会を再開いたします。

○田代環境森林課長 先ほど右松委員から御質

問いただきました件につきまして、御説明させ

ていただきます。

主要施策の成果に関する報告書の159ページ、

「水と緑の森林づくり」県民総参加強化事業に

ついてであります。表の予算額につきましては、

令和３年度の予算額が5,457万7,000円でござい

ますが、こちらはコロナの関係もございまして、

減額補正をした後の金額となっております。令

和３年度の当初予算額につきましては、令和４

年度と同額の5,946万9,000円であります。

なお、令和２年度と比べますと決算額が増え

ておりますけれども、こちらは主な実績内容の

ところにございますボランティア団体活動支援

の対象が令和３年度は36団体でございますが、

令和２年度は31団体でございました。令和３年

度は２年度と比較して５団体ほど支援団体が増

えておりますことに伴いまして、決算額も増え

ている状況でございます。

○今村循環社会推進課長 先ほど満行委員のか

ら御質問のありましたトラックスケールの設置

の件につきましては、結論から言いますと、設

置は必須ではありません。産業廃棄物税は１ト

ン当たり、焼却の場合は800円、埋立ての場合

は1,000円という課税になっておりまして、重量

が分からない場合は、おおむねの体積にそれぞ

れの産業廃棄物の種類に応じた換算係数を乗じ
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て重量を推計することになっております。例え

ば廃プラスチックであれば、体積１立米に係数

の0.35を乗じて0.35トンと換算することになり

ます。しかしながら、体積ではやはり信頼性に

欠け、税の公平性という点でも問題があるので

はないかということで、トラックスケールの導

入を検討しているところであります。

それから、 原委員との質疑応答の中で、私

が不法投棄の監視に関して民間団体と協定を結

んでいると答弁いたしました件につきまして補

足させていただきます。現在、13団体と協定を

結んでおりまして、委員の御指摘がありました

県の猟友会、県の造林素材生産事業協同組合連

合会とも協定を結んでいるところであります。

それ以外でも協力いただけるところ、効果が

あるという団体がございましたら、積極的に協

定を結んでいきたいと考えております。

○満行委員 信頼性確保ということで、産廃税

の導入のときの過渡期というか、経過措置とし

ては、そういうみなしでよかったんだろうと思

いますけれども、都城市の産廃事業の不正といっ

たことも出てきたので、できるだけ早く、事業

者も納税義務者も設置できるようにしていただ

きたいと思います。先ほどは規模が少ないので

２次募集をかけたということでしたけれども、

税ですので、明確化のためにしっかりとその趣

旨に鑑みて推進していただきたいと思いますの

で要望しておきます。よろしくお願いします。

○池田自然環境課長 先ほど満行委員から御質

問のありました２点について、回答させていた

だきます。まず１点目、主要施策の成果に関す

る報告書の173ページ、２段目の有害鳥獣被害対

策パトロール支援事業の指導員についてであり

ます。指導員は有害鳥獣捕獲班を指導する猟友

会の会員を、市町村が設置しているところでご

ざいます。

それからもう１点、予算が年々減少している

のではないかという御質問についてでございま

すが、令和２年度に比して令和３年度の予算額

が大幅に減っておりますのは、狩猟免許の更新

が３年に１度ございまして、令和２年度がその

狩猟免許更新数の多い年になっておりました関

係で予算を多く確保したことによるものでござ

います。また、先ほど申し上げましたとおり、

市町村の要望に基づいて予算を組んでおります

ので、減少分は市町村の要望が減っているとい

うところでございます。

○満行委員 指導員は猟友会のリーダーという

ことですか。

○池田自然環境課長 有害鳥獣捕獲班を指導で

きるようなリーダー的な存在であると理解して

おります。

○満行委員 猟友会のリーダーなんですか。

○池田自然環境課長 猟友会内のリーダー的な

存在ということでよろしいかと思います。

○満行委員 この支援の対象団体はどこですか。

○池田自然環境課長 市町村に対して支援をし

ております。市町村から各指導員等の活動に対

して助成等を行っているところでございます。

○ 原委員 県の要綱に基づいて同じような事

業を実施した10市町村から、その実績が上がっ

てきて、それで支援をするということですね。

○右田森林管理推進室長 そのとおりでござい

ます。

○武田主査 それでは、森林経営課関連で質疑

がございましたら、お願いします。

○ 原委員 主要施策の成果に関する報告書

の180ページ、ひなもり台県民ふれあいの森等管

理事業ですけれども、これは常任委員会の県内

調査でも見に行きました。非常に広大なところ
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で見晴らしもよくて、いいロケーションですよ

ね。キャビンもいいものができていまして、ま

あ立派だなあと、今の若者が非常に関心の強い

ところじゃないかと思ったんですが、利用状況

はどうでしょうか。要は、使っていただかない

と意味がないわけですから。

○右田森林管理推進室長 利用状況につきまし

ては特にひなたキャビン、これが令和３年７月

３日に供用開始させていただきました。こちら

の施設は料金もそれなりにするんですけれども、

非常に魅力的な施設ということで稼働率も高く、

利用が進んでいるということであります。

それ以外のキャンプ場の施設についても、週

末を中心に多くの利用者で大変にぎわっており

まして、コロナ禍ではありますけれども、そう

いった密を避けたい方々、ファミリー層を中心

にした方々に御利用いただいているという状況

であります。

○ 原委員 お願いなんですけれども、私も桜

が咲くときに小林市に桜を見に行って、そこか

らここに行ってみたんですが、どうも入り口が

分かりづらくて、息子がちょうど小林市にいた

ものですから、私が先に行って、後で息子が来

たんですけれども、息子が通り過ぎて行ってし

まうということもありました。常任委員会でも

ここに行きましたけれども、バスの運転手でさ

え途中で間違っていました。そんなこともあっ

たんです。

もう少し案内を分かりやすくしていただくと

いいのかなと、利用者側の立場になったときに

そんな気がしましたけれども、いかがですか。

○右田森林管理推進室長 委員のおっしゃるよ

うに、私も時々間違うときもありますので、しっ

かりと誰が見ても分かりやすいように、改良で

きるように検討していきたいと考えております。

○ 原委員 難しいものは要らないと思うんで

す。同じ色の矢印がずっと続いていて、この矢

印に沿って行ったりとか、道路でも自転車なら

今青いマークがあるじゃないですか。矢羽根マ

ークとか言っていますけれど、ああいう感じの

ものなら分かりやすいと思いました。

次に、天神山ふれあい竹林再整備事業ですが、

これは宮崎市にあると聞いていますけれども、

この竹林の利用状況も気になりますが、まず、

この目的は何ですか。憩いの場としての整備と

いうことですか。

○右田森林管理推進室長 天神山の竹林はかな

り経緯が古くなりますが、明治44年に元々模範

竹林として設置されたものであります。16種類

の竹林の見本林ということで、これまで維持管

理してきているところですけれども、そういっ

た中で宮崎市の天神山公園と隣接していること

から回遊性を持たせるといった整備も含めて、

一緒に県民の憩いの森として利用しております。

○ 原委員 要するに憩いの場ということです

ね。竹を何かの工芸品に使うためとか、あるい

は竹の種類の植物園みたいな感じでいろんな種

類の竹をそこに集めているとか、そういうこと

ではないんですね。

○右田森林管理推進室長 現状は、地域の方々

を中心に散策であるとか広場等もありますので、

ちょっとした運動もできますし、大淀川のまち

づくり協議会が伐竹も兼ねて、竹灯籠とかいっ

たものをつくったりして、いろんなイベントな

どの活動を地域で行っていただいております。

○満行委員 184ページの森林経営管理市町村支

援事業、これは新規事業で初年度だったと思う

んですけれども、この支援センターの活動状況、

市町村との連携状況についてお尋ねします。

○右田森林管理推進室長 森林経営管理市町村
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支援事業の主なものは、実績内容の欄に明記さ

せていただいておりますように、みやざき森林

経営管理支援センターの設置運営となります。

こちらの支援センターに３名のアドバイザーを

設置いたしまして、市町村に対して、この経営

管理制度の指導、相談や、研修等を通じながら

のバックアップ、そういったものの窓口となっ

て、一生懸命活動していただいております。

市町村も、林業専門の職員がなかなかいらっ

しゃらないということで、このアドバイザーが

窓口になって、積極的な電話相談であったり、

地域に出向いて市町村の担当職員の皆さんを集

めた研修会を開いたりということで、一生懸命

今活動してもらっているところです。

森林経営管理制度の手続きとしまして、まず

最初に森林所有者が持っている山を自分で管理

するのか、あるいは自分で管理せずに市町村等

に委託して、管理を任せるのかといった意向調

査がありますけれども、そういった作業を今一

生懸命市町村で取り組んでいただいているとこ

ろです。県内26市町村の中で21市町村が実施し

ているんですけれども、諸塚村だけは適正に管

理されていて経営管理制度の対象となる森林が

そもそもありませんので、それ以外の４市町村

で意向調査の手続きの準備を一生懸命進めてい

るところであります。

○満行委員 市町村で計画を立てなさいという

ことで、ノウハウのない市町村はなかなか大変

だろうと思います。その中でこの支援センター

の役割はとても大きいと思うので、必要な予算、

人員など、現場からの要求があればぜひ今後と

も充実していただきたいと思っています。よろ

しくお願いいたします。

○右松委員 185ページです。森林整備事業は、

造林、下刈り、除間伐ということで、非常に大

事な事業でありますけれども、令和２年度から

の繰越しが16億円あって、３年度は35億円の予

算を組んで、その決算が13億円となっています。

令和４年度に21億円の繰越しをして、当初予

算が21億円と、同じような形で当初予算に上がっ

てきていますが、これはどこかで繰越しの調整

がつくような状況なのか、昨年度の状況とそれ

から今年度への繰越しについて調整ができるの

か、現状を教えてもらえるとありがたいです。

○上野森林経営課長 森林整備事業につきまし

ては、当初予算と補正予算を合わせて予算を確

保して執行しております。このため必ず補正予

算の繰越しがあって、次の年度の予算と合わせ

て一つの予算としてやりくりしている状況であ

ります。宮崎県で必要となる森林整備事業が年

間30億円程度でありまして、その予算を当初と

補正予算で賄いながら執行している状況になっ

ております。

○右松委員 ということは、補正が入りますか

ら、それが繰越しになりますよね、補正が入るっ

ていうことは年度をまたぎますので、そこは分

かります。それで、その辺の予算の執行はうま

くいっているという理解でよろしいですか。

○上野森林経営課長 当然、補正予算を優先し

て執行していきますけれども、進行管理は確実

にうまくいっておりますので、まず補正から使っ

て当初予算を活用していくという流れで今執行

しております。

○武田主査 それでは、山村・木材振興課関連

について、質疑をお願いします。

○満行委員 主要施策の成果に関する報告書

の195ページ、みやざき材輸出拡大促進事業です

が、木造軸組構法に対する海外の反応というか、

本格的な在来工法とまでは言いませんけれども、

なかなか難しいのではないかという気がするん
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ですが、先ほど韓国にも行かれたとのことでし

たが、その反応はどうなのかお聞きしたいと思

います。

○二見みやざきスギ活用推進室長 直近ですと、

先々週から２週間程度、台湾で展示会とセミナ

ーを開催してまいりました。３年ぶりに対面で

の開催がようやくできたということもあります

が、台湾につきましては、まだ木造住宅、軸組

工法に対しての認知度はまだ高くなく、まだま

だこれからという状況でございます。

あと土地面積がおおむね九州と同じぐらいの

広さで、人口が倍ぐらいということもありまし

て、今、割と人気があると言われているのが郊

外にタイニーハウスといいますか、小さな家で

すね、そういったものを車で牽引していって設

置して、そこで週末を過ごすとか、そういった

ことが少しブームになっているような話は聞い

ております。今は、どちらかというと、台湾は

内装の木質化が中心になってくるのではないか

という考えでおります。

あと韓国につきましては、まだ対面での開催

ができておりませんので、今度年末ぐらいにで

きたらやりたいと、今進めようとしているとこ

ろですけれども、「材工一体」ということでプレ

カットしたものを持っていって、技術者の育成

を現地でも図りながらやっているんですけれど

も、丸２年ぐらい対面でやれてないというよう

なこともあって、これもしっかり関係づくりを

改めてやり直していきたいと考えております。

○満行委員 木造はなかなか敷居が高いという

か文化の違いもあるので、技術的な問題もある

し、木造というところまでいくのかなっていう

気がします。今おっしゃったようにどう使うの

かという提案を、木肌の良さとかそういう本来

の木の良さをＰＲしていただいて、木質の内装

とか、要はどう使ってもらうかだと思うので、

そういった取組をいろいろ工夫していただきた

いと思っています。

○二見みやざきスギ活用推進室長 台湾も、昨

年度から現地に日本人のコーディネーターを設

置しておりまして、私たちが動けない分はその

方に大分カバーして動いていただいております。

また、台中で建築設計をされているところでエ

ントランスが広いところがございまして、そち

らのほうに常設の展示スペースも設けておりま

す。そういったもので反応を見ながら営業活動

もやっていただきながらということで、委員の

おっしゃったように、なかなか一気に建築まで

持っていくっていうのは簡単ではないと思って

おります。ただ、個別の住宅以外の老健ホーム

的なものとか、非住宅系のものもございますの

で、そういったところの可能性も探りながら進

めていきたいと思っております。

○右松委員 主要施策の成果に関する報告書

の194、195ページです。状況を教えてもらいた

いんですが、県単独事業のみやざきスギを魅せ

る「空間・人」づくり事業ですが、木質化とい

うことで、非常に時宜を得たいい事業だと思っ

ております。ただ、その執行率が半分になって

いますので、公的スペースの内装木質化の見込

みが減ったのか、それとも周知不足なのか、コ

ロナが原因なのか、その理由について教えても

らいたいのが１点と、併せて195ページの県単の

みやざき材販路拡大事業、これも非常に重要な

事業だと思っていますが、こちらも執行率が42

％程になっています。このあたりの状況、理由

を教えてもらえるとありがたいです。

○二見みやざきスギ活用推進室長 まず、みや

ざきスギを魅せる「空間・人」づくり事業です

けれども、空間づくりとしましては、そこに日
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南市と記載してありますが、報道もありました

ので御存じかもしれませんけれども、ＪＲ油津

駅の内装木質化をやりまして、赤く塗った駅舎

がテレビでも報道されたかと思います。駅舎の

内装とテーブルの設置をこの事業でやっており

ます。それから、木造塾と言いまして、こちら

は人づくりになるんですけれども、建築士の方27

名を木造マイスターということで認定させてい

ただいて、今年度はそのスキルアップをやって

いくんですが、そういった事業でございます。

予算の執行が半分ぐらいということですけれ

ども、こちらの事業は、元々令和元年度から３

年間の事業ということで、３年目の決算の状況

になっているんですが、この表の二つ下にみや

ざき材で創る「新しい生活様式」空間づくり支

援事業がございます。こちらは、国の臨時交付

金で補正を組んで取り組ませていただいた事業

でございまして、こちらは事業費も大きいんで

すけれども、補助率も２分の１であります。県

単の事業は条件が少し厳しくて材料代の３分の

１の補助ですので、それに比べると、臨時交付

金の事業の方が補助率も有利ということもあり

まして、こちらの方が人気があったということ

で、県単事業の消化率があまりよくなかったと

いう状況でございました。

それから、195ページのみやざき材販路拡大・

競争力強化支援事業、こちらも執行率がよくな

いんですが、まず県産材セミナーの開催が、ウェ

ブでの開催になったりといったものもございま

した。あと二つ目の展示会への出店ですけれど

も、京都府で一番大きいゼロ・コーポレーショ

ンという住宅メーカーがございまして、こちら

と協定を結んで進めているんですが、そちらの

展示会に出向きましたり、ナイスという木材の

流通の大きな事業所があるんですが、そちらの

フェアに出店したりしております。

あと県産材利用への支援が１件あるんですが、

先ほど申し上げましたナイスの本社が横浜市に

ございまして、そこの一階のエントランスに展

示スペースを設けていらっしゃるんですが、そ

ちらのほうを当県の県産材で整備していただき

ました。県外ということもあって、なかなか出

向けなかったり、営業が思ったほどうまくいか

なかったところもあってあって、思ったより執

行がよくなかったということでございます。

○右松委員 分かりました。最初のほうのみや

ざきスギを魅せる「空間・人」づくり事業は、

国の事業との兼ね合いがあって、補助率の関係

で国の事業を活用したということでした。これ

は予算を組んでいるわけですから、うまく消化

できるように努力されたと思いますが、やっぱ

り執行率が目立ちます。とてもいい事業なので、

予算を活用していただけるように努力していた

だくといいと思います。

みやざき材販路拡大・競争力強化支援事業も

やっぱり42％の執行というのはかなり目立ちま

す。額はそんなに大きくないんですけれども、

非常に重要な事業だし、今年度は960万円という

ことで当初予算額を上げていますので、これは

ぜひうまく消化できるように、努力をされてい

らっしゃると思いますし、コロナ禍ではありま

すけれども、より一層尽力していただくといい

かなと思います。

○二見みやざきスギ活用推進室長 今年度につ

きましては大分動きやすくなっている状況もご

ざいますので、しっかり頑張っていきたいと思

います。

○ 原委員 195ページのみやざき材輸出拡大促

進事業で、県産材の販路拡大ということでいろ

いろやっておられるわけです。松形知事のころ
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に中国の厦門に私も行ったことがある。あれか

ら何年かな、20年近くたつのかもしれませんけ

れども、その後、韓国には森林・林業活性化促

進議員連盟で行ったりしました。短期・中期・

長期とそれぞれこれからの戦略があるんだろう

けれども、その戦略の中で輸出できる国のター

ゲットというのはどういうところを考えておら

れますか。

○二見みやざきスギ活用推進室長 まずアジア

では、これまで大分時間をかけて関係性をつくっ

てきているところがございますので、そういっ

た人間関係ができているというところがあるの

で、先ほど申し上げたような常設の展示場であっ

たり、現地にコーディネーターを設置したりと

いったところをフルに使いながら、打合わせも

オンラインでやったりとか、そういったことを

しながら進めているところなので、こちらにつ

いて、まず、しっかりやっていきたいと思いま

す。今回、３年ぶりに台湾に行ったんですけれ

ども、２年分なかなか思うように動けなかった

期間の人の密度というんでしょうか、なかなか

以前のようにはいかないところもあると思って

いまして、そちらの人間関係の再構築をしっか

りやっていきたいと思っております。

あと今、原木の輸出が非常に大きくなってお

ります。今年度は量は若干減っているんですけ

れども、ウッドショックの関係もあって、金額

が伸びているということもあり、特に外国に持っ

て行くものについては、原木から付加価値をつ

けたものに切り替えていきたいということで、

特に今円安ということもございますので、製品

の出荷をしっかり考えていきたいと思います。

国については、先ほど申し上げた台湾や韓国

を中心にやっていくということと、あとベトナ

ム、それからアメリカもフェンス材がかなり今

伸びている状況でございます。こちらに出荷さ

れている企業が３社ぐらい県内にあるんですが、

そちらの調査等も進めながら、フェンス材で足

がかりをつくって、実際の建材も、何か進めて

いけないかなと検討しているところでございま

す。

○ 原委員 ということは、当面は台湾、韓国

で、中国については、その後はあまり伸びてい

なくて、ターゲットとしては対象外といった雰

囲気でしょうか。

○二見みやざきスギ活用推進室長 対象外とい

うことではないんですけれども、今、量的には

圧倒的に原木のほうが多くなっているというこ

ともございます。製品の輸出については、なか

なか簡単にいかないところもありまして、中国

に輸出した原木が中国で加工されてアメリカに

行ったりといったこともありました。今円安が

大分進んできているのも有利に働くところがあ

るので、国内で加工した付加価値のあるものに

切り替えていきたいと考えています。

○ 原委員 志布志港が今だんだんと都城市に

近づいているんですよね。都城志布志道路がで

きて、夜だと30分で行けるそうです。あそこに

行くと、かなりの量の木材、今おっしゃった原

木が山積みになっています。これは大体どこに

輸出されているんですか。

○二見みやざきスギ活用推進室長 量的には圧

倒的に、全国で見ても８割方は中国向けの輸出

ということになっています。

○ 原委員 今、委員長の地元の串間市に行く

と、やっぱり原木が、志布志港ほどじゃないで

すけれども、その製品が積まれています。柱材

じゃなくて内装材かなと思うんですけれど、こ

れは大体どこに行っているんですか。

○二見みやざきスギ活用推進室長 丸太につい
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ては、主な輸出国としては中国と台湾と韓国と

いうことで、中身としても土木用の仮設資材的

なものとか型枠とか、そういったものが非常に

多い感じになっています。

製品につきましては、用途的に一番多くて、

今伸びているのはフィリピンですけれども、一

条工務店という大きな住宅メーカーがフィリピ

ンに自社工場を持っていまして、日本から送っ

たものをフィリピンで加工して、それをまた日

本に、ブーメランのように送り返して日本で施

工する、そういったやり方も多いです。あと中

国に、先ほど申し上げたアメリカのフェンス材

です。それから台湾と韓国というところであり

ます。

量的に多いのはフィリピンが一番で、次は中

国が家具とかそういったものが多いです。アメ

リカはフェンス材とツーバイフォー材です。そ

れから台湾、韓国、ベトナムの順番で、用途と

しては型枠とか内装材といったものになってお

ります。

○ 原委員 以前、武田委員長の関係もあって、

串間市の経済界の方々と我々自民党の県議団と

の意見交換会に行ったことあるんですけれども、

そのとき、林業の関係者だったと思うんですが、

木材の置場が狭い、もっと広く置くところが欲

しいとおっしゃっていました。ということは、

その言葉の中にはもっと置場があったら、もっ

と輸出できるのになという意味があったのかな

と思いましたので、そのあたりについては、一

度調査をかけてみていただくといいなというこ

とをお願いしておきたいと思います。

僕は、地産外商ということに少しこだわりを

持ってずっと言っているんですけれども、所得

の低い宮崎県は工業製品は大半外から買います

ので、当然その県際収支というのが4,000何百億

円の赤字になっているわけです。だから宮崎県

で採れたものの地産地消は当たり前、地産外商

で輸出も含めていかに県外に売るか、これは大

事なことだと思います。

だから、このみやざき材販路拡大・競争力強

化支援事業というのは、将来を考えたときに宮

崎県の所得を上げるという意味で、材木につい

ては、宮崎県の大きな売りだと思うので、もっ

と積極的にこの可能性を追求して、しかもこれ

から銀座に10数階の木造のビルが建つという

―木材利用活性化懇談会の会長が今度連れて

行くそうですから、私もこの前少しあちこち見

てきましたけれども―そういうこともありま

すので、可能性としては広がると思うので、ぜ

ひこの輸出拡大には多いに力を入れてほしいの

で、お願いしておきたいと思います。

○武田主査 ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○武田主査 それでは、以上をもって環境森林

部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時38分休憩

午後３時40分再開

○武田主査 分科会を再開いたします。

明日29日木曜日の分科会は午前10時に再開し、

農政水産部の審査を行うことといたします。

その他で何かありませんか。

〔なしと呼ぶ者あり〕

○武田主査 以上で、本日の分科会を終了いた

します。お疲れさまでした。

午後３時41分散会
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午前９時58分再開

出席委員（６人）

主 査 武 田 浩 一

副 主 査 坂 本 康 郎

委 員 蓬 原 正 三

委 員 濵 砂 守

委 員 右 松 隆 央

委 員 満 行 潤 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 久 保 昌 広

農政水産部次長
山 下 弘

（ 総 括 ）

農政水産部次長
菓子野 利 浩

（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
鈴 木 信 一

（ 水 産 担 当 ）

畜産新生推進局長 三 浦 博 幸

農 政 企 画 課 長 小 林 貴 史

中山間農業振興室長 原 田 大 志

農業流通ブランド課長 松 田 義 信

農業普及技術課長 川 上 求

農業担い手対策課長 馬 場 勝

農 産 園 芸 課 長 海 野 俊 彦

農 村 計 画 課 長 戸 髙 久 吉

畑かん営農推進室長 城ヶ﨑 浩 一

農 村 整 備 課 長 鳥 浦 茂

水 産 政 策 課 長 大 村 英 二

漁 業 管 理 課 長 赤 嶺 そのみ

漁港漁場整備室長 否 笠 友 紀

畜 産 振 興 課 長 林 田 宏 昭

家畜防疫対策課長 丸 本 信 之

工 事 検 査 監 日 髙 誠

総合農業試験場長 東 洋一郎

県立農業大学校長 戸 髙 朗

水 産 試 験 場 長 西 府 稔 也

畜 産 試 験 場 長 河 野 明 彦

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 藤 村 正

政策調査課主査 西 尾 明

○武田主査 分科会を再開いたします。

それでは、農政水産部の審査を行います。

初めに、令和３年度決算について農政水産部

長の説明を求めます。

○久保農政水産部長 農政水産部でございま

す。

まず、先日の台風第14号によりお亡くなりに

なられた方々と御遺族に対しまして、深く哀悼

の意を表しますとともに、被害を受けた皆様に

心からお見舞いを申し上げます。

今回の台風によりまして、農水産業関係につ

きましては、大雨や突風による大規模な農地等

の冠水や漁船等の転覆、土砂崩れに伴う家畜の

死亡など、大変大きな被害が発生しているとこ

ろでございます。

今後、一刻も早い復旧に向けまして市町村、

関係団体等と連携を図りながら、被災された生

産者の皆様に寄り添った対応をしっかりと行っ

てまいります。

それでは、令和３年度の決算につきまして、

座って説明をさせていただきます。

令和４年９月29日(木)
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まず、令和３年度の主要施策の内容について

でございます。

お手元の令和３年度決算特別委員会資料を御

覧ください。表紙から２枚めくっていただき、

１ページを御覧ください。

総合計画に基づく施策の体系表のうち、農政

水産部で所管する施策を抜粋したものでござい

ます。

左の産業づくりとくらしづくりに大別してお

りますが、この体系表に沿って、昨年度も事業

の実施、予算の執行に取り組みながら、それぞ

れの目標に向かって各種施策を積極的に推進し

てきたところでございます。

なお、令和３年度の主要施策の詳細につきま

しては、後ほど担当課長から御説明いたします。

次に、３ページを御覧ください。

令和３年度の決算状況について御説明いたし

ます。下から４行目、一般会計の部の計の欄を

御覧ください。

左のほうから予算額557億5,632万6,842円に

対し、支出済額は386億4,379万6,926円、翌年

度への繰越額は、明許繰越が137億2,286万8,110

円、事故繰越が11億9,649万9,000円となってお

りまして、不用額は21億9,316万2,806円でござ

います。

また、下から２行目の特別会計の計につきま

しては、予算額２億3,387万6,000円に対し支出

済額5,275万1,907円で、不用額は１億8,112

万4,093円でございます。

一番下の行の一般会計と特別会計を合わせま

した農政水産部の合計では、予算額559億9,020

万2,842円に対し、支出済額386億9,654万8,833

円、２つ飛びまして不用額が23億7,428万6,899

円で、執行率は69.1％、繰越額を含めますと95.8

％となっております。

次に、７ページを御覧ください。

監査結果報告における指摘事項等でございま

す。

令和３年度の農政水産部に係る監査では、５

つの指摘項目におきまして、指摘事項が５件、

注意事項が７件の合計12件となっております。

また、お手元に配付されております、別冊の

令和３年度宮崎県歳入歳出決算審査意見書にお

いて１件の意見がありましたので、後ほど監査

結果報告における指摘事項の改善状況と併せま

して、関係課長から御説明いたします。

監査委員から御指摘等のありました内容につ

きましては、適正な事務処理が図られるよう指

導を徹底してまいります。

私からの説明は以上でありますが、各説明事

項の詳細につきまして、それぞれの担当課長が

御説明いたします。どうぞよろしくお願いいた

します。

○武田主査 部長の概要説明が終了いたしまし

た。

これより、農政企画課、農業流通ブランド課、

農業普及技術課、農業担い手対策課、農産園芸

課の審査を行います。

令和３年度決算について各課の説明を求めま

す。

○小林農政企画課長 農政企画課の令和３年度

の決算状況等につきまして御説明いたします。

お手元の令和３年度決算特別委員会資料の３

ページを御覧ください。

一番上の農政企画課の欄にございますとお

り、一般会計のみで、令和３年度最終予算額16

億7,934万1,000円に対し、支出済額16億6,103

万6,013円、不用額1,830万4,987円で、執行率
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は98.9％となっております。

次に、決算事項別明細について御説明いたし

ます。

８ページを御覧ください。

各会計の目における予算の不用額が100万円

以上のもの、または執行率が90％未満のものに

ついてのみ御説明いたします。

なお、この後、各課におきましても、同様の

説明とさせていただきます。

（目）農業総務費につきましては、右側から

２列目の欄、不用額が510万9,062円でございま

す。これは主に、新型コロナウイルス感染症拡

大による県外出張等が中止になったことに伴う

執行残のほか、需用費等の事務費削減に伴う執

行残でございます。

９ページを御覧ください。

（目）農業振興費につきましては、不用額が735

万4,688円であります。これは主に、未来につ

なぐ中山間地域農業支援事業や世界農業遺産地

域活力創造事業におきまして、新型コロナウイ

ルス感染症の影響に伴い、県外視察、研修会等

の中止やＰＲイベントの規模縮小となったこと

に伴う執行残でございます。

（目）植物防疫費につきましては、不用額が484

万8,626円でございます。これは主に、鳥獣に

まけない魅力ある地域づくり事業におきまし

て、市町村の協議会が行う侵入防止柵の整備等

における入札残でございます。

10ページを御覧ください。

（目）農業協同組合指導費につきましては、

不用額が99万2,611円、執行率が78.3％でござ

います。これは主に、新型コロナウイルス感染

症拡大による農協等検査の期間短縮や県外出張

等を取りやめたことに伴う執行残でございま

す。

続きまして、主要施策の成果について、その

主なものを御説明いたします。

令和３年度主要施策の成果に関する報告書の

農政企画課のインデックスのところ、257ペー

ジを御覧ください。

施策推進のための主な事業及び実績の、新規

事業、デジタル連携アグリ推進事業につきまし

ては、農政水産部ホームページ、ひなたＭＡＦ

ｉＮの機能強化として、病害虫や魚病のリモー

ト診断、スマート農業機械のマッチングなどの

機能を追加し、コロナ禍での接触機会の低減と

生産者の利便性向上を図るとともに、職員向け

の情報発信スキル向上のための研修実施や動画

配信機材の充実により、情報発信力の強化を

図ったところでございます。

258ページを御覧ください。

３段目の、山間地域で稼げる集落モデル構築

支援事業につきましては、山間地域の集落が行

う新たなビジネス創出に向けたモデルプランの

作成や、プラン実現のための実証等に対して支

援を行うことで集落を活性化することを目的に

した事業でございまして、６集落に対して支援

を行ったところでございます。

５段目の、鳥獣にまけない魅力ある地域づく

り事業につきましては、鳥獣被害対策マイスタ

ーや地域リーダーの育成を行うとともに、市町

村の被害防止計画に基づき、国庫事業を活用し

ながら、地域が一体となった集落点検や侵入防

止柵の設置など、被害防止対策を推進したとこ

ろでございます。

以上が主要施策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項につきまして

は、該当はございません。
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○松田農業流通ブランド課長 決算特別委員会

資料の３ページを御覧ください。

２段目にありますように、一般会計における

農業流通ブランド課の最終予算額は14億7,203

万円、支出済額は11億4,373万2,392円、翌年度

への明許繰越額は２億5, 0 0 0万円、不用額

は7,829万7,608円でございます。執行率は77.7

％で、繰越額を含めた執行率は94.7％となって

おります。

次に、決算事項別明細について御説明いたし

ます。

11ページを御覧ください。

（目）農業総務費につきましては、不用額

が7,640万9,890円でございます。不用額の主な

ものは、一番下の欄の負担金・補助及び交付金

で、これは主に県産農畜水産物応援消費推進事

業で取り組みました学校給食への食材提供にお

きまして、学校側との調整の結果、食材費が計

画を下回ったこと等によるものです。

次に、12ページを御覧ください。

中段の（目）植物防疫費の執行率は73.5％で

ございます。これは、「ＧＡＰで変える！」産

地ステップアップ支援事業において、新型コロ

ナ感染症拡大に伴い、研修会等をオンライン開

催へ変更、あるいは中止したことによるもので

ございます。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主な取組を御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の260ページ

を御覧ください。

表の一番上のみやざき食の安全・食育連携強

化推進事業では、県内における食品表示の適正

化を図るための研修会や巡回調査を実施します

とともに、みやざきの食と農を考える県民会議

の活動等を通して、食育及び地産地消の推進に

取り組んだところであります。

次に、その下の改善事業、県産農畜水産物応

援消費推進事業では、コロナ禍に伴う農畜水産

業への影響を緩和するため、地産地消応援消費

対策として、学校給食への本県農畜水産物の食

材提供を延べ3,274校に行いました。

また、販売拡大対策としまして、宮崎のひな

た農畜水産物お届けキャンペーンの実施によ

り、宮崎牛や完熟マンゴー、水産物の特別販売

等の取組を支援するとともに、県内外での消費

拡大フェアや企業と連携した加工食品の開発等

を支援したところでございます。

次に、261ページを御覧ください。

表の下から３段目にあります新規事業、世界

市場で稼ぐ！輸出強化事業では、輸出先国のニ

ーズ等に対応した産地づくりを進めるため、国

のＧＦＰグローバル産地づくり推進事業の採択

を受けた９団体の取組等を支援するとともに、

県香港事務所等との連携によるプロモーション

に取り組みました。

その結果、令和３年度の農畜水産物の輸出額

は、過去最高の約89億円となったところであり

ます。

次に、262ページを御覧ください。

上から２段目の新規事業、地域食資源高付加

価値化推進事業では、県農業振興公社に設置し

た６次産業化サポートセンターを中心としたプ

ランナー派遣による個別支援等に取り組むとと

もに、次の欄の新規事業、ポストコロナ食農連

携プロジェクト推進事業において、ローカルフ

ードプロジェクト―いわゆるＬＦＰの取組と

して、新商品・新サービスの開発プロジェクト

の支援に取り組んだところでございます。
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以上が主要施策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項につきまして

は、該当ございません。

○川上農業普及技術課長 お手元の決算特別委

員会資料の３ページを御覧ください。

農業普及技術課は一般会計のみでございま

す。

表の３段目の農業普及技術課の欄にあります

とおり、最終予算額42億537万5,000円に対しま

して、支出済額は41億2,469万5,517円、翌年度

への明許繰越額は2,549万1,000円、不用額

は5,518万8,483円で、執行率は98.1％、繰越額

を含めますと98.7％となっております。

次に、決算事項別明細について御説明いたし

ます。

13ページを御覧ください。

まず、（目）農業総務費につきましては、不

用額が754万4,207円でございます。主なものは、

職員の人件費の執行残のほか、総合農業試験場

等における空調改修工事の入札残であります。

次に、14ページを御覧ください。

（目）農業改良普及費につきましては、不用

額が1,346万9,804円でございます。主なものは、

旅費や需用費で、各農業普及センター等での事

務費節減等による執行残であります。

また、下から２段目の償還金・利子及び割引

料につきましては、平成26年度まで、新規就農

者等の研修や農業経営開始時の施設等整備に必

要な資金を貸し付けていた就農支援資金の原資

を国に償還するもので、貸付先からの繰上償還

が見込額を下回ったことにより、償還額が減少

したものであります。

次に、（目）農業振興費につきましては、不

用額が754万4,937円でございます。主なものは、

次の15ページでございますが、上から３段目の

負担金・補助及び交付金で、農業制度資金への

利子補給・利子助成において、経済変動・伝染

病等対策資金の新型コロナ関連の利子補給承認

実績が少なく、また、農業近代化資金について、

貸付金の繰上償還が多かった等による執行残で

あります。

次に、中ほどの（目）農作物対策費につきま

しては、不用額が592万5,000円、執行率は71％

で、翌年度繰越額を含めますと94.5％となって

おります。主なものは、負担金・補助及び交付

金で、活動火山周辺地域防災営農対策事業にお

ける降灰被害防止施設整備の入札残でありま

す。

次に、その下（目）肥料対策費につきまして

は、執行率が82.7％となっております。主なも

のは、肥料分析業務に係る会議の中止等に伴う

旅費の執行残でございます。

次に、16ページを御覧ください。

（目）植物防疫費につきましては、不用額が426

万5,594円であります。主なものは、旅費や負

担金・補助及び交付金で、病害虫防除業務に係

る会議の中止や、補助対象であります県植物防

疫協会が行う植物防疫研修会の中止等によるも

のであります。

次に、（目）総合農業試験場費につきまして

は、不用額が1,611万4,016円であります。主な

ものは、次の17ページでございますが、中ほど

の工事請負費で、総合農業試験場における茶業

支場製茶実験室建替工事費の入札残でありま

す。

続きまして、主要施策の成果について、その

主なものを御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書
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の265ページを御覧ください。

表の一番上のマーケット対応型産地競争力強

化技術開発事業では、現場ニーズに対応した課

題について、早期に解決・普及を図るため、産

地や企業と連携した８課題の共同研究に取り組

んだところであります。

その下のみやざき農水産業基礎研究体制強化

事業では、競争的資金等の公募型研究資金の獲

得につながる独創的な視点に立った萌芽研究と

して、６課題の研究に取り組んだほか、高度化

した技術に対応できる人材育成に向け、研究員

の博士号の学位取得について、５名の支援を

行ったところであります。

その下の産地・人づくり強化事業では、農家

の技術力の向上を目指す産地分析に73集団が、

産地の将来像と具体的取組を明らかにする産地

ビジョンの策定に68集団が取り組むとともに、

農家の経営課題の解決による所得向上を目指し

た経営コンサルティングを40件実施いたしまし

た。

次に、266ページを御覧ください。

一番上の農業人材育成総合拠点強化事業で

は、県立農業大学校において、スマート農業を

体系的に学べる講座を農学科14講座、畜産学

科14講座を実施するとともに、農薬散布用ドロ

ーンの操縦資格取得講座を開設し、オペレータ

ー10名を育成したところであります。

また、普及指導員が施設野菜のハウス内温度

やＣＯ２濃度等の環境データをグラフ化、分析

し、指導に活用できるツールを作成したところ

です。

次に、その下の活動火山周辺地域防災営農対

策事業では、桜島の降灰による農作物の被害を

防止、軽減するため、被覆施設整備や除灰機械

導入、被覆資材更新を進めたところでございま

して、令和３年度は野菜の被覆施設について２

地区を支援しました。

なお、下段の括弧内の果樹の被覆施設につき

ましては、国の追加配分を受けて事業に着手し

たことにより、事業期間が不足し、令和４年度

へ繰り越しております。

次に、一番下の利子補給金・助成金事業では、

各種農業制度資金への利子補給・利子助成を行

い、経営の維持・改善や規模拡大など、コロナ

禍における農業者の資金繰りを支援しました。

このうち、農業近代化資金につきましては741

件、113億1,086万円の利子補給の承認を行った

ところです。

以上が主要施策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項につきまして

御説明いたします。

決算特別委員会資料の７ページを御覧くださ

い。

一番上の（１）収入事務について、「受託事

業収入等について、調定事務の大幅に遅れてい

るものなどが見受けられた」という指摘事項が

ありました。

これは、受託契約締結時及び公有財産使用許

可期間の開始時に調定を行うべきところ、調定

事務が遅れたものであります。

収入事務に係る進行管理表を作成し共有をす

ることで、組織でのチェック体制を強化し、再

発防止に努めてまいりたいと考えております。

○馬場農業担い手対策課長 決算特別委員会資

料の３ページを御覧ください。

当課は一般会計のみでございます。

表４段目の農業担い手対策課の欄を御覧くだ

さい。
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最終予算額22億4,257万9,000円に対しまし

て、支出済額は20億771万5,501円、翌年度への

明許繰越額は4,865万7,000円、事故繰越額

は2,468万4,000円、不用額は１億6,152万2,499

円でございます。執行率は89.5％、繰越額を含

めますと92.8％となっております。

次に、決算事項別明細について御説明いたし

ます。

18ページを御覧ください。

上のほうの（目）農業総務費につきましては、

不用額が649万859円でございます。主なものは、

一番下の負担金・補助及び交付金で、農業委員

会などの活動実績に基づき配分される国の農業

委員会交付金等ですが、コロナ禍において、対

面での農家訪問等の農地調整活動が制限された

ことに伴う執行残でございます。

次に、中ほどの（目）農業改良普及費につき

ましては、不用額が3,213万350円でございます。

主なものは、右側の説明欄の３行目にある、み

やざき次世代農業経営者育成強化で実施してお

ります、国の農業次世代人材投資事業の中で、

県農業振興公社が交付する準備型の投資資金に

おいて、所得要件による不交付や研修開始の遅

延による交付額の減額、また、市町村が交付す

る経営開始型において、経営開始の遅延等の交

付要件を満たさなかったことによる交付額減額

に伴う執行残であります。

次に、19ページを御覧ください。

（目）農業振興費につきましては、不用額が

１億2,264万7,192円で、執行率が81％、繰越額

を含めますと87.3％となっております。主なも

のは、説明欄の１行目にある経営体育成支援に

おいて、国の緊急対策に伴う補正予算の活用に

おいて、本県では34経営体の要望がありました

が、全国的な競争も激しく九州各県の採択率

が12％の中、本県は６経営体が採択され採択

率18％ではありましたが、結果として８割以上

が不採択となったことに伴う執行残でありま

す。

決算事項別明細の説明については、以上でご

ざいます。

続きまして、主要施策の成果について、その

主なものを御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の農業担い手

対策課のインデックスのところ、269ページを

御覧ください。

まず、表の一番上のみやざき農水産業人材投

資事業では、15市町と連携し、親元就農者57人

に経営開始資金の交付を行いました。

その下の新規事業、みやざき農業担い手確保

総合対策事業では、県内外における８回の就農

相談会の開催や、就農希望者を農業法人等に人

材派遣会社の社員として派遣し研修を行う、お

試し就農において95人が参加、うち59人が継続

雇用となるなど、新規就農者の確保に取り組ん

だ結果、令和３年の新規就農者は405人となり

ました。

その下の改善事業、みやざき次世代農業経営

者育成強化事業では、農業次世代人材投資資金

について、準備型では、県立農業大学校の学生

やみやざき農業実践塾生、ＪＡの研修施設の研

修生など61人に対しまして、また、経営開始型

では、新規の独立自営就農者等246人に対して

交付を行いました。

270ページを御覧ください。

一番上の「地域と創る」新たな農業参入雇用

創出事業では、他産業からの農業参入に積極的

な２市町と連携し、参入展示会への共同出展を
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はじめ、参入チャレンジファームとして２か所

でハウス整備を支援するとともに、地元新卒者

２名の参入企業への新規雇用を支援しました。

一番下の農水産業における外国人材の定着促

進事業では、特定技能外国人について、ＪＡ日

向とアグリトピアおすずの２か所で県外との産

地間リレー実証に取り組んだほか、新たな特定

技能登録支援機関として、ＪＡ宮崎中央会のベ

トナム国認証取得を支援しました。

次に、271ページを御覧ください。

一番上の新規事業、きらり輝く農業人材確保

支援事業では、県内11か所で多様な農業人材の

活用検証を行うとともに、それらの人材を受け

入れるための働きやすい環境モデルとして、休

憩所やトイレ等の整備を支援しました。

また、県内の農業分野で働く外国人材が安心

して生活できるよう外国人コンシェルジュを配

置し、25件の相談対応などフォローアップ活動

を行いました。

その下の改善事業、多様な農業人材働き方支

援事業では、コロナ禍で仕事を失った方や学生、

主婦など多様な人材を短期就労の形で農業分野

へ受け入れ、15経営体において延べ1,093人が

収穫や選別、除草などの農作業に従事する取組

を支援しました。

一番下の農地中間管理機構等支援事業では、

農地中間管理機構が1,184ヘクタールの農地を

借り受け、再契約を含め1,914ヘクタールを貸

し付けた結果、全耕地面積に対する累計の借入

割合は13.9％となり、全国10位となりました。

以上が、主要施策の成果についてでございま

す。

最後に、監査における指摘事項については、

該当ございません。

○海野農産園芸課長 決算特別委員会資料の３

ページを御覧ください。

農産園芸課は一般会計のみでございます。

表の上から５段目の農産園芸課の欄を御覧く

ださい。

最終予算額46億4,477万1,000円に対しまし

て、支出済額28億808万8,007円、翌年度への明

許繰越額８億7,255万7,000円、不用額９億6,412

万5,993円でございます。執行率は60.5％、繰

越額を含めた執行率は79.2％でございます。

次に、決算事項別明細について御説明をいた

します。

21ページを御覧ください。

（目）農作物対策費の不用額が９億6,383

万3,787円、執行率は58.9％、翌年度繰越額を

含めますと78.4％でございます。

不用額の主なものは、下から１段目の負担金

・補助及び交付金で、国の産地パワーアップ計

画支援事業や強い産地づくり対策事業におい

て、令和２年度から繰り越し、整備しました集

出荷貯蔵施設や農産物処理加工施設などについ

て、事業実施主体での入札残により、６億900

万円余の執行残が生じたことや、令和３年度に

国庫補助の追加採択等により実施したハウスな

どの整備におきまして、事業実施主体での入札

残や繰越額確定などにより、２億9,500万円余

の執行残が生じたことに伴うものでございま

す。

次に、主要施策の成果の主なものについて御

説明をいたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書

の274ページを御覧ください。

産地パワーアップ計画支援事業でございま

す。本事業では、産地収益力の向上を図るため、
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低コスト耐候性ハウスの整備やＡＰハウス資材

等の導入を支援したところであり、令和２年度

から繰り越したものが、低コスト耐候性ハウス

９件など計10件、令和３年度中に完了したもの

が、ＡＰハウス資材導入等43件など計54件、繰

越分と合わせて合計64件について支援を行って

おります。

なお、決算額下段の括弧の集出荷貯蔵施設２

件など計20件につきましては、国の追加配分を

受けて事業に着手したこと等により、事業期間

が不足をしたため、令和４年度へ繰り越してお

ります。

次に、275ページを御覧ください。

一番上の強い産地づくり対策事業でございま

す。本事業では、産地の競争力や加工・業務用

野菜の供給力を強化するため、集出荷貯蔵施設

等の共同利用施設の整備計６件について、令和

２年度から繰り越し、支援を行うとともに、ハ

ウスの強靱化対策として、既存ハウスの補強や

防風ネットの設置等58件の支援を行っておりま

す。

なお、決算額下段の括弧内の集出荷貯蔵施設

など計５件の取組につきましては、国の追加配

分を受けて事業に着手したことにより、事業期

間が不足をしたため、令和４年度へ繰り越して

おります。

その下のスマート農業による働き方改革産地

実証事業でございます。スマート農業技術の導

入による省力化や作業効率化を通した魅力ある

産地づくりを進めるため、19団体に対し、収量

測定分析機能付コンバインなどのスマート農業

機械の効果実証や防除用ドローンのオペレータ

ーなどの人材育成を支援しております。

その下の新規事業、スマート農業等生産団地

創出支援事業でございます。担い手の減少や需

要の変化に対応した産地への構造改革に向け

て、将来の生産の核となる大規模施設園芸団地

等の計画づくりのために、市町村等が行う活動

を５件、その計画を支えるスマート農業技術の

データの収集・分析７件を支援しております。

その下の需要に応える宮崎米生産体制整備事

業でございます。業務需要への対応や省力化な

ど、持続可能な宮崎米の生産体制を整備するた

め、高効率・省力化技術の実証として、水田の

自動給水システム等の実証を５か所、防除用ド

ローンなど省力化機械の整備を７件支援してお

ります。

次に、276ページを御覧ください。

一番上のかんしょ・さといも病害対策強化事

業でございます。サツマイモ基腐病や里芋疫病

対策を強化するため、カンショでは、発生初期

の迅速な処理や防疫体制の強化に必要な動力噴

霧機の導入など、合わせて３集団・４法人、里

芋では、種芋産地における疫病対策の実施を１

集団・１団体に支援しております。

また、試験場等で得られた新たな知見を加え

た病害の対策マニュアルの改定をしておりま

す。

最後の段の耕種版インテグレーション加速化

事業でございます。

担い手の減少や高齢化等が進行する露地野菜

産地において、契約農家と大規模経営体、また、

加工事業者との連携による分業化の仕組みであ

ります耕種版インテグレーションの取組を加速

化するため、収穫や出荷など一連の作業の効率

化を図るために必要な大型収穫機や運搬車等の

省力化機械を５集団、生産体制の効率化に向け

た分析・改善の取組を１集団に対し支援してお
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ります。

次に、277ページを御覧ください。

一番上のブランド果樹産地リノベーション推

進事業でございます。

キンカン及びマンゴーの収量・品質向上のた

め、１集団で機能性被覆資材の導入を行うとと

もに、経営改善に向けて、２集団で電動剪定ば

さみなどの省力機械の導入や、１集団で既存ハ

ウスの修繕による施設の長寿命化を支援してお

ります。

３段目の新規事業、新たな需要に対応する農

産物生産体制確立事業でございます。

花卉における新型コロナの影響で生じた新た

な需要に対応するため、家族葬などのコンパク

トな祭壇にも利用できる茎の長さが短い短茎菊

の栽培実証を１団体で実施するとともに、４件

で日持ち性の検証や祭壇装飾の実証を行いまし

た。

最後の段の新規事業、茶産地構造転換対策事

業でございます。

茶の新たな販売体制構築に向け積極的な販路

開拓を行うため、台湾のバイヤーとのみやざき

茶試飲会を１団体で実施するとともに、荒茶の

高品質化や茶樹の若返りを図るため、中切りな

ど茶樹の更新を合計626ヘクタールで支援して

おります。

以上が主要施策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項につきまして

は、該当はございません。

○武田主査 執行部の説明が終了しました。

委員の皆様から、質疑はございませんか。課

ごとに、農政企画課からお願いいたします。

○満行委員 鳥獣被害対策ですが、地域鳥獣被

害対策特命チーム、鳥獣被害対策マイスター、

鳥獣被害対策地域リーダーとなっているんです

けれども、この事業についてもう少し御説明を

いただきたいと思います。

○原田中山間農業振興室長 鳥獣被害対策マイ

スターとは、県の普及指導員や市町村職員、Ｊ

Ａ等の関係職員を対象とした講習会を実施し

て、各地域における技術指導を行う者として認

定している人たちです。

鳥獣被害対策地域リーダーは、地域のマイス

ターが集落等の代表者を対象に行う養成研修、

それを受講した方を集落のリーダーとして、集

落一体となった被害防止策を牽引していく人と

いう位置づけになっております。

○満行委員 特命チームはどういう状況になっ

ていますか。

○原田中山間農業振興室長 鳥獣被害対策の特

命チームは、県庁の組織としては、県の副知事

を筆頭として部局横断的に関係課が連携して行

うチームとなっております。

また、そこと連携して、西臼杵支庁、各農林

振興局単位で地域の関係団体、今言ったマイス

ター等と連携した地域の特命チームをつくっ

て、地域一体となって鳥獣被害対策を進めてい

るということになります。

○満行委員 環境森林部でも鳥獣対策があると

思うんですが、連携はどういう状況でしょうか。

○原田中山間農業振興室長 先ほど話をしまし

た県庁の部局横断的な鳥獣被害対策特命チーム

は、総合政策部、環境森林部、それから農政水

産部という関係部局で連携した組織となってお

り、特命チームの会議を開催して方針等を協議

しているところです。

○満行委員 振興局の中では、横のつながりで

対応しているということでいいんでしょうか。
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○原田中山間農業振興室長 振興局の中には、

農政部門、林務部門がありまして、連携してやっ

ております。

○ 原委員 鳥獣被害についてです。昨日の環

境森林部の審査でも申し上げたんですが、沖縄

県は別でしょうけれども、イノシシには県境の

意識はないわけで、結構広範囲に動くようです

から、鹿児島県、大分県、熊本県といった他県

との連携が必要ではないかと。

猟期についても、昔は佐賀県の猟期が長いの

でイノシシが好きな人は向こうまで捕りに行く

とか、いろいろやっていたようです。そのあた

りの他県の鳥獣被害に対する取組―恐らく同

じようなことを国のメニューの中でやってい

らっしゃると思うんですが―一緒に取り組ん

でいかないと、宮崎県が一生懸命やっても、隣

接するところからこちらにテリトリーを求めて

やってくるということもあるので、当該駆除は

九州全体で他県と一緒になってやらないと、あ

まり効果がないのではないかという気がしたの

で申し上げたんですけれども、そのあたりの他

県との連携はどうなっていますか。

○原田中山間農業振興室長 野生鳥獣につきま

しては、県境は関係なく、山沿いに動いていく

ものですので、委員の御指摘のとおり、他県と

の連携というのは非常に重要かと思います。

捕獲対策につきましては、環境森林部で、九

州で連携した一斉捕獲等をやっているという話

も聞いております。

農政水産部における集落一体となった鳥獣対

策だとか、あるいは集落に寄せつけない環境づ

くりだとか、そういったものにつきましては、

直接他県と連携してやっているということでは

ないんですけれども、国を挙げて鳥獣被害を減

少させていくという方針の下、他県でもこの件

について重点的にやっていると思いますし、宮

崎県でも同様にやっているという状況でござい

ます。

○ 原委員 何年前でしたか、国がいろんな柵

とか、そういったものに100何億円の予算をつ

けたことがあったように記憶していますが、い

ずれにしても、九州山脈の尾根を動くイノシシ

や鹿は、こっちに下りただけの話ですから、鹿

児島県に来るか、熊本県に来るか、宮崎県に来

るか、こちらで一生懸命駆除しても、こっちへ

下りてくれば同じことになるので、他県の鳥獣

被害対策、あるいは駆除の数がどうなっている

のか―昨日は鹿が約２万9,000頭、イノシシ

が約２万頭とかいった数字が出ていましたけれ

ども―そのあたりを把握してやっていくこと

が必要なのかなと。あるいは連携して、九州全

体である一定の期間、一斉駆除週間や旬間みた

いなものを設けてやってみたらどうかなと思っ

たんですが、すぐにはできないことかもしれま

せんけれども、何か御感想はありませんか。

○原田中山間農業振興室長 おっしゃるとお

り、野生鳥獣については、どこの県のものかと

いうような色はついておりませんので、他県と

の連携というのが非常に重要だという話はよく

分かります。

今のところそういった動きはないんですけれ

ども、鹿児島県とは絶えず被害額等についての

情報交換をしておりますので、そういったとこ

ろをもっと拡大した上で、連携を図っていきた

いと思います。

○濵砂委員 決算特別委員会資料の10ページに

ある農業協同組合指導費なんですが、これは13

あるＪＡに検査に入るんですよね。どういう順
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序で入っていくんですか。

○小林農政企画課長 農業協同組合の検査の仕

組みでございますが、一昨年、昨年度につきま

しては、新型コロナウイルス感染症の影響もあ

りまして一部中止等をしているところでござい

ますけれども、各単位農協の全部門を対象とし

ます全面検査、または総務管理部門であります

とか、信用部門でありますとか、一部の部門だ

けを対象とする部分検査を隔年ごとに交互に実

施していくのが原則論でございます。

ただ一方で、繰り返しになりますけれども、

直近につきましては、コロナウイルスの関係で、

我々もそうですけれども、特に検査を受けられ

る各単位農協でも、対面で検査するのはなかな

か難しいという状況がございまして、昨年度に

つきましては、全面検査は行っておりませんで、

部分検査を７つの単位農協におきまして実施し

ているところでございます。

また、その中間の年に前年度の検査結果に関

する事後の確認検査─フォローアップ検査と

いったものも行っておりまして、それにつきま

しては、都城、それから県内２つの単位農協で

検査を行っているところでございます。

○濵砂委員 ちなみに、昨年は都城とどこに入

られたんですか。

○小林農政企画課長 事後確認検査につきまし

ては、都城、それから、えびののＪＡに検査に

入っているところでございます。

○濵砂委員 都城はまあいいですけれども、全

体から見て最近のＪＡの経営状況はどうです

か。

○小林農政企画課長 具体的な数字ではござい

ませんけれども、一般論として申し上げますと、

やはり昨今、各単位農協におかれましては、基

本的には経常利益を出されている状況であると

検査において伺っているところでございます。

経常利益の出し方につきましては、いわゆる

経営の管理部門、要するに人件費等の部分の合

理化で支出を抑制することによって各単位農協

の経営全体としては黒字に持っていく経営努力

をされていると検査を通じて伺っているところ

でございます。

○濵砂委員 今年の７月に児湯農業協同組合に

調査に行かせていただきましたが、そのときに

いろいろ話が出て、昨年までは畜産が割とよ

かったものですから、今は、帳簿上は何とか経

営しているんですが、子牛の価格が20万円程度

落ち込んでいますので、この辺を試算したとき

に将来の経営状況がどうなっていくのかという

ことと、コロナ禍の中で生産量そのものがどの

ように動いていくのか、今回の台風による被害

の影響もあります。ＪＡの経営状況は、口蹄疫

の補償金で大分盛り返したんですが、状況がだ

んだん変わってきているというのは現実として

ありますので、今後の状況がどうなっていくの

か非常に興味深いところなんです。そのあたり

について部長の考えはどうですか。

○久保農政水産部長 確かにおっしゃるとお

り、コロナの影響であったりとか、今回は台風

の被害とかいろいろ出ておりますので、経営は

うまくいっているとはいえ、御指摘のような将

来を見通した対応は必要かと考えております。

そういった面も含めながら、うまく対応してい

ければと考えているところでございます。

○濵砂委員 それから、今、いわゆる県内統一

農業協同組合を目指していますよね。これの進

捗はどの辺まで行っているんですか。

○小林農政企画課長 いわゆる県内１ＪＡ構想
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につきましては、県の農業協同組合中央会を中

心として検討が進んでいるところでございま

す。※本年４月に中央会の中に専門の組織が立

ち上がりまして、各単位農協から出向者といい

ますか、職員を出していただいて、そこで事務

的な詰めを行う体制が整っているところでござ

います。

各単位農協の状況につきましては、本年６月

の総会におきまして、今後、県内１ＪＡ構想の

基本的な協議を継続していく旨の合意を取るか

どうかという状況でございましたけれども、引

き続き、よりしっかりとした議論が必要である

という結論が出され、多くの単位農協では、基

本的に協議を継続するとの合意が得られたとい

うことでございます。一部の単位農協につきま

しては、そういった合意をこれからしっかり形

成していく状況にあると伺っているところでご

ざいます。

○濵砂委員 当初、５年間で実施するはずだっ

た計画はなかなか厳しい状態ですか。

○小林農政企画課長 現時点におきまして、県

のＪＡグループから、その計画の進捗が遅れて

いる状況であるとは、伺っていないところです。

○濵砂委員 13あるＪＡの中には経営的にいい

ところもあるんですよ。しかし、帳簿上は利益

が出ていて黒字になっているけれども、実際は

どうなのか、検査に入る県の担当の方はよく分

かっておられると思うんです。その辺は十分精

査していただいて、目標に向かってちゃんと進

んでいけるような指導をしていただきたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。

帳簿を出せとは言いませんけれども、児湯農

業協同組合に調査に行ったときにいろんな話が

あったんです。もちろん、生の声ですから、そ

れはそれでいいんですけれども、全体的にどう

いう経営状況にあるのか私も分からなかったも

のですから、ぜひ精査をしっかりしていただい

て、指導をよろしくお願いいたします。

○右松委員 報告書の257ページです。非常に

細かく更新をされておりますひなたＭＡＦｉＮ

について、以前も委員会で質問させていただき

ましたけれども、まず伺いたいのは、そのひな

たＭＡＦｉＮは外部委託で運営されていると思

うんですが、委託にどれぐらい費用をかけてい

るのか。また、新規事業、デジタル連携アグリ

推進事業ということで、国の臨時交付金を使わ

れていますが、予算額5,700万円の内訳につい

て教えていただけるとありがたいと思います。

○小林農政企画課長 全体の委託費につきまし

ては、確認いたしますので、少々お時間をいた

だきたいと思います。

主要施策の成果に関する報告書の257ページ

にございます事業につきましては、大まかなと

ころで恐縮ですが、まず、今般、ホームページ

の機能強化というところで３機能を追加してお

りますけれども、ここに約270万円余の予算を

つけております。

それから、その下のリモート診断機器の整備

に約3,450万円を措置しているところでござい

ます。

そのほか、こちらに書いてございます職員の

モデル動画作成の研修等につきまして650万円

程度、それから動画配信機材の機器整備で790

万円程度、全体で5,700万円程度の決算額となっ

ているところであります。

それから、冒頭に御質問をいただきました保

守業務委託費につきましては、年間で165万円

※71ページに訂正発言あり
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を計上しているところでございます。

○右松委員 分かりました。細かいところは確

認しませんけれども、費用対効果については

しっかりされていると理解させていただきたい

思います。

先ほどユーチューブを確認しましたら、すご

く充実した内容で、大分アップしていますが、

アクセス数というか、閲覧状況というか、その

辺はどうでしょうか。昨年との比較も含めて教

えていただけるとありがたいと思います。

○小林農政企画課長 ひなたＭＡＦｉＮのホー

ムページの閲覧数でございますけれども、本年

度はまだ年度の途中というところもございまし

て、今後変動があり得るかと存じますが、令和

３年度につきましては、月平均で約１万回の閲

覧があったところでございます。

今年度につきましては、手元の数字が先月９

月９日時点のものでございますけれども、月平

均といたしまして約１万4,700件ですから、昨

年度から閲覧数が1.5倍程度増えている状況で

あります。

○右松委員 分かりました。先ほど少し確認し

ましたら、資材高騰、肥料高騰、飼料高騰の緊

急支援事業の中身であるとか、申請関係とか非

常にしっかりとした内容だと思っていますの

で、広報、周知はされていると思いますが、い

いものですから引き続き広げてもらえるといい

かなと思います。よろしくお願いします。

○坂本副主査 農政企画課の事業ではないんで

すけれども、委員会資料の７ページの監査結果

報告書指摘事項が12件―多いか少ないか分か

らないんですが、部全体のこういった指摘事項

について、マニュアルをつくったり管理をした

りというのは一般的に総務担当の仕事かと認識

しているんですけれども、間違いないですか。

○小林農政企画課長 一般論としてはそのとお

りでございます。

○坂本副主査 この12件という件数が多いのか

少ないのか、昨年、例年と比べてどうなのか。

昨日、環境森林部の決算審査をしたんですけ

れども、それに比べると農政水産部はかなり多

いという結果になっています。どのように認識

されているのか、教えてください。

○小林農政企画課長 令和３年度の監査指摘事

項の報告数は12件となっておりまして、その前

の令和２年度が同じく12件、その前の令和元年

度が16件です。付け加えますと、平成30年度が22

件でありまして、近年は減少傾向にあると言え

るかと思いますけれども、やはり一方で、部と

しては補助金業務等が多いところもございます

ので、一定の御指摘をいただいていると認識し

ているところであります。

部内には、農政企画課を中心といたしまして、

各課にも総務担当がおりますので、補助金の執

行等につきまして定型的なルールづくりであり

ますとか、意識づけをしっかりと行っていくこ

とによりまして─そのほかの指摘事項の数が

多いというところもあるかと思いますので─

引き続き、部として適正な事務執行に努めてい

きたいと考えているところでございます。

○坂本副主査 昨日、環境森林部が指摘されて

いた内容というのが、書類の不備─つけるべ

き書類がついていなかったといったもので、確

かに指摘の対象ではあるんですけれども、私が

気になったのは、その内容に比べると、マニュ

アルどおりにやっておけば起こらなかったよう

な指摘事項が多く見受けられるところで、なお

かつ、それがほかの人に影響するというか迷惑
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がかかるような内容のものが見受けられるとこ

ろです。例えば、今説明いただいたところでも、

返還金について納入期限の指定を誤っていたと

か、報酬について支給不足になっているとか、

小さい指摘事項かもしれませんが、いずれそう

いうミスが大きい影響を及ぼしかねないと思い

ますので、先ほどおっしゃったように減少傾向

かもしれませんけれども、やっぱり12件って、

ほかの部と比べると、少なくとも昨日の環境森

林部の３倍は出ていますから、ここをなくして

いくように一度しっかり取り組まれたほうがい

いのではないかなと思いまして申し上げまし

た。

○久保農政水産部長 御指摘のとおり、12件と

いうのは大変な数だと思っております。

この件につきましては、７ページを御覧いた

だいても、副主査から指摘のありましたとおり、

遅れたというようなところがございます。

先ほど農業普及技術課長から御説明いたしま

したけれども、課内でもしっかりチェックする

体制─農政企画課長も申し上げましたけれど

も─そういう体制をしっかりと見直すという

ところは、この結果を踏まえまして、私も部内

でそういう話をしているところでございます。

本当に初歩的というか、基本的なところをしっ

かりチェックしていく、相互牽制をしていく、

一人ではなく全体でそういうことができる体制

でしっかりと対応していくことが必要かと思っ

ております。今回の指摘も重く受け止めまして、

しっかり対応していきたいと考えております。

○ 原委員 258ページです。農政企画課の山

間地域で稼げる集落モデル構築支援事業です

が、中山間地対策―要するに仕事がないこと

には人がどんどん減っていってしまうわけです

けれども、６集落となっていますが、どういう

ビジネスプランをおつくりなって、どういう実

証支援をされて、どういう成果があったのか、

お聞かせください。

○原田中山間農業振興室長 山間地域で稼げる

集落モデル構築支援事業では、令和３年度につ

きましては、県内の６集落を支援しております。

延岡市が２団体、西都市、西米良村、美郷町、

五ヶ瀬町が１団体ずつの計６団体です。

中身につきましては、例えば西米良村につき

ましては、地域特産品であるユズの規格外の未

利用果実を使ったユズようかんであるとか、ユ

ズこしょうの試作と販売、延岡市北川町では、

地域の女性グループによる遊休農地を活用した

ブランド米の栽培や野菜等の少量多品目の栽

培、美郷町では御田祭の神馬をモチーフにした

ブランドの立ち上げや近隣の果樹園を活用した

観光農園の整備等をやっているところです。

このビジネスプランの策定の中で、集落での

話合い活動だとか、実証調査を通して集落の未

来について考える契機となったということ、そ

れから、地元加工業者と連携して、地域の農産

物を活用した加工品の開発といった地域資源を

活用した新たなビジネス創出に向けて、小さく

ても新たな取組に挑戦するという気運を醸成で

きたこと等の効果があったと思っております。

○ 原委員 ふるさと納税というのがありま

す。こういうものでいいものができて、それが

ふるさと納税につながると─都城市はふるさ

と納税が100何億円あるわけですから、そのう

ちの７割は自主財源になるわけで、やりすぎで

少し困ったこともありましたけれども─その

地域の資金の獲得というか、外貨を稼ぐという

意味でも大きな意味があるし、収入を増やすと
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いうことにもなるので、ここはもっと大いに力

を入れていただきたい。ただ、ビジネスプラン

となっていたので、今の取組は言うならばハー

ドですよね。だから、もう少しそういうものを

組み合わせたビジネスプランにならないかな

と。

昔のことを言えば、太陽光発電のＦＩＴ、固

定価格買取制度で、100万円何とか収入増プラ

ンを出した部長もいましたけれども、僕はあの

ときの太陽光発電がもったいなかったなと思っ

ていて、例えば、中山間地の農地でもない、林

地でもないようなところの斜面を利用して、農

家が太陽光発電をやれば、１反歩でどのくらい

かな、50キロワットかな、ＦＩＴのそのときの

買取価格が１キロワット42円位だったので、20

年で約2,000万円稼げるわけです。８年から９

年で元が取れるような仕組みでしたから、あれ

を中山間地で推奨していけば、お茶を作る、米

を作る、牛を養うのと、太陽光発電が年間を通

して100万円あるというようなことで、よかっ

たのになと思ったけれども、なかなか取組が進

みませんでした。

だから、そういう意味でビジネスモデルとい

うのは、いろいろ組み合わせてやっていくと、

中山間地も収入が増える見込みはあるのになと

何回か質問しましたけれども、買取価格もぐっ

と下がってしまいましたから、今言っても仕方

ないことですが、だからこそ、ビジネスモデル

について、ぜひ、これからも積極果敢に取り組

んでほしいということを申し上げておきたいと

思います。

○武田主査 それでは次に、農業流通ブランド

課関連で質疑をお願いいたします。

○右松委員 委員会資料の11ページの負担金・

補助及び交付金の不用額について先ほど説明が

ありました。その中で、学校給食の話が出てお

りましたが、報告書の260ページの県産農畜水

産物の応援消費推進事業は、非常に大事な取組

だと思っています。

国の臨時交付金による事業ということで、執

行率が89.4％ぐらいなんですが、実績が計画を

下回ったということで、学校給食の食材提供の

実施校数とか提供数量は結構な数になっている

と思いますが、事業の進め方や実績が計画を下

回った要因について教えてもらうとありがたい

と思います。

○松田農業流通ブランド課長 進め方としまし

ては、学校側に７月に要望調査を行いまして、

県産牛肉、みやざき地頭鶏、水産物ということ

で要望を取りまして、それを計画数値として、

数量的には予算額に届くぐらいのものがあった

ところです。

結果的なところを申し上げますと、提供数量

としましては、実施校数、提供数量に関しまし

ては、91～95％達成しております。これは、100

％の見込みだったんですが、１月以降の新型コ

ロナの影響で学校が休校になって提供できない

ところもございましたので、そういう意味でい

きますと、91～95％ぐらいは計画どおりの数量

は出たと考えております。

ただ、県産牛肉では、宮崎牛は当然単価が高

いわけですけれども、学校の栄養教諭は、生徒

の健康面から献立を考えますので、サシがあま

り入っていない、単価が安い県産和牛が利用さ

れ、仕入れ単価が下がる。そういうところで執

行率が下がったと評価してございます。

○右松委員 分かりました。７月に要望調査を

かけていらっしゃるということで、しっかりと
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積算した数字で出されてきているもので、コロ

ナで休校ということで致し方ない事情だと思い

ます。

今年度も当初予算で組まれているということ

で、もうコロナで休校というのは恐らく考えら

れないかと思いますので、またしっかりと活用

していただいて、先ほどの話で代替ができるも

のであれば代替していただくような形でしっか

り届けていただければ、学校側の負担があれば、

それは別ですけれども、そのあたりも含めてお

願いしたいと思います。

それからもう一つ、消費形態の変化に対応し

た加工食品の開発が３件ということですが、こ

れについて具体的に教えてもらうとありがたい

と思います。

○松田農業流通ブランド課長 報告書の260ペ

ージの一番下ですけれども、東京にファンデリ

ーという会社がございまして、その前の年度も

日向夏やキンカンを加工していただいた経緯が

ございます。ここでヘベスとブリを活用した加

工品を1,000食ほど使っていただいて、ネット

販売を実施しています。

それから、京都のくず氷というアイスキャン

ディーですけれども、そこでマンゴーですとか

ヘベス、グレープフルーツ、そういった宮崎県

産のフルーツを使っていただいて、アイスキャ

ンディーの種類をいろいろ出していただいたと

いう取組がございます。

あとはみやざき地頭鶏におきまして、これは

嗜好品ですが、貯蔵もできる缶詰という形で商

品を出したところでございます。

○右松委員 食品加工の分野も非常に重要です

から、このあたりの食品開発の進捗と技術移転

については、できるだけ地場の食品加工関連の

会社や企業に技術移転を積極的にしていただき

たいということで、以前からそういう話はして

おりましたけれども、簡単で構いませんから、

技術移転も含めてうまくいっているのか、全体

像で構いませんので、進捗を教えてもらうとあ

りがたいと思います。

○松田農業流通ブランド課長 御指摘のとお

り、宮崎県は原料をつくる県で、なかなか加工

でもうけが出ないというところありまして、そ

こをできるだけ地場の企業に担っていただきた

いというところで推進、あるいはローカルフー

ドプロジェクトという活動も入ってのことです

けれども、県内の企業の中で、県産食材を見直

して商品化していこうという気運は非常に高

まってきていると思います。

先ほど御質問がございました学校給食、特に

水産物に関しましては、加工の取組が少し弱

かったわけですけれども、学校給食への提供を

通じましてどういった加工をすれば給食で使っ

ていただけるか、あるいはＢｔｏＢですけれど

も、どうすれば事業者に取り扱っていただける

かといったところも実感しながら加工に取り組

むという形になってきていると考えてございま

す。

○右松委員 積極的に技術移転を進めていただ

いて、宮崎県の食品加工業を発展をさせていた

だくといいかなと思っていますので、よろしく

お願いしたいと思います。

○武田主査 ほかにございませんか。

それでは次に、農業普及技術課関連について

質疑をお願いいたします。

○満行委員 委員会資料の14ページ、償還金・

利子及び割引料について、先ほど不用額の説明

をいただきましたが、この執行の中身と再度、
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不用額の理由をお願いいたします。

○川上農業普及技術課長 償還金・利子及び割

引料の執行でございます。これは、※平成26年

度まで新規就農者の研修であったり、施設の整

備のために貸し付けておりました就農支援資金

というのがございまして─これはもう今現在

なくなっておりますけれども─それの原資分

を国に償還するための予算ということになりま

す。

繰上返還金は、予定を下回りましたので、そ

の分を返還額の減ということで不用額として計

上してございます。

○満行委員 これは全て国に対する償還金とい

うことでの予算執行ということですか。

○川上農業普及技術課長 国に対する償還でご

ざいます。

○満行委員 同じく15ページの償還金・利子及

び割引料についても説明をお願いいたします。

○川上農業普及技術課長 これは、農業改良資

金対策費でございまして、借受者からの償還が

見込みを下回ったために、不用額が113万円生

じたところでございます。

○満行委員 見込額を下回った、その理由を教

えてください。

○川上農業普及技術課長 確認しますので、少

しお時間をいただきたいと思います。

○満行委員 続けて、報告書の265ページに研

究員の学位取得支援が５人とありますが、これ

は継続的にやっている事業なのか。そして、今、

学位取得者がおられるのでしょうか。

○川上農業普及技術課長 昨年５名の支援をし

ております。そのうち、農業試験場が４名、水

産試験場１名でございます。このうち農業試験

場の１名が今年の３月に学位取得したところで

ございます。

○満行委員 継続事業ですか。

○川上農業普及技術課長 継続して支援してい

るところでございます。

学位取得が、本人たちのキャリアアップに

なったり資質向上につながっていく。また、県

としましても、公募型の試験研究につきまして

は、応募の際に博士号を取得している者の参加

が求められているということもございますの

で、外部資金の確保につながるということで継

続して支援しているところでございます。

○満行委員 学位取得された方が一人いらっ

しゃるということですけれども、この事業では

具体的にどういう支援を行うんでしょうか。

○川上農業普及技術課長 学位取得には、入学

から大体３年間かかりますので、３年間の授業

料がかかります。それには190万円ぐらいの費

用がかかるということですが、実際にはそのほ

かに交通費や文献の購入費などで300万円ぐら

いかかるということで、基礎的な190万円の３

分の１を上限に３年間支援するということで、

平均して年間約20万円の支援を行っているとこ

ろございます。

○満行委員 報告書の267ページに人材の育成

・確保を図るために研修を実施するとあります

けれども、どういう中身なのか教えてください。

○川上農業普及技術課長 これは、一般的に研

究員の資質向上を図るために外部の研修であっ

たり、他の試験場への視察だったり、そういっ

た広範囲な研究員や研究補助員を対象にした研

修を実施しているところでございます。

○濵砂委員 委員会資料の17ページ、工事請負

費の不用額1,200万円について、もう一度説明

※52ページに訂正発言あり
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をお願いします。

○川上農業普及技術課長 工事請負費の1,200

万円の不用額でございますが、これは茶業支場

の製茶実験室の建て替え工事を行いまして、そ

の入札残となっております。

○濵砂委員 分かりました。茶業ですが、今ど

ういう状況ですか。ここ近年の生産量の減少と

かそういうものは分かっていますか。

○海野農産園芸課長 本県のお茶につきまして

は、栽培面積が全国で第６位と主要な産地と

なってございますが、その面積、生産量につき

ましては、漸減しております。直近の令和３年

度の栽培面積が1,270ヘクタールということで、

毎年、少しずつではございますが面積が減少し

ており、それに伴いまして生産量も少しずつ

減ってきておりまして、直近の令和３年で

は3,000トンほどの生産量となってございます。

○濵砂委員 以前にも話したことがあるんです

が、茶業を廃業して伐根して、その後の土地利

用です。これは土地利用型農業ですが、この土

地利用への対策というのは何かされてますか。

○海野農産園芸課長 茶園を伐根してほかの作

物にすることにつきましては、お茶といいます

のが肥料をかなり投入しますことから、後に別

の作物を作るに当たっては、肥料バランス等の

関係で生育がうまくいかないというようなこと

がございますので、伐根後の土壌分析に基づく、

転換する品目に応じた施肥設計などの指導をい

たしまして、円滑な経営転換、あるいは、ほか

の品目の大規模生産者が円滑に元茶園であった

農地を利用できる形で支援しております。

○濵砂委員 御承知のとおりですが、非常に酸

度が高いんですよね。それを転換しないといけ

ない、変えていかないといけないということで

すから、なかなか次の作物にいくまでの時間が

かかる。その辺の対応をしっかりやっていただ

いて、農地が荒れ地にならないように、非常に

広い農地になるものですから、よろしくお願い

します。

続けて、同じく267ページに普及活動による

指導対象農業者数が年度別で出ておりますが、

平成29、30、令和元年までは大体３万台後半を

維持しているんですけれども、令和２年度にな

ると２万3,388人に激減しているんですが、こ

れはどういうことなんでしょうか。

○川上農業普及技術課長 指導対象農業者数

は、農業改良普及センターにおきまして、講習

会や栽培の研修会に参加した農業者の延べ人数

を指導対象者としてカウントしております。

令和元年までは３万人台ですけれども、令和

２年、令和３年減少したのは、コロナの影響で

感染拡大前に比較しますと、そういう講習会が

滞っている、減っているということで、参加人

数も減少している状況でございます。

○濵砂委員 もう１点、参加者の数が１万5,000

人ぐらい減少しているんですよ。回数が少な

かったということですか。講習会を開いた回数

が少なかったのか、参加者が少なかったという

ことなのか、どちらですか。

○川上農業普及技術課長 当初は、なかなか開

催できないということで、開催回数も減ったと

思いますけれども、後半ではウェブで開催した

りとか、対象農家によりますけれども、そういっ

たものが使えるところでは、ウェブでの研修会

とか検討会もやられています。ただ、全体的に

は回数が減ったことで人数が減っているのでは

ないかと考えております。

○濵砂委員 当初はコロナ禍の中でなかなか人
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を集めることができなかったかと思いますが、

今はどういう状況ですか。

○川上農業普及技術課長 今も影響はあります

けれども、先ほど言いましたように開催方法の

変更とか、あるいは個別巡回─農家を回って

指導、またはそういう形で研修することで、そ

こを補うような活動になるよう努力していると

ころでございます。

○右松委員 報告書の266ページの農事試験な

んですが、細かいところは結構ですから考え方

を少し教えてもらいたいんですけれども、試験

研究費は非常に重要だと思っています。本県の

底力を出していく上でも、研究費用というのは、

潤沢とまでは言わないけれども、できる限り必

要な経費をしっかり充てていくという考え方が

必要だと思います。令和３年度と２年度を比較

しても大体5,600万円というところです。これ

は上限というかシーリングがかかっているの

か。まず、予算編成の組み方の考え方というか、

特にこの研究費、農政水産部の中にもいろんな

試験場がありますので、ここでは農業普及に

なっていますけれども、このあたりのシーリン

グの在り方、予算の組み方、当然試験場から要

望が上がってくると思うんですが、この辺の基

本的な考え方を教えてもらうとありがたいで

す。

○川上農業普及技術課長 ※シーリングは当然

かかってくると思うんですけれども、ただ、研

究ということで、そこはしっかりと財政当局に

は主張しながら、予算編成時にはお願いしてい

るところでございます。

また、試験課題につきましては、部全体で試

験研究の課題の選定について会議をしまして、

行政課題も取組課題に取り入れるようにお願い

しながら、試験研究の設定を行っているところ

でございます。

○右松委員 財政課との調整もあると思うんで

すけれども、シーリングしてしまうと本県の発

展の阻害につながりかねないと。当然、必要な

シーリングも勿論ありますよ。限られた予算の

中で予算組みをしているわけですから。でも、

それが本県にとって必要な研究だということで

あれば、農事研究の予算をシーリングするとい

うのは、考え方としていかがかという思いはあ

ります。一課長としてはその考え方は間違い

じゃないと思います。間違いないと思うんだけ

れども、県全体の発展を考えたときに、研究費

がどれだけ大事かというのはお分かりいただけ

ると思います。他県の状況は分かりませんけれ

ども、恐らく北海道などは研究開発にかなりの

金額をかけているんじゃないかと思います。で

すから、そういうところと対等に戦っていくの

であれば、シーリングにもめり張りをつける必

要があると思っていますので、そのあたり、県

の発展のために集中的に研究しないといけない

案件が出てきたときに、それをどうさばいてい

くのか、部長、どうでしょうか。

○小林農政企画課長 大変申し訳ございませ

ん。答弁を訂正いたします。総合農政をはじめ

とする研究費につきましては、基本的な経費と

いうことでございまして、シーリングの対象と

なってございません。謹んでおわび申し上げま

す。予算額につきましては、担当課長が申し上

げましたとおり、その年々の主要研究事項等を

踏まえて精査し、その範囲内で考えていくこと

はございますけれども、シーリング対象といた

しまして、毎年一律幾ら削減ということには

※このページの右段に訂正発言あり
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なってございませんので、そこについてはしっ

かりと部として必要な額を精査をして、試験研

究を頑張っていきたいと考えております。

○右松委員 分かりました。常任委員会の県内

調査で水産試験場に行ったとき、国の研究と連

動してウナギの稚魚の研究をしておりました。

予算を引っ張ってくるというのは、大変な御苦

労もあると思うんですけれども、やはり県のた

めに大事な研究だということであれば、ありと

あらゆるコネクションを使いながら、本県に

とって必要な研究をしっかり進めていただける

ように、そして試験場から上がってくる要望に

関しては、見極める目というか、これは必要だ

という先見的な、長期的な視点も入れながら、

部長を含めてしっかりと部内で必要な経費を獲

得していただくようお願いします。

○久保農政水産部長 御指摘のとおり、試験研

究というのは本県の一次産業の発展のためには

大変重要なものと考えております。当然、水産

の試験も畜産の試験もございますので、しっか

りと将来を見据えながら対応していくことが必

要だと思います。

それから、県の予算だけでは限界もあります。

シーリングがないとはいえ、一定額は確保して

いてもやはり限界があります。先ほど水産の試

験について国とうまくやっているという話があ

りました。また、学位取得により国の競争資金

も取りやすくなるといった人的コネクションも

つくりながら、何とか国からの研究費を確保し、

将来を見据えて対応していくのは我々の務めで

ございます。しっかりと対応してまいります。

○ 原委員 試験研究費は、未来への投資とい

うことで大事なことです。知事も理解していた

だいていると思っていますけれども、今、資金

の話も出ましたが、ここで産地等と連携した研

究が８課題、それから革新的技術の研究が６課

題。企業秘密的なことがあるでしょうから、簡

単に中身を話せなければ結構ですけれども、ど

んな研究をやっていらっしゃるのか。

それから、公募型研究資金ってありますよね。

例えば、今、クラウドファンディングとかい

ろいろあるわけだけれども、国・県に資金がな

ければそういうところから確保して、あるいは

民間企業と連携して民間企業から資金を持って

くるとか、いろいろとやり方はあると思います。

そのあたりについて、ここにも公募型研究資金

の獲得につながるとあるので、ここのところに

ついて御説明ください。

○東総合農業試験場長 まず、このマーケット

対応型の研究課題の８課題ですが、主なものと

しましては、農業試験場においてはキュウリの

養液栽培です。１回見ていただいておりますけ

れども、養液栽培における技術の確立というこ

とで、この課題の中で取り組んでおります。

それから、中山間地関係の収益性の高い園芸

品目の生産技術の確立ということで、これも産

地等と連携をして、中山間地におけるトマトで

あったりとか、花でいきますと、リンドウ、ラ

ナンキュラス、そういったものが作られており

ます。最近は温暖化で秋口の気温が非常に高温

になるということで、そういう影響等が中山間

地においても出ておりますので、それを克服す

るための生産技術の確立を目指して取り組んで

おります。

また、中山間地関係ですけれども、クラフト

ビールの原料になりますホップの栽培技術―

これはひでじビールと連携して延岡市辺りに産

地ができておりますので、そこの栽培技術の確
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立に向けて、薬草センターが一緒になって取り

組んでいるところでございます。

あとは畑作園芸支場でジュース原料のニンジ

ンの高収益栽培技術の確立ということで、農協

果汁と連携しながら取り組んでいるところでご

ざいます。

それから、公募型研究資金につきましては、

国の競争的資金等がありますので、そちらの獲

得を目指すということで、予備的な試験等を

やっております。現在、こちらで取り組んでい

るのが、ホウレンソウにルテインという成分が

ありまして、これが目にいいということで、そ

ちらの高含有栽培─含有率を高める栽培技術

の確立等に取り組んでおりまして、こちらにつ

いては、令和５年度に競争的資金が獲得できる

よう取り組んでいるところでございます。

○川上農業普及技術課長 先ほど満行議員から

の御質問で、決算特別委員会資料の15ページの

農業振興費の償還金・利子及び割引料の中の農

業改良資金対策費について、借受者の償還が見

込みを下回ったと御説明申し上げました。

その理由としましては、借受者からの返還が

滞っておりまして、その回収がうまくできな

かったということで、今回不用額となっており

ます。平成13年までの貸付額の状況ですけれど

も、毎年償還していただくことになっておりま

すが、償還が滞っている者10名分について今回

不用額となった次第でございます。

市町村と連携しながら、今後、計画的な回収

に努めてまいりたいと思っております。

○満行委員 ということは、償還が進んでいな

いと、代位弁済もしないということですね。

○川上農業普及技術課長 全てがそうというわ

けではございませんけれども、結果的に令和３

年度につきましては10名の回収が滞ったという

ことになります。人によっては時々返還があり

ますけれども、その状況によって電話をしたり、

訪問して回収に努めているところございます。

○武田主査 それでは、農産園芸課関連で質疑

がありましたらお願いいたします。

○右松委員 委員会資料の21ページで執行率

が58.9％、翌年度繰越し分を含めて78.4％とい

う数字が出ています。産地パワーアップ計画支

援事業、それから強い産地づくり対策事業とい

うことで、入札残という説明がありましたが、

この入札残の状況について教えていただけると

ありがたいと思います。

○海野農産園芸課長 不用額９億6,300万円余

のうち、９割強が国の産地パワーアップ事業、

あるいは強い農業づくり交付金に関する入札残

でありますが、このうち７割強が令和２年度か

ら令和３年度に繰り越した事業の入札残による

ものでございます。

この令和２年度の国のコロナ対策予算等によ

りまして、ＪＡ宮崎経済連の茶総合拠点施設を

はじめとしました大型案件が採択されまして、

全体で24億4,000万円余を令和３年度に繰越し

を行い、その後に入札をいたしました結果、申

し上げましたような不用額が発生したものでご

ざいます。

○右松委員 この大型案件で令和２年度から令

和３年度に24億円の繰越しをしたということ

で、不用額が出ているわけですが、この案件に

ついてもう少し詳しく教えてもらえるとありが

たいと思います。

○海野農産園芸課長 申し上げましたＪＡ宮崎

経済連の茶総合拠点でございますが、11億3,000

万円余を繰越しさせていただきまして、その後、
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入札の結果、８億5,700万円余ということで事

業費が確定いたしました。

２億7,700万円余が不用額となったところで

ございますが、令和３年度中に工事が順調に進

みまして、令和４年３月までに竣工をいたしま

した。令和４年産のお茶につきましては、この

新たな総合拠点で取扱いがなされているところ

でございます。

○右松委員 分かりました。事業費が約８億円

で確定したということで、経費の削減になって

いると受け止めさせていただきました。

これは国の事業ということですが、執行残は

県に積立てができるわけですか、それとも国に

返還となるのか。こういった執行残についてど

のような取扱いをしているのか、そこを最後に

お伺いしたいと思います。

○海野農産園芸課長 端的に申しますと、国に

お返しすることになります。実際には、入札で

確定した事業費について国から交付を受けると

いう形になってございます。予算額と確定額と

の差額が県に残るという性格のお金ではござい

ません。

○右松委員 執行残で代替事業もできないで

しょうし、この予算の組み方がどういうものな

のか分かりませんでしたが、やはり国のそう

いった予算というのはしっかりと有効活用して

いただければよいかと思います。

○ 原委員 報告書の277ページのライチです。

これは令和２年度の当初予算の審議のときに、

華々しくこれからライチに取り組むんだという

ことで打ち出されて、かなりマスコミにも取り

上げられたように思います。

約１年半経過したわけですが、産地拡大支援

が２集団となっていますけれども、この現状が

どうなっているのか、どれぐらいの売上げにつ

ながっているかとか、将来の見込み等々教えて

ください。

○海野農産園芸課長 御指摘のライチにつきま

しては、完熟マンゴー「太陽のタマゴ」に次ぐ

本県のブランド果樹の期待品目として、平成17

年から導入を進めてまいりました。

国内のライチのほとんどが輸入の冷凍物で、

ほかに国内の先進地等がない中、手探りの状態

で栽培技術の確立なり販路の開拓を進めてまい

りました。

令和４年、直近の栽培面積は5.6ヘクタール

まで拡大しておりまして、出荷量は、集荷団体

にお伺いした数字でありますが、初めて10トン

を突破したというところで、少しずつでありま

すが、出荷量も増えております。

面積に対する出荷量を割り算しますと、私ど

もの目標が10アール当たり１トンを目指してこ

の栽培技術を確立していこうということで、生

産者指導・助言をしているんですけれども、ま

だまだこの目標収量に届いていないということ

で、今後も、栽培技術の確立・普及と同時に、

有利な販路の開拓を進めながら、ライチの振興

に取り組んでまいりたいと考えております。

○ 原委員 今市場に出回っているんですか。

○海野農産園芸課長 既に市場に出荷され販売

されております。

○ 原委員 まだ少ないでしょうけれども、売

上げ金額はどれぐらいになるんですか。

○海野農産園芸課長 出荷団体にお伺いしまし

たところ、直近、10トンを販売した販売額

が5,100万円余ということで、まだまだ少ない

金額でございます。

○ 原委員 栽培地域はどのあたりですか。
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○海野農産園芸課長 最も面積が大きいのが新

富町でございます。あと宮崎市でありますとか、

今回の事業でも支援をしました綾町、こういっ

たところが大きなところとなってございます。

○ 原委員 ２集団となっていますけれど、こ

の集団というのはどういうことですか。

○海野農産園芸課長 少々お待ちください。

○川上農業普及技術課長 すみません。先ほど

の発言で１点修正をお願いしたいと思います。

満行議員の御質問に答えたときに、※就農支

援資金の借受者の償還が平成26年度と申し上げ

たんですけれども、平成13年度でございます。

平成13年まで県が直接貸し付けていたもので、

今その返還の事務を行っているということでご

ざいます。失礼いたしました。

○海野農産園芸課長 失礼いたしました。２件

のライチの産地拡大支援団体の内訳でございま

すが、一つは、綾町のライチ産地づくりのグル

ープでございます。それからもう一つは、この

綾町を含めます県内全体の生産者でもってライ

チ研究会という学習組織をされておりまして、

そこに対する支援ということでございます。

○ 原委員 この事業の令和４年度の当初予算

額の特徴が書いてあるんですけれども、ライチ

については令和４年度の予算というのはないん

ですが、もうやらないということじゃないと思

うんですが、なぜ令和４年度の予算はここに計

上されていないのか、括弧書きがないのかなと、

力を入れていくんであればここに記載がないと

いけないですね。

○海野農産園芸課長 御指摘の事業の令和４年

度の欄が空欄ということにつきましては、この

事業が令和３年度までの事業で、一旦この事業

としては終わりといなることによるものであり

ます。申し上げましたように、ライチにつきま

しては、引き続き、生産・販売両面からの指導

を継続してやってまいります。

○武田主査 ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○武田主査 ほかになければ、以上をもって、

農政企画課、農業流通ブランド課、農業普及技

術課、農業担い手対策課、農産園芸課の審査を

終了いたします。

執行部にお願いいたします。円滑な分科会運

営のため、答弁は明確に行っていただくようお

願いします。

暫時休憩いたします。

午前11時52分休憩

午後１時７分再開

○武田主査 分科会を再開いたします。

これより農村計画課、農村整備課、水産政策

課、漁業管理課、畜産振興課、家畜防疫対策課

の審査を行います。

令和３年度決算について、各課の説明を求め

ます。

○戸髙農村計画課長 農村計画課の令和３年度

の決算状況等につきまして御説明いたします。

決算特別委員会資料の３ページを御覧くださ

い。

農村計画課は一般会計のみで、表の上から６

段目にありますように、最終予算は33億2,781

万3,000円、支出済額は28億234万656円、翌年

度への明許繰越額は５億1,694万5,000円で、不

用額は852万7,344円、執行率は84.2％であり、

繰越額を含めた執行率は99.7％でございます。

次に、決算事項別説明について御説明いたし

※72ページに発言訂正あり
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ます。

決算特別委員会資料の23ページを御覧くださ

い。

（目）農業総務費でございます。不用額が147

万9,827円であります。不用額の主なものは、

上から８段目の委託料であります。これは、主

に公共工事品質確保強化事業において、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により工事点検回数

が減少したことなどによるものであります。

24ページを御覧ください。

（目）農地総務費につきましては、執行率

は72.3％で、翌年度繰越額を含めますと99.9％

であります。

次に、25ページを御覧ください。

（目）土地改良費でございますが、不用額が463

万370円であります。不用額の主なものは、県

単の農業農村整備計画策定事業による補助金の

執行残のほか、新型コロナウイルス感染症の影

響により県外出張等の取りやめに伴う旅費の執

行残であります。

次に、（目）農地調整費でございますが、不

用額が147万1,614円であります。不用額の主な

ものは、次のページの上から４段目の委託料で

ございます。これは、主に自作農財産管理処分

事業による食料や除草等の入札の執行残による

ものでございます。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

その主なものを御説明いたします。

別冊の主要施策の成果に関する報告書の280

ページを御覧ください。

地籍調査につきましては、土地情報の明確化

を図る基本的な調査で、土地所有に関する権利

の保全及び明確化が図られることで、公共工事

の円滑化や大規模災害後の復旧復興の迅速化な

ど、県土の計画的適正な利用に寄与しておりま

す。

令和３年度は、宮崎市ほか15市町村及び南那

珂森林組合において、71平方キロメートルで地

籍調査を実施した結果、令和３年度末の進捗率

は72.2％となっております。

次に、282ページを御覧ください。

１段目の土地改良事業負担金につきまして

は、国営土地改良事業に係る県の負担金であり、

７地区で執行いたしました。

次に、２番目の改善事業、スマート畑かん大

規模経営体育成支援事業につきましては、畑か

んの散水作業の省力化を進めるため、スマート

農業技術を活用した自動かん水装置の実証試験

により、給水栓の開閉、手間の軽減に取り組む

とともに、実演会等で自走式散水機や小型動力

巻取り機の体験機会を提供し、導入を促進する

ことで、散水器具設置、撤去の手間の軽減に取

り組みました。

283ページを御覧ください。

一番上の新規事業、簡易基盤整備加速化事業

につきましては、畦畔除去等による簡易な基盤

整備の取組が可能な地域の選定と、選定地域に

おける農地の高低差、耕作情報等の整理・図化

を行い、関係市町村等と連携し、簡易な基盤整

備の推進に取り組みました。

以上が主要施策の成果でございます。なお、

監査における指摘事項については該当ございま

せん。

○鳥浦農村整備課長 お手元の決算特別委員会

資料の３ページを御覧ください。

農村整備課は一般会計のみでございます。表

の中ほど、農村整備課の欄を御覧ください。

最終予算額は181億5,672万7,000円に対しま
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して、支出済額は123億5,574万5,377円、翌年

度への明許繰越額は51億9,846万8,110円、事故

繰越額は４億1,354万6,000円、不用額は１

億8,896万7,513円で、執行率は68.1％。繰越額

を含めた執行率は99％でございます。

次に、事項別明細について御説明いたします。

委員会資料の27ページを御覧ください。

（目）農業振興費でございます。不用額が417

万8,360円。執行率は88.2％。翌年度繰越額を

含めますと99.8％であります。不用額の主なも

のは、下から３段目の負担金・補助及び交付金

であります。これは、主に環境保全型農業直接

支払交付金について、取組実績が見込みを下

回ったことなどによるものであります。

28ページを御覧ください。

（目）農地総務費につきましては、不用額

が3,550万1,778円であります。これは、県単独

費で支出を予定いたしておりました人件費の一

部を、補助公共事務費に振り替えたことによる

ものであります。

（目）土地改良費につきましては、執行率

は65.7％で、翌年度繰越額を含めますと、99.9

％であります。

29ページを御覧ください。

（目）農地防災事業費につきましては、不用

額が179万8,000円。執行率は58％で、翌年度繰

越額を含めますと、99.9％であります。

30ページを御覧ください。

不用額は上から２段目の負担金・補助及び交

付金であります。これは、農地の防災機能増進

事業について、排水機場における耐震対策工事

の詳細設計の結果により、対象事業費が減額と

なったことによるものであります。

（目）耕地災害復旧費につきましては、不用

額が１億4,653万8,000円。執行率は68.7％で、

翌年度繰越額を含めますと87.6％であります。

不用額の理由といたしましては、災害復旧に係

る国の予算措置が次年度以降となったことによ

るものであります。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主な事業を御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書

の284ページを御覧ください。

中山間地域等直接支払交付金事業につきまし

ては、中山間地域において集落協定に基づく共

同での水路や農道の維持管理など、農業生産活

動等を維持する活動において、349協定に対し

て支援いたしまして、継続的な農業生産活動や

多面的機能の維持確保、耕作放棄地の発生防止

が図られました。

続きまして、285ページを御覧ください。

表の一番上、多面的機能支払交付金事業につ

きましては、農地周辺の草刈りなどの基礎的な

活動を行う農地支払いにおいて、463組織に対

して支援し、制度の取組面積は２万5,793ヘク

タールであり、農業農村の有する多面的機能の

維持発揮が図られました。

次に、286ページを御覧ください。

上から２段目の改善事業、魅力あるふるさと

環境づくり事業につきましては、宮崎市の大淀

川右岸地区ほか19地区において、パイプライン

の補修や営農飲雑用水施設の整備などの支援を

行いました。

次の改善事業、農地集約化促進基盤整備事業

につきましては、宮崎市の瓜生野原田地区ほ

か14地区において、畦畔除去などの支援を行い

ました。

次の県営畑地帯総合整備事業につきまして
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は、三股町の高才第１地区ほか48地区において、

国営関連事業として、畑地かんがい施設などの

整備を行いました。

次に、287ページを御覧ください。

一番上の県営経営体育成基盤整備事業につき

ましては、宮崎市の村内地区ほか12地区におい

て、水田の区画整理などを行いました。

次に、288ページを御覧ください。

一番上の県営広域営農団地農道整備事業につ

きましては、延岡市及び門川町の沿海北部６期

地区において、広域農道の整備を行いました。

次に、一番下の中山間地域総合整備事業につ

きましては、高千穂町の上野地区ほか５地区に

おいて、農業用用排水路や営農飲雑用水施設な

どの整備を行いました。

次に、289ページを御覧ください。

上から２段目の県営ため池等整備事業につき

ましては、宮崎市の仁庄屋地区ほか30地区にお

いて、ため池の堤体の改修や用水路の整備を行

いました。

次に、290ページを御覧ください。

上から２段目の県営水質保全対策事業につき

ましては、えびの市の新田・長江浦地区ほか２

地区において、硫黄山噴火対策として、水質監

視・緊急取水停止システムなど、農業用水の確

保のための整備を行いました。

次に、291ページを御覧ください。

一番上の団体営耕地災害復旧事業につきまし

ては、えびの市ほか17市町村288か所で、農地

や農業用施設の災害復旧の支援を行いました。

今後も事業効率の早期発現のため、効率的か

つ効果的な事業実施を図ってまいりたいと考え

ております。

以上が主要政策の成果でございます。

なお、監査における指摘事項については、該

当ございません。

○大村水産政策課長 お手元の決算特別委員会

資料の３ページを御覧ください。

一般会計の下から４番目の水産政策課の欄を

御覧ください。

最終予算額は、23億7,728万9,000円に対しま

して、支出済額は21億9,495万5,912円であり、

不用額は１億8,233万3,088円であります。執行

率は92.3％でございます。

次に、特別会計の水産政策課の欄を御覧くだ

さい。

最終予算額２億3,387万6,000円に対しまし

て、支出済額は5,275万1,907円であり、不用額

は１億8,112万4,093円、執行率は22.6％でござ

います。

続きまして、決算事項別明細について御説明

いたします。

32ページを御覧ください。

（目）水産業総務費の不用額は542万3,635円

でございますが、これは、主に漁業調査船みや

ざき丸新船建造の現地打合せに係る旅費などの

執行残でございます。

次に、33ページを御覧ください。

（目）水産業振興費の不用額が１億6,537

万3,409円でございます。執行率は78.4％となっ

ております。これは、主にコイヘルペスウイル

ス病の発生がなかったことにより、コイの処分

費用などが不用となったことによるものでござ

います。

34ページを御覧ください。

（目）水産業協同組合指導費の不用額が163

万2,980円でございます。これは、主に養殖共

済の赤潮特約の掛金を助成している漁業共済普
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及促進事業の補助金額が確定したことに伴うも

のでございます。

その下の（目）水産試験場費の不用額が990

万3,064円でございます。これは、新型コロナ

ウイルス感染拡大によるオンライン会議への変

更による県外出張の中止などに伴う執行残や、

漁海況調査事業の分析委託などの入札残でござ

います。

次に、36ページを御覧ください。

宮崎県沿岸漁業改善資金特別会計でございま

す。

（目）水産業振興費の不用額が１億8,112

万4,093円、執行率は22.6％でございますが、

この特別会計につきましては、宮崎県歳入歳出

決算審査意見書においても意見留意事項等をい

ただいておりますので、後ほど一括して説明さ

せていただきます。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主な事業を御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の293ページ

を御覧ください。

上から２段目の新規事業、漁業調査船みやざ

き丸新船建造事業につきましては、本県漁業者

の生産性向上を図るため、先進的な調査研究や

資源調査が可能となる最新鋭の漁業調査船の建

造に着手したところでございます。

その次の新規事業、流通・販売イオベーショ

ン創出事業につきましては、県内水産物の付加

価値向上と販路拡大のため、カツオを活用した

加工品の開発や、県産サーモンのフィレ製品の

試験販売など、３件の商品開発を支援するとと

もに、テレビやラジオでフェアの周知やプレゼ

ント企画を行うなど、本県水産物の魅力発信に

取り組んだところでございます。

294ページを御覧ください。

上から４段目の新規事業、海の担い手イオベ

ーション事業につきましては、漁業の担い手を

確保・育成するため、宮崎県漁村活性化推進機

構を中心として、漁業就業情報の発信や都市部

での就業フェアへ出店するとともに、延べ11人

の就業希望者に対して漁業現場での研修を実施

し、うち受講生３名の新規就業につなげたとこ

ろでございます。

また、漁業者に対して、県で開発した漁場を

見える化した操業支援アプリの利用普及など、

漁業の生産性向上や新規就業者の育成強化にも

取り組んだところでございます。

295ページを御覧ください。

上から３段目の新規事業、新漁法モデル実証

普及事業につきましては、漁業就業者の確保と

定着を図ることを目的に、複合経営による漁業

所得の向上が見込め、本県では新たな漁法とな

る小型底定置網漁法について、公益社団法人宮

崎県漁村活性化推進機構と連携して実証を行っ

たところでございます。

次の新規事業、新たな養殖生産創出事業につ

きましては、現在、冬場に出荷されている養殖

ブリにつきまして、単価の高い夏場に出荷でき

るようにするため、通常の採卵時期をずらしま

して、夏場の採卵によるブリ人工種苗の生産・

供給体制を構築することに対して支援を行い、

県内養殖業者への供給を図ったところでござい

ます。

その下の新規事業、養殖生産緊急対策事業に

つきましては、元栽培漁業センターの種苗生産

棟冷却システムの設備改修を行い、先ほど説明

しました超早期ブリ人工種苗の生産供給体制を

強化したところでございます。
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次に、296ページを御覧ください。

一番上の新規事業、漁業経営基盤強化支援事

業につきましては、漁業用機器などを一体的に

維持強化する漁業者グループへ支援を行い、コ

ロナ禍における経営基盤の強化を図ったところ

でございます。

一番下の水産業試験事業につきましては、水

産資源関係では、スマート水産業を実現するＩ

ＣＴ活用による漁海況情報システムの開発など

４課題、増養殖・漁場保全関係では、アカアマ

ダイの種苗生産技術の開発など４課題、経営流

通・加工関係では、攻めの水産業に導く流通加

工技術の開発など４課題、内水面増養殖関係で

は、チョウザメ効率的種苗生産技術開発など４

課題、計16課題の試験研究に取り組んだところ

でございます。

以上が主要施策の成果でございます。

次に、監査における指摘事項について御説明

いたします。

再度、決算特別委員会資料にお戻りいただき、

７ページを御覧ください。

表の下のほうになりますが、（４）物品の管

理についてでございます。

指摘事項のその下のところですが、公用車の

運行管理について使用承認および報告確認手続

が一定期間行われていなかったという指摘内容

でございます。これにつきましては、監査を受

けた直後から、安全運転管理担当者と整備管理

担当者が互いに公用車の使用承認、報告確認を

行うことで、運行管理を徹底するよう改善した

ところでございます。

今後の運行管理につきましても、引き続き再

発防止に努めてまいります。

最後に、別冊資料の令和３年度宮崎県歳入歳

出決算審査意見書の36ページを御覧ください。

沿岸漁業改善資金特別会計につきましては、

沿岸漁業改善資金助成法に基づき、県が沿岸漁

業従事者等に対して行う経営改善資金などの貸

付け事業の経理を行うために設置されたもので

ございます。

まず、歳入の欄を御覧ください。

調定額２億6,765万6,907円、収入済額２

億6,765万6,907円となり、収入未済額はござい

ません。

その下の歳出の不用額の欄を御覧ください。

不用額の１億8,112万4,093円でございます。

これは、主に貸付金の執行残として、不用額

との扱いとなりますが、実質的には翌年度に繰

越し、過去の貸付けの償還金と合わせて翌年度

以降の貸付財源となるものでございます。

最後に、一番下の意見・留意事項等にありま

すとおり、「資金の利用促進に努めているもの

の、歳出予算現額２億3,387万6,000円と支出済

額5,275万2,000円に依然としてかい離があるこ

とから、より一層の資金の有効活用が望まれる」

との意見でございます。

歳出予算現額と支出済額に乖離が生じた原因

としましては、当初、予定していた貸付額に対

して貸付実績額が少なかったことによるもので

ございます。近年は、本資金の貸付対象となり

ますエンジンなどの機器の整備に係る国の補助

事業等で創設されましたことから、資金需要が

伸び悩んでいるということも要因の一つとなっ

ております。

しかしながら、当資金は漁業者の経営安定や

就業者の養成確保を図る上で大変有効な資金で

ありますことから、引き続き、農林振興局や関

係団体と連携して、一層の資金活用について周
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知を図るなど、さらなる貸付実績の向上に努め

てまいります。

○赤嶺漁業管理課長 決算特別委員会資料３ペ

ージを御覧ください。

漁業管理課は一般会計のみでございます。

一般会計、下から４行目の漁業管理課の欄を

御覧ください。

最終予算額67億3,215万6,000円に対しまし

て、支出済額は38億334万9,447円、翌年度への

明許繰越額は28億1,608万7,000円、不用額は１

億1,271万9,553円で、執行率は56.5％、繰越額

を含めた執行率は98.3％でございます。

次に、決算事項別明細について御説明いたし

ます。

37ページを御覧ください。

（目）水産業振興費の不用額が5,480万9,038

円、執行率は48.5％、翌年度繰越額を含めます

と97％であります。

38ページを御覧ください。

不用額の主なものは、節の上から７段目の負

担金・補助及び交付金でございますが、これは

種子島周辺漁業対策事業における事業費の確定

に伴う執行残などによるものであります。

（目）漁業調整費の不用額が134万411円であ

ります。不用額の主なものは、漁業調整委員会

及び内水面漁場管理委員会の委員報酬及び旅費

の執行残によるものであります。

39ページを御覧ください。

（目）漁業取締費の不用額が825万8,072円で

あります。不用額の主なものは、漁業取締り船

たかちほの修繕費といった需用費が見込みを下

回ったことによるものであります。

（目）漁港管理費の不用額は307万2,536円で

あります。不用額の主なものは、県が管理する

施設の修繕に係る費用が見込みを下回ったこと

や、オンライン会議等の普及により、旅費など

の事務費が抑えられたことなどによるものでご

ざいます。

40ページを御覧ください。

（目）漁港建設費の不用額が762万2,000円、

執行率は54.9％で、翌年度繰越額を含めます

と99.8％であります。不用額の主なものは、農

山漁村地域整備交付金事業における事業費の確

定に伴う執行残などによるものであります。

41ページを御覧ください。

（目）海岸保全費の不用額が2,120万円、執

行率は37.3％であります。不用額の主なものは、

節の上から４段目の委託料でございますが、こ

れは流木等が漁港海岸へ大規模に漂着した場合

に備えまして、撤去処分費を計上しておりまし

たが、撤去処分が発生しなかったことによるも

のでございます。

（目）水産災害復旧費の不用額が1,561万1,000

円、執行率はゼロ％であります。これは、水産

施設の被災に対する復旧予算として計上してお

りましたが、水産施設においては災害が発生し

なかったため、不用額となっております。

続きまして、主要施策の成果について主な事

業を御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の299ページ

を御覧ください。

一番上の改善事業、資源管理イオベーション

推進事業では、本県の沿岸漁業の持続的利用を

推進するため、本県漁業で利用されております

アマダイなど10種類の魚の資源評価を行いまし

た。

また、アマダイ類につきましては、資源回復

計画に基づき、漁獲量の管理や禁漁期の設定な
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どによる資源回復措置を継続するとともに、種

苗生産技術開発と稚魚放流を行いました。併せ

て、漁業者が行います藻場や干潟等の漁場保全

活動の支援にも取り組んだところでございま

す。

次の、うなぎ資源持続的利用対策事業では、

ウナギ養殖場の持続的かつ健全な発展を図るた

め、一般財団法人宮崎県内水面振興センターと

連携いたしまして、県内で採捕されたシラスウ

ナギの数量管理や密漁の抑止、また流通の適正

化と受入れ数量管理に係る指導・監視を実施し

たところでございます。

300ページを御覧ください。

一番上の新規事業、「みやざきモデル」に対

応した内水面活性化事業では、内水面漁業の振

興と新型コロナ対策とが両立する遊漁環境整備

を整備するため、遊漁券販売の電子化システム

導入の補助を行うとともに、釣り人等に対する

感染防止対策の徹底を周知するため、河川パト

ロールによる啓発リーフレットの配布などを

行ったところでございます。

次の、水産基盤整備事業（漁場）では、既存

の漁場機能を強化するため、延岡地区と都農地

区で魚礁の設置工事を実施するとともに、稚魚

の生息の場となる藻場礁の設置工事を、延岡市

北浦町ほか２か所で実施したところです。

301ページを御覧ください。

一番上の水産基盤整備事業（漁港）では、水

産流通基盤整備事業において、水産物の品質確

保や流通機能の強化を図るため、北浦漁港の防

波堤や岸壁工事を実施したところであります。

また、水産物供給基盤機能保全事業において、

老朽化によって更新が必要となった漁港施設の

長寿命化を図るため、野島漁港ほか７港で老朽

化対策工事を実施したところでございます。

さらに、漁港施設機能強化事業において、大

堂津漁港ほか３港の地震・津波対策工事を実施

するとともに、水産生産基盤整備事業では、川

南漁港ほか１港の防波堤工事を実施したところ

でございます。

漁港施設の設備につきましては、引き続き、

地震・津波対策として、防波堤等の整備を推進

するなど、施設の強化対策に取り組んでまいり

ます。

以上が、主要政策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項については該

当ございません。

○林田畜産振興課長 お手元の決算特別委員会

資料、３ページを御覧ください。

畜産振興課におきましては、一般会計のみを

計上しており、一般会計の下から２行目、畜産

振興課の欄になります。

令和３年度の最終予算額の計が99億6,617

万4,842円で、支出済額が50億4,719万198円と

なっております。

翌年度への明許繰越額は39億8,702万4,000

円、事故繰越額は７億5,826万9,000円、不用額

は１億7,369万1,644円で、執行率は50.6％、繰

越額を含めた執行率は98.3％でございます。

次に、決算事項別明細について御説明いたし

ます。

43ページを御覧ください。

（目）畜産総務費につきましては、不用額が133

万1,466円でございますが、これは、職員の人

件費に係る執行残でございます。

次に、（目）畜産振興費につきましては、不

用額が１億6,988万4,401円、執行率が42.7％、

翌年度繰越額を含めますと98％でございます。
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不用額の主なものは、負担金・補助及び交付金

で、これは、主に畜産競争力強化整備事業、

―いわゆる畜産クラスター事業の実施におけ

る入札残によるものでございます。

続きまして、（目）畜産試験場費につきまし

ては、不用額が247万5,777円でございます。こ

れは、主に会計年度任用職員費や庁舎の管理運

営費の執行残によるものでございます。

続きまして、主要施策の成果について、その

主なものを御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の304ページ

を御覧ください。

施策推進のための主な事業及び実績の表を御

覧ください。

１段目、畜産競争力強化整備事業―いわゆ

る畜産クラスター事業では、地域での生産性向

上や増頭に向けた取組として、畜舎や堆肥舎等

の整備及び家畜の導入を支援した結果、生産基

盤の強化が図られ、県内の繁殖雌牛頭数は増加

しているところでございます。

続きまして、305ページを御覧ください。

一番下の新規事業、肉用牛肥育経営担い手指

導体制構築事業では、ＪＡ宮崎経済連等の関係

機関が保有する肉用牛肥育経営・技術のデータ

ベースと連動した技術・経営分析システムを整

備しまして、肥育農家等に対し、より精密なコ

ンサル指導を展開することで、肥育農家経営の

安定化を図ってまいりました。

続きまして、306ページを御覧ください。

３段目の新規事業、肉用牛肥育経営体質強化

緊急対策事業では、コロナ禍により厳しい経営

環境に置かれている肉用牛肥育経営体がコスト

低減等の体質強化に資する取組を実践し、継続

して価格安定制度に加入する場合、その生産者

負担金の一部を助成することで負担軽減を図り

ました。

続きまして、307ページを御覧ください。

２段目の新規事業、牛・人・草が紡ぐひなた

の畜産魅力アップ事業では、スマート畜産を促

進するための取組として、牛舎の整備支援を行

いました。また、畜産経営魅力アップの取組と

して、酪農経営における生産性低下を引き起こ

す原因菌の検査・分析への支援及び飼養環境改

善の取組支援を実施し、生産性の向上を図りま

すとともに、酪農・肉用牛における生産・経営

のデータベースを構築・活用した支援・指導、

ホームページやＳＮＳでの情報発信等を行い、

経営感覚に優れた畜産経営体の育成を図ってま

いりました。

また、飼料生産効率化促進の取組として、コ

ントラクター組織に対する研修会や現地調査を

実施し、資質向上及び組織間の連携強化を図っ

たところでございます。

次の、畜産バイオマスエネルギー利活用支援

では、家畜排せつ物の高度利用及び適正処理の

推進に向け、牛ふん燃焼技術に関する調査を行

いますとともに、畜産環境について専門的な知

識を持つ畜産環境アドバイザーを育成いたしま

した。

以上が主要政策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項につきまして、

決算特別委員会資料の７ページを御覧くださ

い。

畜産振興課は２件ございます。

まず１件目は、指摘事項（２）支出事務の１

行目、「会計年度任用職員の報酬について、支

給不足となっているものが散見された」という

指摘内容でございます。これは、畜産試験場に
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おいて、会計年度任用職員の時間外勤務につい

て当該手当で支給せずに報酬単価にて支払って

いたため、支給不足が生じたものであります。

今後は、担当内で相互確認を行うとともに、

チェック体制の強化を行い、適正な事務処理に

努めてまいります。

もう一つの指摘事項は、指摘項目（４）物品

の管理の２行目、「生産物の処分について、処

分伺が作成されていなかった」という指摘内容

でございます。これは、畜産試験場から家畜保

健衛生所へ受精卵を払い出す際に、処分伺を作

成していなかったというものでございます。今

後は関係機関、担当部と連携しながら、適切な

時期に処分手続が行えるよう、チェック体制を

強化し、適正な事務処理を行ってまいります。

○丸本家畜防疫対策課長 決算特別委員会資料

の３ページを御覧ください。

家畜防疫対策課におきましては、一般会計の

みを予算計上しております。

一般会計の一番下、家畜防疫対策課の欄を御

覧ください。

令和３年度の最終予算額は、９億5, 2 0 7

万1,000円で、支出済額は６億9,494万7,906円

となっております。

翌年度への明許繰越は763万9,000円、不用額

は２億4,948万4,094円となっております。執行

率は73％であり、繰越額を含めた執行率は73.8

％となっております。

次に、決算事項別明細につきまして御説明い

たします。

46ページを御覧ください。

当課におきましては、（目）家畜保健衛生費

のみでありまして、不用額及び執行率は、先ほ

ど御説明いたしましたとおりとなっておりま

す。不用額の主なものにつきましては、口蹄疫

や鳥インフルエンザ等の家畜伝染病が発生した

場合の初動防疫に要する経費を予算計上してお

りましたが、これらの伝染病の発生がなかった

ことによるものであります。

続きまして、主要施策の成果について、その

主なものを御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の310ページ

を御覧ください。

表の１番目、家畜防疫体制整備事業につきま

しては、県内の野鳥ふん便から高病原性鳥イン

フルエンザウイルスが検出されたこと、隣県養

鶏場にて本病が発生したことを受け、令和３

年12月２日から令和４年３月31日までの期間に

おいて、緊急消毒命令を発令し、928の養鶏農

場に対しまして、約１万8,000袋の消石灰を配

布いたしました。

また、年末年始に本病が発生した場合を想定

しまして、防疫措置に必要な資材の搬送を速や

かに行うため、輸送用トラックの事前借り上げ

を実施いたしました。

表一番下のＡＳＦ等重要疾病対策強化事業に

つきましては、国内での豚熱に関して、本州地

域において野生イノシシでの感染地域が拡大し

ていることから、捕獲した野生イノシシの血液

を用いた検査を実施し、県内への広がりがない

ことを確認しました。

また、牛伝染性リンパ腫、いわゆるＢＬにつ

きましても、家畜保健衛生所で抗体検査を実施

し、地域ぐるみの正常化対策を支援しました。

311ページを御覧ください。

表の１番目、新規事業、みやざきの家畜防疫

強靭化事業につきましては、県内へのウイルス

侵入防止対策をより強化するため、水際団体が
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行う靴底消毒などに対し、消毒資材の導入支援

を行うとともに、地域防疫の核となる市町村自

衛防疫推進協議会が行う自主的な活動に対する

支援や防疫資材の導入支援を行いました。

312ページを御覧ください。

施策の進捗状況ですが、これらの事業展開や

家畜防疫員による巡回指導を実施しながら、農

場の飼養衛生管理基準の遵守を推進しておりま

すが、昨年度の遵守状況は92.3％と、前年度を

僅かに下回る結果となりました。巡回農場数

は4,292農場、防疫演習実施回数は17回となっ

ております。

遵守状況が前年度を下回った要因としまして

は、令和２年度から３年度にかけまして、遵守

すべき項目の追加や基準の厳格化などの改正が

行われており、令和３年度は新基準での初めて

の調査であったことから、特に農場数が多い牛

農家において、新基準を満たさなくなった農場

があり、全体として遵守率が低下したものであ

ります。

引き続き、厳格化された基準の周知と指導の

ための巡回を行いまして、農場防疫レベルの向

上を図ってまいります。

以上が主要施策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項につきまして、

決算特別委員会資料の７ページを御覧くださ

い。

家畜防疫対策課は１件ございます。

指摘項目（３）契約事務の１行目、「庁舎機

械警備業務委託について、入札とすべきものを

随意契約としていた。また、予定価格調書が作

成されていなかった」という指摘内容でありま

す。

これは、延岡家畜保健衛生所での庁舎機械警

備業務委託について、長期継続契約額の積算額

が100万円を超えており、本来、一般競争入札

か指名競争入札にすべきところを、５社で見積

もり合わせを行った上で随意契約を行ったもの

であります。また、予定価格調書を作成すべき

ところを作成していなかったものであり、今後

は、会計課が作成している研修資料を参考にす

るなど、関係職員の事務のスキルアップを図り、

複数職員でのチェック体制を強化し、適切な事

務処理に努めてまいります。

○武田主査 執行部の説明が終了しました。委

員の皆様から質疑はございませんか。

まず、農村計画課関連からお願いいたします。

○右松委員 主要施策の成果に関する報告書

の280ページ、地籍調査事業です。

一生懸命取り組んでいただいておりますが、

進捗が72.2％ということで、一つは予算に対す

る執行で、今年度への繰越しが約５億円となっ

ています。計画的に進めていらっしゃると思い

ますが、かなり県内でもばらつきが出ています

ので、地籍調査が進んでいないところのフォロ

ーアップ、それから予算組みといったあたりが

順調にいっているのか教えてください。

○戸髙農村計画課長 まず、４年度への繰越額

４億9,987万9,000円ございますけれども、こち

らにつきましては、地籍調査の国の事業費が、

当初予算と補正予算で措置をしていただいてお

りまして、４億9,900万円につきましては、全

て補正予算で、年度末の３月３日に交付決定が

なさたことから、繰り越して令和４年度で調整

をしているということでございます。

進捗につきましては、各市町村でばらつきが

ございます。進捗の遅い市町村につきましては、

こちらのほうからキャラバンということで、首
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長とか関係課長とか、市町村と意見交換させて

いただいて、予算の確保、また人員の確保等に

ついて、こちらから要請しているところで、近

年ですと調査を休止されていた市町村が再開さ

れるといったことで進捗を図らせていただいて

いるところでございます。

○右松委員 細かいところは、もう聞きません

けれども、進捗率を押し下げてしまっていると

ころがありますので、そこは、今、説明があり

ましたけれど、キャラバンを組んでしっかりと

対応しているということでした。意識改革も含

めて、ぜひ進めていただいて、本来、もう少し

進捗率が上がってもいいのかなというところも

ありますので、そういった部分はうまく前に進

めていただきたいと思います。

また、リモートセンシング技術を活用し推進

していきたいということですが、具体的にどれ

ぐらい進捗に影響が出てくるものなのか、その

あたりを説明いただくとありがたいです。

○戸髙農村計画課長 まず、リモートセンシン

グにつきましては、森林山地等につきまして、

高齢化等で山地の中での境界確認が難しいとこ

ろにつきましては、ドローンや衛星の写真等で、

木の成長の境とか、谷間とか、そういったとこ

ろで境界を確認して、その図面の中で境界を確

定するとか、そういった手法を行っております。

令和３年につきましても、西米良村、椎葉村等

で、そういった事業を使っております。

また、令和３年の調査面積が71平方キロメー

トルと全国２位の面積の調査をやっていますけ

れども、そういった先進技術を活用した成果だ

と考えているところでございます。

○右松委員 分かりました。地籍調査について

は、意識の面とかマンパワーの面とか予算の面

とか、国の後押しも受けながら、進捗率の低い

市町村等に関しては、しっかりと前に進めて

いっていただくようお願いしておきます。

○ 原委員 283ページの簡易基盤整備加速化

事業ですが、これは県単でやっておられます。

説明はなかったんですけれども、簡易な基盤整

備の推進ということで26地域で実施されたよう

ですが、これは畦畔除去みたいなものでしょう

か。概略で結構ですので、どういうことをされ

て、どういう成果があったのか教えてください。

○戸髙農村計画課長 基盤整備ということで、

圃場整備を推進しているところですけれども、

大規模な圃場整備につきましては、やはり時間

がかかるということもございます。圃場整備に

加えて、畦畔を除去することによって区画面積

を拡大していくというような、小さいエリアで

もやれる事業を推進しているところでございま

す。こちらにつきましては、市町村等の人・農

地プランの話合い等で基盤整備の要望が出てき

たところについて、その地域の農地の高低差で

ありますとか、権利の設定といったところを県

で整理して、こういった整備の方法があります

よといった事業化の提案を行い地域での話合い

を進めていただいているところでございます。

○ 原委員 イメージとしては、中山間地域と

いうことになりますか。

○戸髙農村計画課長 主に中山間地域、それか

ら、１次整備が終わったところの要望とか、整

備がやりやすいところを推進しています。

○ 原委員 農地が細切れになっている理由は

地形的なものもあるでしょうが、もう一つ考え

られるのは、その権利かなと。先祖伝来の土地

で、地権者が何世代も前の人の名前のままで、

売買がうまくいかないとか、できないとか、そ
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ういう制約はありませんか。

○戸髙農村計画課長 圃場整備のように大々的

に整備をする場合につきましては地権者の確認

等が必要になってきますけれども、畦畔を除去

する場合につきましては復元できるように境界

を座標ではっきりさせておけば、後から復元で

きますので、権利等についてはそれほどしっか

りしていないとできないということではござい

ませんので、そういったことも含めて簡易な基

盤整備を推進しているところでございます。

○武田主査 農村計画課関連の質疑はほかにご

ざいませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○武田主査 それでは、次に農村整備課関連の

質疑をお願いいたします。

○満行委員 報告書の289ページにある小水力

発電等農村地域導入支援事業ですけれども、こ

の支援のスキームや市町村の役割など、この事

業について教えてください。

○鳥浦農村整備課長 小水力発電等の導入につ

いて、現在の小水力発電の支援状況でございま

すけれども、県内でこれまでも調査がございま

して、農業水利施設を対象とした可能性調査は、

農村整備課もしくは企業局等で66か所ほど調査

をしておりますが、採算性が見込める箇所が

約32か所となっております。

このうち、既に小水力発電設備等を設置した

箇所が、土地改良区、企業局、民間を含めて12

施設ほどありまして、現在はここに掲載してお

りますが、１地区で実施中でございます。

○満行委員 これは農政水産部だけではなく

て、企業局とか地元の市町村とかでやるんで

しょうけれども、県はどういう立ち位置にあっ

て、支援というのはどういう役割なのかを教え

てください。

○鳥浦農村整備課長 県といたしましては、農

業水利施設の場合には、土地改良区の運営管理

等も管轄しております関係から、改良区からの

相談等を受けまして、技術的な支援や国庫補助

等の事業の支援なり、県単等でも補助事業の支

援をしているところでございます。

○満行委員 本県は、相当の含水率って言いま

すけれども、水資源は、全国と比べても豊富だ

という調査結果もあるわけで、その中でも、話

のあった農業関係のニーズ、利用価値というの

は、まだあるのではないのかと思うんです。

もちろん、その採算性っていうのもあるし、

また、土地改良区としては本来の業務じゃない

ので、二の足を踏んでいる団体も結構あるので

はないかと思うんですけれども、食わず嫌いで

はなくて、この事業が増えることによって、収

益をしっかりと確保し、地域に還元するという

ことで、農村集落の活性化維持につながるとこ

ろもあると思うんです。

これは、水力だから、24時間365日発電がで

きるということで、売電をする九州電力株式会

社からすれば、非常に魅力のある電力だと思い

ますので、ぜひ県としても、そういった土地改

良区等々の支援を積極的にやっていただきたい

と思います。

○ 原委員 この小水力発電の容量は何キロ

ワットぐらいで、いつ頃できる予定ですか。

○鳥浦農村整備課長 しばらく時間をいただき

たいと思います。

○ 原委員 分からなかったら、後でいいんで

すけれども、いつ頃できて、売電収入はどれぐ

らい見込めるのか。ＦＩＴに載っているのかど

うかとか、情報があったら後で教えてください。
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○武田主査 それでは、後で分かり次第答弁を

お願いいたします。

農村整備課関連の質疑は他にありませんか。

○ 原委員 291ページの防災重点ため池防災

対策事業です。このため池については、以前決

壊して人が亡くなったという事故があったりし

て、これまでも本会議等で議論があったかと思

います。予算額が200万円ですが、結構な対象

のため池があるように聞いておりますけれど

も、防災上危険なため池というか、そういうも

のが幾らあって、今、どれぐらい整備が進んで

いるのか、進捗について教えてください。

○鳥浦農村整備課長 ため池の整備につきまし

ては、県内で657のため池がございまして、防

災重点ため池に424か所を指定しております。

現在、これまでに、142か所ほどは整備をし

ておりますが、平成27年度に指針等が改定され

まして、耐震とか豪雨の要領等の基準が変わり

ましたので、これらを踏まえて劣化状況の評価

であるとか耐震評価を行いながら整備を進める

こととしております。

○ 原委員 あと残りというか、危ないため池

を安全と言えるところまで整備が進むのは、大

体いつ頃になる予定ですか。いわゆる事前防災

ということになると思うんですが。

○鳥浦農村整備課長 箇所がかなり多いという

ことで、県といたしましては、まず10か年かけ

て、今、特別措置法で予算措置がされている間

に123か所を目標として、整備を計画しており

ます。

○ 原委員 ということは、10年以内というこ

とで理解していいですか。

○鳥浦農村整備課長 まずは、予算措置がされ

ている10年を目標として立てているところでご

ざいます。

○ 原委員 分かりました。いろいろ時間と労

力とお金がかかるんでしょうけれども、今、国

土強靱化を進めているところですから、できる

だけ早期に、事前防災という考えで頑張ってい

ただきたいと思います。

○武田主査 農村整備課関連の質疑は他にあり

ませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、水産政策課関係の質疑はございま

せんか。

○右松委員 県の水産試験場には常任委員会の

調査で行かせていただきましたし、常日頃から、

一生懸命頑張っていただいており、漁海況情報

提供システムであるとか、この間見たウナギの

稚魚生産の国との共同開発とか、とても一生懸

命頑張っていらっしゃるということを前提に、

少しお伺いしたいと思っています。

実は、午前中、農業試験について問わせてい

ただきました。今回は水産業試験について問わ

せていただきたいんですけれども、732万6,000

円ほど、予算が執行されなかったということで、

執行率が93.4％なんです。

それで、農業試験のほうは98.8％の執行がご

ざいました。もちろん理由があろうかと思いま

すので、それをとやかく言うつもりはありませ

んが、状況を教えてください。

それから、もう一つ、委員会資料の34ページ

に、水産試験場で需用費192万3,000円、役務費

が148万円、それから委託料が247万3,000円の

不用額が出ています。

この辺と、先ほどの732万6,000円を含めてど

ういう理由で不用になったのか教えてもらうと

ありがたいです。
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○大村水産政策課長 水産試験場費の不用額に

ついてですけれども、まず、水産試験場では漁

海況調査という海洋調査―これは国を主体と

した全国の海洋調査もなんですけれども―そ

ういった業務をやっておりますが、これにつき

まして、半年分は自前のみやざき丸でやってお

りますが、みやざき丸がいない時期には、民間

のコンサルタント会社に委託しております。そ

の入札残が250万円程度ございます。

それから試験場は、いろんな出張といいます

か、他県との交流等が多いんですけれども、そ

ういった旅費関係が、コロナの影響によりまし

て不用額となったというところがあります。

それからもう一つ、試験場の海洋調査に係る

関係機器、観測機器を持っておりますけれども、

それらの点検費用が発生しなかったことことに

よるものでございます。

○右松委員 分かりました。午前中も少し話し

ましたけれど、研究費は、必要なものはしっか

りと予算を組んでいただきたい。宮崎県の潜在

的な力を引き出していく上でも、ぜひともこれ

は考えていただきたい。シーリングの設定がな

いということでしたのが、執行率が93％になっ

てしまっているということは、昨年度と比較す

ると、結果的にマイナスになってしまっている

んです。

これは結果的な話ですから、例えば研究項目

が、今年度は16件ですよね。これは、多いとき

には30課題ぐらいがございました。当然、年度

で区切って、あるいは３年間掛かったりといっ

たことがありますから、課題の数が少なくなる

ことに関しては、そういった事情もあろうかと

思います。研究は一つの役割を終えたという、

またそれで成果も出たということで、そういう

見方もできます。しかし、マンパワーの面とか

予算的な面で、この課題に取り組めないという

ことであれば、これは本県にとってプラスにな

りませんので、このあたり、研究課題の課題数

に関して、今年度が16課題になっている事情と

いうか、マンパワーの面とか予算的な面で何か

障害となっていないか教えてください。

○西府水産試験場長 予算面は２億5,000万円、

研究費として１億円を毎年確保させていただい

ております。その中で、水産業が取り組まなく

てはいけない課題というのは非常にたくさんご

ざいますけれども、人の数には限界がございま

すので、その中でも特に重要な課題について、

優先的に取り組んでいるところでございます。

予算も、足りない部分もあるのかもしれませ

んけれども、現在、水産試験場は国の受託を受

けたりとかということで、予算をしっかりと確

保し、重要な案件の研究をやっているので、そ

の分については国からも、しっかり理解いただ

いていて、その予算をしっかりと使いながら、

本県の水産業の研究に努めているという状況で

ございます。

○右松委員 この間も見ましたけれども、国と

の共同研究の中で、このウナギの稚魚、ウナギ

の量産化に向けての補完的な研究というのは非

常に素晴らしいと感じていましたし、マンパワ

ーには限界があるというのは十分理解していま

す。

そういった中で、例えば流通加工の技術であ

るとか、それから常温流通ニーズに対する技術

開発とか、非常に幅広く研究されておられます

ので、今後とも、宮崎県の水産業の発展のため

に寄与してもらうとありがたいという思いで問

わせていただいていますので、限られた予算か
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もしれませんが、必要な経費、研究というのは、

しっかりと要望していただきたいと思いますの

で、よろしくお願いしたいと思います。

○ 原委員 報告書の294ページの研究を基礎

にしたＭＩＹＡＺＡＫＩＣＡＶＩＡＲ世界ブラ

ンド確立支援事業ですが、これも長年、水産試

験場で研究をされてきて、宮崎のキャビアを世

界のブランドにしようというところまできてい

るわけですが、これは、今、どういう現状になっ

ているのか、売上額とか量とか将来の見込みと

か、これまでの成果を少し教えてください。

○大村水産政策課長 キャビアにつきまして

は、徐々に生産量も増えまして、令和３年度時

点で、大体510キロを生産販売しております。

金額にすると、約１億9,000万円ということで

ございます。令和２年が１億5,000万円程度と

いうことでございます。また、量にすると400

キロ少しということでございまして、徐々に伸

びていっている状況です。

一方、輸出の状況なんですけれども、令和元

年まではそれなりに輸出できていたんですけれ

ども、令和２年以降、コロナの影響で輸出はま

た最初から練り直しという状況にございます。

○ 原委員 大体４県とか５県、ほかにも島根

県とかやっていらっしゃるところがありました

が、他県の状況と、我が県の状況―今、販売

額が１億5,000万円から１億9,000万円に伸びた

ということでしたが―そのあたりの国内需要

との関係はどうでしょうか。

○鈴木農政水産部次長（水産担当） 他県の状

況ですが、細かい状況は私も失念しております

けれども、ここまでキャビアの生産に力を入れ

ている都道府県は宮崎県だけで、種苗生産を県

が行って、それを県内の業者だけに供給してい

るという体制を取っているのは宮崎県だと理解

しております。ほかの都道府県では、愛知県や

茨城県でも取り組んでいると思いますけれど

も、そちらは民間業者から種苗を買って育てる

という形ですので、生産体制を、収益がしっか

りと安定的に見えるような形までできていると

は、私のほうでは認識をしていない状況でござ

います。

○ 原委員 キャビアをつくる会社が宮崎市に

できましたが、こちらは経営上もうまく行って

いるんでしょうか。

○大村水産政策課長 細かい数字は頭に入って

いないんですが、損益計算書なり財務諸表にお

いて、経常利益ベースで、少なくとも赤字には

なっていないという状況でありますし、先ほど

申し上げたように、売上げは順調に伸びていっ

ている状況でございます。

○ 原委員 せっかくここまで、長年、皆さん

が汗を流してやってきて、確立されてきたキャ

ビアですので、伸びているということですし、

それを扱う、その生産をしている会社も赤字を

出していないってことですから、産業振興に

回っているわけだし、さらにさらに強力に―

何年前でしたか、宮崎牛のプロモーションでア

メリカに行きました。当時は郡司副知事でした

が、一緒に行って、有名なシェフのウルフギャ

ング・パックさんにも、このキャビアを一緒に

売り込みました。私たちは、一歩引いて後ろか

ら見ていましたけれども、この世界のブランド

というのがどうしてもあるらしくて、何かいま

ひとつ、見た目も我々素人には分からないんだ

けれども、なかなか本場に売り込んでいくのは

大変なんだろうなということで、そのときはい

い返事は返ってこなかったようなので、かなり
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辛抱強く、取り組んでいかないといけないんだ

ろうなということを、そのときは感じていまし

た。今、輸出もほとんどできていないというこ

とだけれども、少なからず伸びつつはあるとい

うことですから、さらに頑張っていただきたい

ということを申し上げておきたいと思います。

○鳥浦農村整備課長 すみません。先ほどの蓬

原委員からの小水力発電についての御質問でご

ざいますが、高千穂町の畑中地区の出力につき

ましては、最大48.7キロワットでございます。

ＦＩＴの対象となりまして、見込まれる売電

収益は、年間約1,000万円を見込んでおります。

○ 原委員 １キロワットあたり何円の買取り

ですか。

○鳥浦農村整備課長 34円でございます。

○ 原委員 分かりました。報告書の300ペー

ジですけれども、「みやざきモデル」に対応し

た内水面活性化事業で、コロナ対策の話が出た

んですが、これは釣り人に対するものというこ

とでしたけれども、基本的にアウトドアではマ

スクは要らないという話になっていると思うん

です。ゴルフでもそうだけれども、カートに乗っ

たときには、できるだけマスクをするようには

していますけれども、川で釣り人が、コロナに

かかっちゃいけないのは当然です。私は海釣り

に行くんですけれど、海も危ないなと思うんで

す。海もやらないといけないんじゃないかとい

うことと、そもそもアウトドアでマスクは要る

のかなということを、専門部署として、しっか

り語っていったらどうかなと思うんだけれど

も、少し不思議な気がしたので教えてください。

○赤嶺漁業管理課長 今回、この「みやざきモ

デル」に対応したということで、このようなコ

ロナ禍で、人との接触が少ない釣りというのは、

アウトドアで需要が高まっている状況にありま

す。

そういった人たちが、実際に川で遊漁すると

きに、いわゆる遊漁券を買いに行って、人と接

しなきゃいけないみたいなことがございますの

で、今回は、そういった遊漁券販売を人に接さ

ずに、スマホ一つで買えるシステムを導入いた

しまして、広く購入してもらうということを行

いました。

それから、河川におけるパトロールをして感

染防止対策の啓発をすることについては、一つ

には遊漁のルールということもございますけれ

ども、遊漁者は県外から来られる方も多く、遊

漁券の販売実績を見てみますと、福岡県をはじ

め九州一円から来られている方が多いので、そ

ういった方々に対しても、この電子システムを

入れた遊漁券の販売とかＰＲも兼ねて、河川で

釣り人たちに声をかけて、「みやざきモデル」

というコロナ感染防止対策を県で取り組んでい

て、宮崎県の対策はこういうふうにやっていま

すよと、声かけをしてお伝えしております。

マスクが要るかどうかにつきましては、専門

外でございますのでお答えしかねます。

○ 原委員 分かりました。それだけ厳しく宮

崎県は感染防止対策をやっていたよということ

のアピールにもなるし、他県からの持込みも防

げると解釈します。

○武田主査 畜産振興課関係の質疑はございま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○武田主査 ないようですので、家畜防疫対策

課関係の質疑をお願いいたします。

○右松委員 報告書の311ページ、改善事業の

畜産の基盤を支える獣医師の安定確保推進事業
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ですが、決算額が371万1,000円となっています

が、これはコロナ関連でこういう執行率になっ

たのか教えてください。

○丸本家畜防疫対策課長 委員からの御指摘の

とおり、コロナのために、例えば報告書にあり

ますような獣医系大学の就職説明会であると

か、インターンシップの受入れ等が制限されて

おりますので、このために執行率が下がってし

まったということになります。

○右松委員 充足率といいますか、令和３年度

で構いませんので、獣医師の現状は、募集人数

に対して、今、どれぐらいの応募数になってい

るのか教えてもらうとありがたいです。

○丸本家畜防疫対策課長 明確に何人という定

数があるわけではないのですが、業務量に比し

て人員が少ないということと、今年度の採用試

験でも募集した人数に満たない内定者しか採用

できていないという状況もございますので、不

足気味であるということは言えると思います。

○右松委員 いろいろと対応はされていらっ

しゃると思います。インターンシップの受入れ

や修学資金の給付等もあります。その辺の努力

はされていらっしゃると思いますが、今後の獣

医師の確保に向けた取組について、効果が出る

取組というか、そのあたりはどのように考えて

いらっしゃるか教えてください。

○丸本家畜防疫対策課長 我々としては、口蹄

疫の後、家畜保健衛生所の獣医師を増やそうと

いうことで取り組んでまいりまして、その当時

から比べれば10人程度は増えています。

他県と比較しますと、当時のまま、あるいは

減っているところが多数ある中で、本県は増や

してきているというところで一定の成果が現れ

ていると考えております。ただ、ここ数年は、

募集をかけても応募者が減ってしまっていて、

なかなか確保ができないというところでありま

す。そもそも獣医系大学の数が限定されていて、

岡山理科大学が増えましたけれども、卒業生が

出てくるのは来年以降ということになりますの

で、なかなか厳しい状況が続いております。

なおかつ、ここ数年、公務員獣医師を希望さ

れる、あるいはそこに就職された方の人数を見

ると右肩下がりになっている状況があって、そ

れを各県が確保したいということで、いろんな

取組をされています。我々が先進的にずっと

やってきたことを、各県が後追いで同じような

ことをされるので、なかなか新たな対策を打つ

ことが難しいといった状況です。

とはいえ、今後、コロナも収まっていくこと

になれば、積極的に大学に出向いていって、宮

崎県の魅力を発信することで、本県の獣医師の

確保に努めていきたいと思っております。

○武田主査 ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○武田主査 ないようですので、以上をもって

農村計画課、農村整備課、水産政策課、漁業管

理課、畜産振興課、家畜防疫対策課の審査を終

了いたします。

引き続き総括質疑に入りますが、準備のため

暫時休憩いたします。午後２時45分に再開いた

します。

午後２時35分休憩

午後２時43分再開

○武田主査 分科会を再開いたします。

各課の説明及び質疑が全て終了いたしました

ので、これより総括質疑を行います。

農政水産部の令和３年度決算全般につきまし
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て質疑はございませんか。

○右松委員 担い手の確保という大事なテーマ

で質疑がなかったのでここでお伺いします。報

告書の269ページですが、本県の新規就農者が

増えているということで、取組を一生懸命やっ

ていらっしゃると感じているところです。この

中の新規事業、みやざき農業担い手確保総合対

策事業で、コロナ禍の中、就農相談を８回やっ

ていらっしゃいます。県外が６回と県内２回と

いうことで、感染拡大の合間を縫いながら開催

されたものと思います。

それから、お試し就農は研修参加が95名おら

れて、継続雇用もそれなりの数字が出ています。

こういったところの手応えというか、昨年度の

１年間を通して、新規就農者の獲得も含めて取

組の成果について教えていただければありがた

いと思います。

○馬場農業担い手対策課長 今、委員からお話

がありました、新規事業、みやざき農業担い手

確保総合対策事業で、表の右側の実績等にござ

いますとおり、就農相談会を県内外で８回実施

しております。通常であれば対面で実施すると

ころを、それがかなわないこともありましたの

で、オンラインでの開催も加えながら実施をし

ております。

最初は不慣れで、なかなか顔を合わせないと

できないところも、映像等も交え、地域の実情

も説明しながら、例年並みの成果は出てきてい

るものと思います。

それから、お試し就農につきましても、コロ

ナ禍で仕事を失った方なども対象に、通常より

も受入れの人数を増やしまして、95人という多

くの方々に研修に参加いただきました。この中

には、コロナ禍で仕事を失った方も相当数い

らっしゃいました。

加えて、そのうち59人を、そのまま継続して

雇用できたということは、大きな成果ではな

かったかと思っております。

○右松委員 令和３年度の新規就農者405名、

そのうちＵＩＪターンも87名ということで、本

県に戻って来られて就農されている方がたくさ

んいらっしゃると感じたところでした。これは、

今年度以降ですけれども、資材の高騰等で、今、

離農も心配されているような状況ですので、引

き続き、新たな担い手の確保については継続的

に取組を進めていただいて、頑張っていただき

たいと思います。

○濵砂委員 今の関連なんですが、中古ハウス

等の経営資源の第三者承継については、以前か

ら私も何度も言ってきましたけれども、こうい

う形で取り上げていただいて、本当にありがと

うございます。

現実的には、新しいハウスを造って、これか

ら就農するというのは、資材等の高騰も含めて、

なかなか厳しい状況にありますので、ぜひ、こ

れも進めていただきたいと思います。

それから、275ページのスマート農業による

働き方改革産地実証事業なんですが、御承知の

とおり高齢化が進んでいく中で、今、宮崎県の

農業産出額が大体3,300～3,400億円です。これ

を維持しようとすると、今の労働力だけでは維

持できないだろうと思うんです。かなり高齢化

していますし、今のように新規就農者と離農者

を比較すると、やっぱり熟練された離農者のほ

うが生産力は高いわけで、新規就農者は、それ

に追いつくのに時間がかかってしまう。それか

ら、相対的に肥料の販売高等もだんだん下がっ

ています。というのは、金額が上がったから金
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額としてはそう変わらないかもしれないんです

けれども、数量としては下がってきている。購

買高がだんだん下がってきているという実情

と、販売高そのものも以前からすると減ってき

ていて、この3,300億円程度の産出額がいつま

で維持できるかが問題だと思います。今の宮崎

県の食料基地としての立場を維持していくため

には、かなりスマート化を進めて、機械化して

いかないと、これに追いついていかないと。

まして、日本全体の人口が減っていくわけで

すから、消費量も落ちていく。それでどうする

かということになれば、やっぱりいい商品を、

適正な価格で提供するためのしっかりした販売

体制をつくっていくというのが大事だろうと思

うんです。そのような農業の将来を見て、しっ

かりとしたスマート農業を進めていただきたい

と思います。これは要望にしますが、意見があ

ればお願いします。

○海野農産園芸課長 御指摘のありましたスマ

ート農業を活用した本県農業生産の拡大という

ことでございますが、例示をいただきましたス

マート農業による働き方改革産地実証事業、こ

の事業そのものは重労働からの解放と申します

か、重作業を機械でもって軽易で容易な作業に

置き換えていくことでありますとか、若い未経

験の方でも熟練農業者の方と同等の作業精度で

仕事ができる、こういった環境をつくることに

よって、就業環境としての農業を魅力あるもの

にしていこうという狙いであります。また、そ

れだけにとどまらず、つまり楽になったという

ことだけではなしに、その余った労力でありま

すとか、いろんな経営資源を、経営規模拡大で

ありますとか収量の向上に結びつけていくこと

によって、農業生産の拡大に結びつけることが

重要だと思っておりますので、今回の事業で得

られました各種のデータや知見を活用しなが

ら、スマート農業を、真に本県農業生産の拡大

に生かせるように取り組んでまいりたいと考え

ております。

○小林農政企画課長 申し訳ございません。答

弁の訂正でございます。

午前中の質疑の際に、濵砂委員からいただき

ました質問の中で、県の農業協同組合中央会に

設置されました県域ＪＡの事務局体制につい

て、本年４月の設置ということでお答えしまし

たが、正しくは本年２月の設置でございました。

おわびして訂正いたします。

○武田主査 それでは、以上をもって農政水産

部を終了いたします。執行部の皆様、お疲れさ

までした。

暫時休憩いたします。

午後２時52分休憩

午後２時56分再開

○武田主査 分科会を再開いたします。

まず、採決についてでありますが、審査の最

終日に行うこととなっておりますので、明日９

月30日の13時10分に採決を行いたいと思います

が、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○武田主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

その他で何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○武田主査 以上をもって本日の分科会を終了

いたします。お疲れさまでした。

午後２時57分散会
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午後１時７分再開

出席委員（６人）

主 査 武 田 浩 一

副 主 査 坂 本 康 郎

委 員 蓬 原 正 三

委 員 濵 砂 守

委 員 右 松 隆 央

委 員 満 行 潤 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 藤 村 正

政策調査課主査 西 尾 明

○武田主査 分科会を再開いたします。

９月29日の農業普及技術課の答弁について、

発言訂正の申出がありましたので報告いたしま

す。

満行委員の償還金利子及び割引料の不用額に

関する質疑への答弁内容について訂正の発言が

ありましたが、訂正発言が誤りであり、当初の

答弁内容が正しかったというものであります。

正しくは、就農支援資金の貸付け終了年度が

平成26年度であり、農業改良資金の貸付け終了

年度が平成13年度であるということでした。

以上、報告いたします。

それでは、まず、本分科会に付託されました

議案の採決を行いますが、採決の前に議案につ

きまして、賛否も含め、御意見をお願いいたし

ます。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○武田主査 御意見がないようですので、議案

の採決を行います。よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○武田主査 それでは、議案第24号についてお

諮りいたします。原案どおり認定することに御

異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○武田主査 御異議ありませんので、原案のと

おり認定すべきものと決定いたしました。

次に、主査報告骨子案についてであります。

主査報告の内容について、御要望等はありま

せんか。

暫時休憩いたします。

午後１時８分休憩

午後１時９分再開

○武田主査 分科会を再開いたします。

それでは、主査報告につきましては、正副委

員長に御一任いただくことで、御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○武田主査 それでは、そのようにいたします。

その他で何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○武田主査 以上で、分科会を閉会いたします。

午後１時９分閉会

令和４年９月30日(金)
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